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平成１９年６月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が一部改正され（平成

２０年４月１日施行）、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するととも

に、公表しなければならないこととされました。

これを受け、越谷市教育委員会では、平成２０年度から、本市教育行政の推進における

基本的な方針を示す「越谷市教育行政重点施策」に掲げられた主な取り組み及び進捗状況

について点検評価を行うとともに、外部評価については、教育行政と一般行政の調和を図

るという観点から、市長部局で行う事務事業評価における「学識経験を有する者の知見」

を活用し、点検評価報告書を作成してきました。

こうした中、平成１８年に約６０年ぶりに改正となった教育基本法の理念や、国・埼玉

県の教育振興基本計画を踏まえたうえで、本市の実情に応じた特色ある教育を振興してい

くため、平成２３年３月に「いきいきとだれもが夢に向かって輝く越谷教育プラン－越谷

市教育振興基本計画－」（第１期教育振興基本計画）を策定しました。

この計画では、越谷市の教育がめざす姿を市民の皆さんに明らかにするため、「夢に向 

かって粘り強く学ぶ子どもの育成（⇒学校教育）」、「地域で支え合い一人ひとりの夢を応援

（⇒生涯学習）」、「健やかで心豊かに夢を追い続ける環境づくり（⇒生涯スポーツ）」とい

う本市教育の将来像に向けての３つの視点が確立した社会を「生涯学習社会」ととらえ、  

その実現をめざすことを基本理念としています。

越谷市教育委員会では、「越谷市教育振興基本計画」の初年度である平成２３年度実施事

業を対象とした平成２４年度の点検評価から、教育施策が有する特性を踏まえ、４つの評

価の視点を取り入れた検証方法を新たに構築するとともに、より専門的な見地からの外部

評価を受けるため、教育委員会独自で、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図

っております。平成２８年度につきましては、第１期教育振興基本計画における計画期間

の最終年度である平成２７年度の実施事業を対象として、教育委員会の事務に関する点検

評価を行いました。

この点検評価は、教育施策のＰＤＣＡマネジメントサイクルにおいて検証（ＣＨＥＣＫ）

の役割を担うものとして位置付けられ、単に評価をすること自体が目的ではなく、その  

結果を改革・改善（ＡＣＴＩＯＮ）につなげていくことこそが肝要であります。

本報告書における評価結果を真摯に受け止め、平成２８年度からスタートした「第２期

越谷市教育振興基本計画」に基づき、評価から課題を見出し、改善に努めることで、施策

のより一層の充実と効果的な推進を図り、本市教育行政の基本理念である「生涯学習社会

の実現」をめざして、教育の振興に取り組んでまいります。

平成２９年２月

越谷市教育委員会 
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１ 趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２７条の規定により、教育委員会は、毎年、  

その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告

書を作成し、議会に提出するとともに、公表することとされています〔図表１〕。 

この法の趣旨に基づき、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民に対する説明責任を 

果たすことを目的として、越谷市教育委員会の事務に関する点検及び評価を実施するものです。 

図表１：地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教

育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により

事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると

ともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。 

Ⅰ 教育委員会の事務に関する点検評価の概要 
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２ 越谷市教育委員会の点検評価について 

本市では、平成２０年度に教育委員会の事務に関する点検及び評価の実施が法定化される以前から、

市長部局において、外部評価を含む市の行政評価制度が確立されており、教育委員会の事務事業も

これに含まれていたため、教育行政と一般行政の調和を図るという観点から、法律の求めである学

識経験を有する者の知見については、これを活用することとし、実施してきました。 

市の行政評価制度として実施している事務事業評価は、第４次越谷市総合振興計画における実施

計画の進行管理を含め、行政運営の中に計画（ＰＬＡＮ）→実施（ＤＯ）→検証（ＣＨＥＣＫ）→

改革・改善（ＡＣＴＩＯＮ）のマネジメントサイクルによる継続的な改革・改善の仕組みを取り入

れることにより、ヒト・モノ・カネ・情報という経営資源の最適配分を図り、計画に位置付けられ

た施策を総合的・計画的・効果的に推進していくことを目的としています。 

一方で、教育施策については、費用対効果だけでは測りきれない側面もあり、教育的な観点によ

る評価が必要な領域を有していることから、事務事業評価とあわせて当該年度の越谷市教育行政重

点施策に対する評価を実施し、本市の点検評価をより効果的なものとしてきました。 

また、本市では、平成２３年３月に「いきいきとだれもが夢に向かって輝く越谷教育プラン－越

谷市教育振興基本計画－」（以下「基本計画」という。）を策定し、教育施策推進に向けての新たな

ＰＤＣＡマネジメントサイクルの構築により、点検評価はＣＨＥＣＫの役割を担うものとして、 

改めて位置付けられました〔図表２〕。 

そこで平成２４年度から、この役割をより一層果たすことができるよう、教育施策という特性を

踏まえ、新たに４つの視点を取り入れた評価表を作成するなど、「重点施策評価」における評価方

法を見直すとともに、教育委員会独自で、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図ってお

ります。平成２８年度につきましても、同様の趣旨から、引き続き教育委員会の事務に関する点検

評価を行いました。 

図表２：教育施策のＰＤＣＡマネジメントサイクルにおける点検評価の位置付け（イメージ図） 

教育施策のＰＤＣＡマネジメントサイクル 

＜ イメージ図 ＞ 

 計画・予算 第４次越谷市総合振興計画

いきいきとだれもが夢に向かって輝く越谷教育プラン

－越谷市教育振興基本計画－

Ｐ 

次年度教育施策

次年度予算編成

改革・改善

Ａ 

事業実施

予算執行

 教育行政方針

教育行政重点施策

Ｄ 

点検評価 

重点施策評価 
決 算

Ｃ 

事務事業評価
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１ 点検評価の内容 

 対象 

 基本計画では、教育施策を着実に推進していくため、当該年度の実行計画として、施策の体系

に沿って「教育行政重点施策」を毎年度作成し、実行にあたることとしています。 

 そこで、「平成２７年度越谷市教育行政重点施策」に掲げた４７の重点的な取り組みを対象と

し、点検評価を実施しました。 

 実施方法 

 重点的な取り組みごとに評価表を作成することで点検評価を実施しました。 

評価表においては、教育施策の検証を行うとともに、進捗状況、成果、課題、今後の方向性等

を点検し、４段階の教育内部評価を実施しました。 

① 教育施策の検証 

重点的な取り組みについて、「的確性」、「充実度・満足度」、「将来性」及び「社会公共性」

の４つの評価の視点〔図表３〕に基づき、３段階の評価基準〔図表４〕により、担当課所で自

己評価を行いました。 

図表３：評価の視点 

項 目 着 眼 点 

的 確 性 

教育基本法等の理念に合致しているか 
教育振興基本計画に位置付けられているか 
教育委員会が実施すべきものであるか 
目的を達成するための手段として適切であるか 
教育施策としてのニーズに対応しているか 
教育施策として重要であるか 
教育の機会均等につながるか 

充実度・満足度 

対象者の充実度・満足度は高いか 
対象者の資質・能力の向上につながるか 
いつでもどこでも学べる環境を確保できるか 
安全で質の高い教育環境を提供できるか 
内容は魅力的なものであり、マンネリ化していないか 
本市教育行政に対する信頼度の向上につながるか 

将 来 性 

将来において成果が見込まれるか 
継続することで今以上の効果が期待できるか 
人材育成に資することができるか 
安全度・安心度の向上につながるか 
市民一人ひとりの「夢」の実現へ貢献できるか 
確かな学力・豊かな心・健やかな体等「生きる力」の育成につながるか 
人生をより良く、充実したものとすることにつながるか 
健康でいきいきとした生活をおくることにつながるか 

社会公共性 

社会全体の教育力の向上に資することができるか 
学校・家庭・地域での教育振興に貢献できるか 
地域社会全体の発展につながるか 
個々人の社会参画が促進し「絆」やコミュニティの醸成につながるか 
人々が協働するための「場」となるか 
学習成果を生かすことで周囲への相乗効果が期待できるか 

Ⅱ 越谷市教育行政重点施策に対する点検評価   
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図表４：教育施策の評価基準 

評 価 内     容 

◎ すべてにおいて適切であり、内容を見直す必要もない 

○ 概ね適切であるが、内容を見直す余地はある 

△ 内容を一部見直す必要がある 

② 進捗状況・成果・課題・今後の方向性等及び教育内部評価 

「教育施策の検証」の結果を踏まえたうえで、当該年度における重点的な取り組みとしての

進捗状況、成果、課題、今後の方向性等を点検し、教育内部評価として４段階〔図表５〕での

自己評価を行いました。 

図表５：教育内部評価・教育外部評価の評価基準 

評 価 内     容 

Ａ 十分な成果が得られている・課題はない 

Ｂ 一定の成果が得られている・少し課題がある 

Ｃ 成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある 

Ｄ 成果が得られていない・大きな課題がある 

 教育外部評価 

 点検評価を行うにあたり、評価の客観性及び透明性を確保し、より効果的なものとするため、

４７の重点的な取り組みのうち６項目について、教育に関し学識経験を有する者によるヒアリン

グを実施しました。 

教育外部評価として、評価表における教育施策の検証及び重点的な取り組みの進捗状況、成果、

課題、今後の方向性等を踏まえたうえで、４段階〔図表５〕での評価を受けるとともに、越谷市

教育行政重点施策に対する点検評価全体を通して総合的なご意見をいただきました。 

① 教育外部評価者 

 教育外部評価者として、３名の教育に関し学識経験を有する者〔図表６〕からご意見をいた

だきました。 

図表６：教育外部評価者 

氏  名 役   職   等 

会
あい

 沢
ざわ

 信
のぶ

 彦
ひこ

文教大学 教育学部 心理教育課程 教授 

東
ひがし

   宏
ひろ

 行
ゆき

埼玉県立大学 保健医療福祉学部 共通教育科 教授 

吉
よし

 澤
ざわ

 雅
まさ

 隆
たか

埼玉大学 理事 

５０音順・敬称略
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② 教育外部評価の対象とした重点的な取り組み 

 教育外部評価の対象として、「平成２７年度越谷市教育行政重点施策」に掲げた４７の重点

的な取り組みから、主に新規・拡充した取り組みや教育的な観点からの評価が必要と判断した

取り組みについて、教育委員会会議を経て６項目〔図表７〕を選定しました。 

図表７：教育外部評価の対象とした重点的な取り組み 

基本目標 重点的な取り組み 担当課所 

基本目標１ 

指導内容・指導方法の改善 指導課 

教育相談体制の充実 教育センター 

教職員の資質・指導力の向上 教育センター 

基本目標２ 

子ども読書活動の推進 図書館 

埋蔵文化財保護の推進 生涯学習課 

基本目標３ 健康・体力づくりの活動機会の充実 スポーツ振興課 

２ 点検評価の実施結果 

 ４７の重点的な取り組みにおける教育内部評価結果 

評価 内   容 取り組み数 構 成 比 

Ａ 十分な成果が得られている・課題はない  ２    ４.３％ 

Ｂ 一定の成果が得られている・少し課題がある ４５   ９５.７％ 

Ｃ 成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある  ０    ０.０％ 

Ｄ 成果が得られていない・大きな課題がある  ０    ０.０％ 

合     計 ４７ １００.０％ 

  ４段階で自己評価を行った教育内部評価については、４７の重点的な取り組みのうち、Ａ評価

「十分な成果が得られている・課題はない」が２項目（全体の４.３％）、Ｂ評価「一定の成果が

得られている・少し課題がある」が４５項目（全体の９５.７％）、Ｃ評価「成果が十分とはいえ

ない・やや大きな課題がある」及びＤ評価「成果が得られていない・大きな課題がある」は０項

目で、全体として、概ね成果が得られているという結果となりました。 
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 教育外部評価の対象となる重点的な取り組みの評価結果 

教　　育

内部評価

教　　育

外部評価

(会沢氏)

教　　育

外部評価

(東氏)

教　　育

外部評価

(吉澤氏)

施策の方向１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

(2) Ｂ Ａ Ａ Ｂ

施策の方向２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

(3) Ｂ Ａ Ａ Ｂ

施策の方向３　信頼される、質の高い教育を進める

(2) Ｂ Ａ Ａ Ｂ

教　　育

内部評価

教　　育

外部評価

(会沢氏)

教　　育

外部評価

(東氏)

教　　育

外部評価

(吉澤氏)

施策の方向１　生涯を通じた学習活動を推進する

(5) Ｂ Ａ Ａ Ｂ

施策の方向２　芸術文化活動を推進し、伝統文化を継する

(3) Ｂ Ａ Ａ Ｃ

教　　育

内部評価

教　　育

外部評価

(会沢氏)

教　　育

外部評価

(東氏)

教　　育

外部評価

(吉澤氏)

施策の方向４　健康ライフスタイルづくりを支援する

(3) Ｂ Ａ Ａ Ｃ

教育相談体制の充実重点的な取り組み１４教育相談の充実

教育センター機能の充実・活用 重点的な取り組み２３ 教職員の資質・指導力の向上

指導内容・指導方法の改善
指導内容の充実と指導方法の工

夫改善
重点的な取り組み５

重点的な取り組み３９

重点的な取り組み３１ 子ども読書活動の推進

施策の方向・施策 重点的な取り組み

施策の方向・施策 重点的な取り組み

施策の方向・施策

図書館の充実

高齢者の健康づくりの支援 重点的な取り組み４６ 健康・体力づくりの活動機会の充実

重点的な取り組み

文化財の保存・活用 埋蔵文化財保護の推進

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

教育内部評価結果と教育外部評価結果（３名）を比較いたしました。 

教育外部評価の対象とした重点的な取り組み６項目については、教育内部評価ではすべてがＢ評

価「一定の成果が得られている・少し課題がある」ですが、教育外部評価では、すべての項目につ

いて３名の評価者のうち２名がＡ評価とするなど、全般的に見て、教育内部評価より高い評価とな

っています。 

しかしながら、それぞれの取り組みについて、より良い改善の方策や工夫のためのご意見を多く

いただきましたので、評価を真摯に受け止めて課題を見出し、取り組みのさらなる改善に努めてま

いります。 

- 6 -



３  教育外部評価者からの総合的意見 

「顔の見える」教育委員会を目指して

会沢 信彦

本市教育行政の外部評価に携わらせていただいたのは、3 年ぶり 2 度目である。前回の印象は、

「教育委員会ってこんな仕事もしてるんだ！」という驚きと、それらに携わる職員の皆さんに対す

る敬意の念であった。 

 今回もそれは変わらないが、改めて感じたことを述べる。 

 「教育は人なり」とはよく言われる言葉である。仮に、学習指導要領に書かれた同じ内容を同じ

学力レベルの子どもに教えても、Ａ先生のクラスとＢ先生のクラスではテストの結果が異なること

は誰でも知っている。学校では、「何を教えるか」と同じくらい、あるいはそれ以上に、「誰が教え

るか」が重要となる。したがって、最近の教員採用試験のキーワードは、「人物重視」である。 

 実は、会社でも役所でも、どんな組織でも結局は「人なり」なのではないかと思う。ましてや、

教育に携わる教育行政はなおのこと「人なり」の要素が強いのではないかと推測する。 

 ところで、最近のスーパーでは、「顔の見える野菜」などの表示とともに、生産者の名前が顔写真

入りで紹介されていることが多い。それどころか最近は、写真こそないものの、空港のトイレでも

「私が担当しました」と清掃担当者の名前が書かれている。 

「顔が見える」が、時代のキーワードのようである。 

 今回、6 つの部署の担当者からヒアリングを行った。いずれも「顔の見える」方たちばかりであ

った。その意味は、「自分たちの事業の意義を理解し、誇りを持って仕事に取り組んでいる」という

ことである。もっと端的に言えば、事業に対する思いや志が感じられたという意味である。 

 教育の評価は難しい。「今すぐに結果が出ない」のが教育の特質と言って良いくらいである。した

がって、教師は子どもをテストの点数だけで評価することはない。 

教育行政についても同じである。予算額や参加者数など、目に見える数字だけで評価することは

できない。少なくとも、私はそう考えている。したがって、私は「顔」で評価させていただいた。 

 私は、行政もできる限り個人の名前を出した方が良いのではないかと思っている。その理由は以

下の 2 点である。 

①行政サービスの対象者が、行政に親しみを感じ、結果として信頼感を高めることにつながる。 

②担当者が自分の仕事に誇りを持つことができる。 

間違ってはいけないのは、名前を出すのは個人を競わせるためではない、ということである。成

功の成果を享受するのも失敗の責任を負うのも、それは組織である。しかし、行政サービス対象者

からの信頼を得るためには、「顔無し」の組織ではなく、「顔の見える」組織であることが必要であ

る。そして、対象者からの信頼が無い限り、どんな施策であっても功を奏することは無いはずであ

る。 

まずは教育委員会が、無理のない範囲で少しでも「顔の見える」組織となることを期待したい。 
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 市内の大学で教員養成に携わる者として、教育に関する思いは、市教委関係者、そして市内各学

校の教職員に引けを取らないつもりである。 

今回のヒアリングを通して感じられた、市教委職員各位の「教育を良くしたい！」、「住民のため

に貢献したい！」、「文化の発展に尽くしたい！」という熱い思いに心からの敬意を表するとともに、

今後の本市教育行政の発展を願い、筆を擱
お

きたい。
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人の成長に関与する取り組みには継続性が必要

東 宏行

 中核市に移行したことによる課題が見えてきたとともに、独自の取り組みが始動し始めたこと

を、いくつかの取り組みから実感させられた。総じて、これまでにはない新規の取り組みや、拡充

の取り組みに見るべき特徴があったことが評価される。その一方で、明確な新規性は見られないも

のの、時代状況に即応しながら、地道な取り組みが継続されている施策も多く見られたことは、賞

賛されるべき点である。 

重点的な取り組みの各内部評価を読みながら、考えさせられたことがある。それは、教育にとっ

て大切なことは、早急に評価し、安易な変更を繰り返すことで、軸が揺らいでしまわないようにす

ることだという点である。そのことを前提としながら、取り組みを修正、調整して行くことの大切

さを、文脈から感じとることができた。従って平成 27 年度越谷市の教育は、全体として市民から信

頼されるに値するものであったと評価することができる。以下、総合的な視座から見た成果と課題

について、評価者の意見を含めて 6 点にまとめて記しておきたい。 

１．基本目標Ⅰに関する取り組みの充実 

 基本目標１「生きる力を育む学校教育」については、非常に充実した取り組みがされており、学

校教育の核心部分について幅広い配慮がされ、確実な成果が見られた。教員研修等については、中

核市への移行に伴っての課題によく対応されており、越谷市の独自性を発揮できる基盤がつくられ

たと言える。越谷市独自の教育を展開できるよう、今後の展開に期待したい。 

他方、指導課と教育センターが担う「重点的な取り組み」事項が極めて多いように見受けられる。

人員配置や予算も含め、組織的な運営が必須であると思われる。ヒアリングでは、個々の重点的な

取り組みについてお伺いすることができたが、各課内での役割分担を含めた組織的運営の評価が必

要である。多くの取り組みを進める過程で、各担当者が十分に吟味しながら真摯に取り組めるよう

な体制や環境であるかどうか、内部検証を行うことで、次へのステップになると思われる。ヒアリ

ングの結果を加味すると、それぞれの取り組みは、予算等の枠内で最大限の成果をあげていると評

価できる。 

２．規模は大きくないが、貴重な取り組みが展開された 

 基本目標 2「生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する」および基本目標 3「生涯にわた

りスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる」については、生涯学習の枠組の中で重点

的な取り組みが進められた。施設管理に係る予算が高額になるが、そうしたハード面だけでなく、

重要な項目が、規模は大きくはないものの、重点的な取り組みに位置づけられていたことが評価さ

れる。ヒアリングにおいても、ソフト面での取り組みを充実させていこうという意欲が伝わってく

るものがあった。数年にわたる取り組みの蓄積をベースに、少しずつ修正、調査を行っている事業

がいくつかあり、好感を持てるものだった。今後、長期的な視野で段階的に充実させていくプラン

を作って行くことができれば、さらに充実した取り組みに成長して行くと思われる。 
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３．時代に合わせた重要課題への迅速な対応 

ヒアリングの対象ではなかったが、近年重要な課題となっている問題に対して迅速な対応が行わ

れている点を評価したい。例えば、SNS の普及によって新たな課題が表面化している状況において、

重点的な取り組み 3「情報モラル教育の推進」には、大きな成果を見ることができる。越谷市独自

の取り組み方で児童生徒の情報モラル教育が展開し、ネットトラブルが減少している点は評価され

る。また、安全教育・安全管理についても、平成 29 年度の「（仮称）学校防災の日」に向けて、学

校と地域の連携やスクールガード・リーダーのための研修事業が展開し、着実な前進が見られてい

る。こうした取り組みは、地域の独自性やスピード感が求められるが、平成 27 年度の取り組みは、

着実な成果を上げていると認められる。 

４．子どもたちの自己肯定感に関する評価 

教育行政方針では「子どもたちが社会との関わりの中で自己を肯定的にとらえ、無限の可能性に

満ちたチャレンジ精神が持てるよう」にすることが強調されている。この方針は、最重要方針であ

ると受け止めた。47 項目にわたる重点的な取り組みの中で、この方針がどの程度現実のものとなっ

たのか、子どもたちは自己肯定感をどのように持てるようになったのか、という問いが思い浮かん

だ。残念ながら、この問いに関する総合的な内部評価は明確ではなく、確かめることができなかっ

た。今後の課題になると思われる。数字の評価では一面的になってしまうため、確かにこの方針に

ついて評価するのは、極めて難しい。だだし、いくつかの内部評価の中に、子どもたちの変化の様

子についての記述があった。それらを読む中で、自己肯定感を持てる取り組みだったのだろうと推

察することはできた。今後、個々の取り組みの点検を簡素化し、総合的内部評価を充実させる方向

も考えられる。 

５．学校教育と生涯学習の連携や融合施策の可能性 

学校教育と生涯学習の連携や融合施策の展開が模索されてもよいのだが、なかなかうまく展開し

ないという面は否めない。教育行政方針の基本目標を俯瞰
ふ か ん

して気づくことは、やはり学校教育と生

涯学習は両輪の構造になっているということである。施策を実施するうえで、その構造は妥当であ

る。しかしながら、学校応援団の推進(25)や人権教育推進事業の充実(28)、子ども読書活動の推進

(31)、科学講演会や講座・教室の開催(34)、遊びを通じた健康づくり(45)等は学校教育への市民の

参加、学校教育と生涯学習の連携や融合が展開する可能性を秘めているように思えた。ヒアリング

をさせていただいた「子ども読書活動の推進」の取り組みの中で、「おはなし会」が保護者対象の子

育て支援の機能を果たしていた点は、貴重な視点を提供していた。子どもを対象とした取り組みの

中でも、保護者等大人への支援やアプローチが行えるということである。今後、学校教育と生涯学

習の連携のあり方についても、検証、検討を進めることがあってもよいと考える。 

６．中長期的な視点での評価 

 ＰＤＣＡサイクルをベースに内部評価が実施されているが、1 年という枠組みでは評価は難しい

のではないか、と思われる取り組みが多くあった。行政上の施策としては年度ごとの評価が必要で

あることは理解できるが、教育の評価には長期的な視座で見て行く目が不可欠である。あくまで参

考意見ではあるが、取り組みによっては無理に単年度で評価するのではなく、数年単位で評価する

という評価手法も検討されてよいと考える。 
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平成 27 年度の取り組み全体を見た際に、数年間にわたり継続的に積み重ねられている取り組みも

散見された。前年度との比較だけでなく、むしろ数年後の将来的目標を定めて取り組んだ方がよい

ものもあるのではないかと考えられる。その際、子どもたちの成長発達に沿ったサイクルで考える

ならば、小学校 6 年間、中学校 3 年間という枠組みを考慮し、中期的な施策は 3 年あるいは 6 年を

1 サイクルで取り組み、最終的な評価のタイミングをそれに合わせて行くことも考えられる。また、

今後、義務教育学校という位置付けで検討するならば、9 年で 1 サイクルとして評価することも必

要になってくると考える。 

以上 6 点が、施策全体を総合的な視座から見た際の意見である。
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総合的意見 

吉澤 雅隆

 まず改めて教育委員会の皆様、そして教育現場にいらっしゃる教職員の皆様による、実に多様で

重層的で、そして多くの苦労が伴っているであろう取り組みに敬意を表したい。今回の外部評価の

対象となった事業のみならず、取り組まれている事業のいずれもが、その目的とするものは重要で

ありかつ必要なものであることは言うまでもない。そしてそれぞれの事業において、教育委員会の

担当部署の方々、教職員の方々、ボランティアの方々を含めた連携して取り組まれている関係機関

の方々、もちろん保護者の方々等関係する多くの皆さんが大変熱心に取り組まれていることが、資

料を通じてもヒアリングを通じても十分に感じ取ることができた。 

 それだけに、昨年と同様、こうした取り組みをよりよくしていくという観点から、評価のあり方

についての更なる検討が必要であると感じざるを得ない。 

教育分野での取り組みを評価することは大変難しいことと思われる。「数字」にすることが困難な

ものも多く、また数字にできるとしても成果が形となるまでに時間を要する取り組みもある。 

 またその評価も教育委員会だけで完結できるものではない。直接・間接の「ステークホルダー」

は誰なのか、その「ステークホルダー」はどのように評価しているのか。そもそも「ステークホル

ダー」は何を求めているのか。客観的な数値で評価しにくい取り組みであればあるほど、評価には

こうしたアプローチは欠かせない。様々な取り組みにおいて、保護者を含め関係機関等との連携の

必要性が指摘され、実際に多くの取り組みにおいてそれが実行されている。こうした関係者の中で

現状や課題、取り組みの目的や達成すべき目標を共有するとともに、その取り組み状況や達成度合

いを評価すること、そのうえで必要があれば取り組み自体や、場合によっては目標も変更していく

こと、こうした仕組みを整えていくことが必要であろう。 

例えば今回の外部評価の対象となっている「子ども読書活動の推進」については、その基本とな

る法律において国や地方公共団体の責務、事業者の努力、保護者の役割を規定するとともに、関係

機関等との連携強化を求めている。さらには越谷市の計画においても、その基本的方針として「家

庭・地域・学校をはじめ、市内関連施設間で緊密に連携・協力し、総合的かつ計画的に施策を推進

することが重要」としている。この施策の展開とは、事業を実施することのみならず、その実施状

況について評価し、必要な見直しを行うことも含めると考えることが適切であろう。つまり関係者

間で連携し、ＰＤＣＡサイクルが機能するように進めていくべき、ということである。 

 外部評価があるから、これでＰＤＣＡサイクルが機能しているというものではない。そもそも個々

の施策において、こうした仕組みが機能しているかどうかを関係する者がチェックし見直す仕組み

があることが重要であり、それが機能しているかということが、本来、外部評価の対象となるべき

ではないだろうか。 

 このように考えると、今回も全体的に厳しい評価とせざるを得なかった。 

 さらに「埋蔵文化財保護の推進」と「健康・体力づくりの活動機会の充実」の 2 事業については、

現状の取り組みでは課題が多いと思われることから評価をＣとさせていただいた。具体的には個々
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の評価をご覧いただきたいが、ポイントは、前者が施策のそもそも目的を考えたとき、重要な側面

の一つに関する取り組み（広報や活用）が全くと言っていいほど不十分と言わざるを得ないこと、

後者は施策目的に対する効果について評価できるだけの材料が集められておらず、それはそもそも

施策の対象について十分な現状把握（どれだけの者が、どの程度の事業を必要としているか）がで

きていないと思われることからである。 

 繰り返しになるが、そもそもの各取り組みの重要性や必要性は言うまでもない。またそれぞれに

取り組まれている方々は大変熱心であることも伝わってくる。根本的な課題は、これらを関係者が

チェックして見直すという仕組みができていないこと、またこうしたチェック機能を含め、事業全

体に関して関係者の巻き込み方が不十分であると思われることである。 

 少子化等地方自治体を巡る環境が益々厳しくなる中、定住人口の確保等を考えると、教育面での

取り組みは益々重要になってくるものと考えられる。自治体自体が使えるリソースには様々な制限

がある中で、必要な取り組みをどのように行っていくのかと考えれば、「総ぐるみでの教育」という

視点から改めて見直す必要があるのではないかと思われる。
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４ 平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表 

評価表の見方 

【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

△

教育内部評価

1－1－(1)－②　　　

将来性

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○重点事業名（カッコ内に記載された金額は、当該事業にかかる経費の平成２７年度決算額）

的確性

　　充実度・
　　満足度

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所

★重点的な取り組み名

社会公共性 ※ それぞれの評価の視点における、自己評価の内容を記載

重点的な取り組み １

上記「教育施策の検証」の結果を踏まえたうえで、当該年度における重点的な取り組みとしての進捗状況、成果、課題

および今後の方向性等を検証し、４段階の自己評価を実施（＝教育内部評価）

【評価基準】 Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある

※ 平成２４年度から平成２７年度に点検評価を実施した取り組みについては、その点検評価結果

（自己評価）を踏まえてどのような対応（Action）を行ったか、取り組み内容とその成果につ
いて具体的に記載する。

「的確性」、「充実度・満足度」、「将来性」及び「社会公共性」の４つの評価の視点から、

３段階で自己評価を実施

【評価基準】

◎：すべてにおいて適切であり、内容を見直す必要もない

○：概ね適切であるが、内容を見直す余地はある

△：内容を一部見直す必要がある

※ 平成２７年度越谷市教育行政重点施策の重点的な取り組みおよび重点事業について、事業の目的・内容を
記載

※ 平成２７年度に実施した事業の概要を記載し、平成２７年度末における取り組みとしての進捗状況や課題、
今後の方向性について記載。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

越谷市教育振興基本計画における施策体系の番号
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※このページは、今年度教育外部評価の対象となった、６項目の重点的な取り組みのみ 

掲載 

　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

【文教大学教授　　会沢 信彦　氏】

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】

評価基準

重点施策に対する評価についても知見の活用を図ることで、評価の客観性・透明性を高め、より効率的な点検評価とするため、教育に関し

学識経験を有する者によるヒアリングを実施し、４段階の外部評価を実施（＝教育外部評価）

※ 教育に関し学識経験を有する者の意見等の内容を記載

※ 平成2８年度教育外部評価の対象となった取り組みについては、教育外部評価結果を
受けて今後どのような対応を行うかを記載（改善の方向性）

平成27年度 教育外部評価結果
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※このページは、平成２７年度以前に教育外部評価を受けた２６項目の重点的な取り組み

のみ掲載 

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏】 教育外部評価：Ａ

本市教育の特徴であり、学校教育の特徴の１に掲げられている本事業については、平成２３年度に中学校、平成
２５年度に小学校における校内系ネットワーク機器の４５校の入れ替えを終了し、学習環境が整備された。それに

伴い児童生徒のプレゼンテーション能力の育成についても５０インチの大型テレビを活用し、説明や発表など児童
生徒の表現活動の機会が増えるなど、本事業の目的達成に結びついている。

また、指導側となる「教員のＩＣＴ活用指導力」についても「わりにできる、ややできる」と答えた割合が平成
２２年度は６５.３％から、平成２５年度は８２.７％となっており、ＩＣＴ活用研修会、出前研修、ＩＣＴ活用事
例ハンドブックの活用等のサポートの成果であり、適切な取り組みを継続した成果である。

今後は、一方向・一斉型の授業に加え、個々の能力や特色に応じた学びや子どもたち同士の学び合い、学校内外
の様々な人々との協働学習など、児童生徒のさらなる学習意欲を引き出す活用についても期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏】 教育外部評価：Ｂ

昨今における教育の急速な進展にかんがみ、ＩＣＴを活用した教育をさらに充実していくことは、児童生徒の情

報活用能力を高めるうえで、重要な課題である。
越谷市においては、既に平成２３年度に策定された「第４次越谷市総合振興計画」およびこれに基づく「越谷市

教育振興基本計画」に重点施策として位置付け、教育委員会を中心に、ハード・ソフト両面から様々な取り組みを
行っている。ハード面では、小中学校の校内系ネットワーク機器の入れ替え、ソフト面では、教職員に対する研修、
ハンドブック・リーフレットの作成や情報モラル教育の推進、導入効果の測定等、様々な取り組みを積極的に行っ

ており、評価できる。
なお、今日のデジタル社会の中で、子どもたちの家庭等における極端な“パソコン・スマホ漬け生活”について、

視力減退等の健康管理面や情報モラル・マナーの面でのマイナス要素にも留意して、一定の節度を持って行うよう
指導することが必要である。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ａ

ＩＣＴの教育活用は、児童生徒に対して基礎・基本の理解を促進するにとどまらず、彼らの活用型・探究型学力

を向上させ、現代の生涯学習社会・知識基盤社会を生きる力を育むことにまで昇華していくことが求められる。
越谷市では、平成２５年度までに、市内の小学校３０校、中学校１５校のすべてにおいて校内系ネットワーク機

器の入れ替えと出前研修の実施、デジタル教科書・教材の活用、ＩＣＴ活用ハンドブック、情報モラル教育への対
応等の環境整備や取り組みが順調に進んでおり、また、教員のＩＣＴ活用指導力も、すべての項目で全国都道府県
と比較して４位～６位（７６.８～８７.９%）に位置付けられ、市のＩＣＴ活用サポートに関する教員の満足度も９

割以上と高い。今後は、ハード・ソフト両面にわたり拡充してきたこれらの取り組みが、分かりやすい授業や、児
童生徒の情報モラルの向上、情報収集・活用・発信の諸能力を含めた確かな学力の向上といった形で、ＩＣＴ活用
力が客観的・具体的な成果として可視化されていくことを期待したい。

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check - Action ) 【平成２６年度外部評価実施】

評価基準

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

※ 平成24年度から平成2７年度の教育外部評価を踏まえ、どのような
対応を行ったか、取り組み内容とその成果を記載（対応等の実績報告）

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある

過去の教育外部評価における、評価委員の意見を転載
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●　平成２７年度重点的な取り組み一覧表

※網掛けされた重点的な取り組みが教育外部評価の対象となった取り組み

施策の方向・施策 重点的な取り組み
教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

掲　載
ページ

施策の方向１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

時代に即した学校教育の推
進

重点的な取り組み　１ ＩＣＴを活用した教育の充実 Ｂ ― 20

重点的な取り組み　２ 中学校選択制の推進 Ｂ ― 22

重点的な取り組み　３ 情報モラル教育の推進 Ｂ ― 24

重点的な取り組み　４ 学校図書館の充実 Ｂ ― 26

指導内容の充実と指導方法
の工夫改善

重点的な取り組み　５ 指導内容・指導方法の改善 Ｂ ＡＡＢ 28

重点的な取り組み　６ 教科用図書関連事業の推進 Ａ ― 31

幼児期教育の推進 重点的な取り組み　７ 幼保小の連携 Ｂ ― 32

重点的な取り組み　８ 幼稚園教育の振興 Ｂ ― 33

特別支援教育の推進 重点的な取り組み　９ 特別支援教育に関する教職員研修の充実 Ｂ ― 35

環境教育の充実 重点的な取り組み１０ 環境教育における教材開発と活用の推進 Ｂ ― 36

重点的な取り組み１１ 地域の自然や施設の活用の推進 Ｂ ― 37

施策の方向２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

健康･安全教育の充実 重点的な取り組み１２ 安全教育・安全管理の充実 Ｂ ― 40

心の教育の充実 重点的な取り組み１３ きめ細やかな生徒指導体制の充実 Ｂ ― 42

教育相談の充実 重点的な取り組み１４ 教育相談体制の充実 Ｂ ＡＡＢ 44

重点的な取り組み１５ いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期対応 Ｂ ― 47

重点的な取り組み１６ 不登校児童生徒への教育的支援 Ｂ ― 48

学校給食の充実と食育の推
進

重点的な取り組み１７ 栄養管理の充実 Ｂ ― 50

重点的な取り組み１８ 食に関する指導の充実  Ｂ ― 52

学校教育における人権教育
の推進

重点的な取り組み１９ 教職員研修の充実 Ｂ ― 54

施策の方向３　信頼される、質の高い教育を進める

義務教育施設・環境の整
備・充実

重点的な取り組み２０ 学校環境の整備と維持管理の充実 Ｂ ― 56

重点的な取り組み２１ 多様な就学機会への支援 Ｂ ― 58

重点的な取り組み２２ 臨時教職員の配置 Ｂ ― 60

教育センター機能の充実・
活用

重点的な取り組み２３ 教職員の資質・指導力の向上 Ｂ ＡＡＢ 62

教職員の資質の向上 重点的な取り組み２４ 教職員研修の充実 Ｂ ― 65

施策の方向４　保護者・地域との協働を進める

地域に根ざした特色ある学
校づくり

重点的な取り組み２５ 学校応援団の推進 Ｂ ― 67

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める
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Ｂ ―

※網掛けされた重点的な取り組みが教育外部評価の対象となった取り組み

施策の方向・施策 重点的な取り組み
教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

掲　載
ページ

施策の方向１　生涯を通じた学習活動を推進する

学習活動の充実と学習成果
の活用

重点的な取り組み２６ ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実 Ｂ ― 69

重点的な取り組み２７ 循環型生涯学習の推進 Ｂ ― 71

社会教育における人権教育
の推進

重点的な取り組み２８ 人権教育推進事業の充実 Ａ ― 72

図書館の充実 重点的な取り組み２９ 図書館機能の充実 Ｂ ― 73

重点的な取り組み３０ 図書館システムの活用 Ｂ ― 75

重点的な取り組み３１ 子ども読書活動の推進 Ｂ ＡＡＢ 77

重点的な取り組み３２ 中央図書室の整備 Ｂ ― 80

科学技術体験センターの充
実

重点的な取り組み３３ 科学体験事業の充実 Ｂ ― 82

重点的な取り組み３４ 科学講演会や講座・教室の開催 Ｂ ― 84

施策の方向２　芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する

芸術文化活動の推進 重点的な取り組み３５ 発表機会の充実 Ｂ ― 87

重点的な取り組み３６ 越谷コミュニティセンターの適切な管理運営 Ｂ ― 88

特色ある地域文化の振興お
よび普及

重点的な取り組み３７ 伝統文化の振興 Ｂ ― 89

重点的な取り組み３８ 日本文化伝承の館こしがや能楽堂の適切な管理運営 Ｂ ― 91

文化財の保存・活用 重点的な取り組み３９ 埋蔵文化財保護の推進 Ｂ ＡＡＣ 92

※網掛けされた重点的な取り組みが教育外部評価の対象となった取り組み

施策の方向・施策 重点的な取り組み
教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

掲　載
ページ

施策の方向１　スポーツ・レクリエーション活動の充実を図る

活動機会の充実 重点的な取り組み４０ 各種教室等の充実 Ｂ ― 96

重点的な取り組み４１ スポーツ観戦機会の充実 Ｂ ― 98

施策の方向２　スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る

組織の充実 重点的な取り組み４２ スポーツボランティアの養成 Ｂ ― 100

指導者の養成・確保 重点的な取り組み４３ スポーツリーダーバンクの充実 Ｂ ― 101

施策の方向３　スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る

施設の整備・充実 重点的な取り組み４４ 体育施設の改善・充実 Ｂ ― 104

施策の方向４　健康ライフスタイルづくりを支援する

子どもの健康・体力づくり
の支援

重点的な取り組み４５ 遊びを通じた健康づくり Ｂ ― 106

高齢者の健康づくりの支援 重点的な取り組み４６ 健康・体力づくりの活動機会の充実 Ｂ ＡＡＣ 107

障がい者の健康づくりの支
援

重点的な取り組み４７ 活動機会の充実と交流の促進 Ｂ ― 109

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

ＩＣＴを活用した教育の充実 Ｂ －

中学校選択制の推進 Ｂ －

情報モラル教育の推進 Ｂ －

学校図書館の充実 Ｂ －

指導内容・指導方法の改善 Ｂ AAB

教科用図書関連事業の推進 Ａ －

幼保小の連携 Ｂ －

幼稚園教育の振興 Ｂ －

特別支援教育に関する教職員研修の充実 Ｂ －

環境教育における教材開発と活用の推進 Ｂ －

地域の自然や施設の活用の推進 Ｂ －

時代に即した学校教育の推進 １－１－（１）

指導内容の充実と指導方法の工夫改善 １－１－（２）

幼児期教育の推進 １－１－（３）

特別支援教育の推進 １－１－（４）

環境教育の充実 １－１－（５）

科学教育の充実 １－１－（６）

伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進 １－１－（７）

施策の方向1 自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

重点的な取り組み １

重点的な取り組み ２

重点的な取り組み ４

重点的な取り組み ５

重点的な取り組み ７

重点的な取り組み ９

重点的な取り組み １０

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

重点的な取り組み ３

重点的な取り組み ６

重点的な取り組み ８

重点的な取り組み １１
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・ＩＣＴを活用した授業づくりについては、①ＩＣＴ活用研修会（出前研修を含む）の実施、②各校に
おける校内研修での、指導主事によるＩＣＴ活用を視点とした指導、③ＩＣＴ活用事例ハンドブックの
作成（改訂）、④ＩＣＴ活用リーフレットの配付等を行っている。
・情報モラル教育の推進、充実については、①情報モラル教育研修会の実施、②情報モラル教育教材の
作成、③情報モラル教育啓発リーフレットの作成、④情報モラル教育出前授業を実施している。

・平成２５年度に小学校、平成２７年度には中学校の校内系ネットワーク機器の入れ替えを行った。平
成２６年度は、新型大型テレビおよびタブレット型パソコンを小中学校に計２１８台導入し、この更
改・導入に対応するＩＣＴ活用研修会を各校で実施した。ソフトウェアにおいても、小中学校教科書採
択に伴い、各教科に係るデジタル教材を更改し、ＩＣＴ活用の授業づくりを一層推進している。また、
文部科学省調査における「教職員のＩＣＴ活用指導力」の項目においても「わりにできる、ややでき
る」と回答した割合は右肩上がりに向上し、平成２７年度は全項目で８割を超える結果となった。
【ＩＣＴ活用に関する質問に対して「わりにできる、ややできる」と答えた割合】
　教材研究、指導の準備等にＩＣＴを活用する能力…平成２６年度８９.５％ 平成２７年度９１.８％
  授業中にＩＣＴを活用して指導する能力…平成２６年度８３.５％　平成２７年度８８.２％
　児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力　…平成２６年度７７.３％　平成２７年度８１.３％
・児童生徒のプレゼンテーション能力の育成については、機器の増設により、児童生徒による大型テレ
ビを活用した説明や発表を中心とする授業が一層多く見られるようになるなど、ＩＣＴ機器を活用した
分かりやすい授業づくりが進展している。
・課題として、①授業におけるＩＣＴ活用に苦手意識を持つ職員への支援、②情報化の進展に伴う新た
な課題に対応した情報モラル教育の推進、③児童生徒のＩＣＴ活用力の客観的な把握、が挙げられる。
・今後も引き続き、研修会や啓発リーフレット等の活用を通して教職員のＩＣＴ活用指導力向上を支援
するとともに、小中学校教職員で構成したＩＣＴ活用推進委員会等において児童生徒のＩＣＴ活用力の
把握方法等の検討を行い、時代に即したＩＣＴ活用力の向上を図る。

将来性

・ＩＣＴを活用した教育の充実は、確かな学力等の「生きる力」の育成に大いに結
びついている。
・小中学校において、ＩＣＴを活用した教育を充実させることは、情報化社会を生
きる児童生徒にとって極めて重要であり、情報化が一層推進すると予想される将来
においても、その成果が十分期待できる。

社会公共性

・校内系ネットワークの利用により、ＩＣＴを活用した分かりやすい授業づくりが
図られ、今日の教育課題である「学力の向上」につながっている。また、ＩＣＴ活
用研修会を実施することにより教職員の資質が向上し、保護者、市民に信頼される
学校づくりに貢献している。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　校内系ネットワークを活用した児童生徒のＩＣＴ活用力の向上（2億4,869万2,296円）
　・ＩＣＴ指導力向上を目的とした教職員研修の実施
　・児童生徒の学力の向上やプレゼンテーション能力の育成を目的とする、ＩＣＴ機器（タブレット
　　としても使用可能なパソコン等）を活用した授業の実施
　・自主研究団体等と連携した、教材や研修コンテンツの作成

・中学校コンピュータ室等のＩＣＴ機器の整備

的確性

・ＩＣＴを活用した教育の充実については、越谷市教育振興基本計画に位置付けら
れており、より分かりやすい授業づくりや児童生徒の情報活用能力、思考力、判断
力、表現力の育成を図るうえでも必要不可欠である。
・教育の情報化が急速に進展していく中、ＩＣＴを活用した教育の充実を推進する
ためには、教育委員会が中心となって機器等の整備や教職員研修等を実施していく
必要がある。

　　充実度・
　　満足度

・授業にＩＣＴを活用して指導する能力および校務にＩＣＴを活用する能力、いず
れも年々向上している。（進捗状況欄参照）
・ハード面の整備・充実に加え、ＩＣＴ活用出前研修等のソフト面のサポートにつ
いてのアンケート結果では、９割を超える教職員が満足している。

1－1－(1)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ ＩＣＴを活用した教育の充実重点的な取り組み １
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
本市教育の特徴であり、学校教育の特徴の１に掲げられている本事業については、平成２３年度に中学

校、平成２５年度に小学校における校内系ネットワーク機器の４５校の入れ替えを終了し、学習環境が整
備された。それに伴い児童生徒のプレゼンテーション能力の育成についても５０インチの大型テレビを活
用し、説明や発表など児童生徒の表現活動の機会が増えるなど、本事業の目的達成に結びついている。

また、指導側となる「教員のＩＣＴ活用指導力」についても「わりにできる、ややできる」と答えた割
合が平成２２年度は６５.３％から、平成２５年度は８２.７％となっており、ＩＣＴ活用研修会、出前研
修、ＩＣＴ活用事例ハンドブックの活用等のサポートの成果であり、適切な取り組みを継続した成果であ
る。

今後は、一方向・一斉型の授業に加え、個々の能力や特色に応じた学びや子どもたち同士の学び合い、
学校内外の様々な人々との協働学習など、児童生徒のさらなる学習意欲を引き出す活用についても期待し
たい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ
昨今における教育の急速な進展にかんがみ、ＩＣＴを活用した教育をさらに充実していくことは、児童

生徒の情報活用能力を高めるうえで、重要な課題である。
越谷市においては、既に平成２３年度に策定された「第４次越谷市総合振興計画」およびこれに基づく

「越谷市教育振興基本計画」に重点施策として位置付け、教育委員会を中心に、ハード・ソフト両面から
様々な取り組みを行っている。ハード面では、小中学校の校内系ネットワーク機器の入れ替え、ソフト面
では、教職員に対する研修、ハンドブック・リーフレットの作成や情報モラル教育の推進、導入効果の測
定等、様々な取り組みを積極的に行っており、評価できる。

なお、今日のデジタル社会の中で、子どもたちの家庭等における極端な“パソコン・スマホ漬け生活”
について、視力減退等の健康管理面や情報モラル・マナーの面でのマイナス要素にも留意して、一定の節
度を持って行うよう指導することが必要である。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ａ
ＩＣＴの教育活用は、児童生徒に対して基礎・基本の理解を促進するにとどまらず、彼らの活用型・探

究型学力を向上させ、現代の生涯学習社会・知識基盤社会を生きる力を育むことにまで昇華していくこと
が求められる。

越谷市では、平成２５年度までに、市内の小学校３０校、中学校１５校のすべてにおいて校内系ネット
ワーク機器の入れ替えと出前研修の実施、デジタル教科書・教材の活用、ＩＣＴ活用ハンドブック、情報
モラル教育への対応等の環境整備や取り組みが順調に進んでおり、また、教員のＩＣＴ活用指導力も、す
べての項目で全国都道府県と比較して４位～６位（７６.８～８７.９%）に位置付けられ、市のＩＣＴ活
用サポートに関する教員の満足度も９割以上と高い。今後は、ハード・ソフト両面にわたり拡充してきた
これらの取り組みが、分かりやすい授業や、児童生徒の情報モラルの向上、情報収集・活用・発信の諸能
力を含めた確かな学力の向上といった形で、ＩＣＴ活用力が客観的・具体的な成果として可視化されてい
くことを期待したい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある評価基準

・大型テレビやタブレット型パソコンなど新型ＩＣＴ機器の導入により、児童生徒がそれらを活用し、よ
り気軽にプレゼンテーション活動や協働学習に取り組める環境が整いつつある。また、教職員を対象とし
た新型ＩＣＴ活用研修会も各小中学校で実施し、ひいては、ＩＣＴを活用した分かりやすい授業が行われ
ることで、ＩＣＴが児童生徒の思考力・判断力・表現力の育成を担う体制づくりが一層充実してきている。
さらに、次期学習指導要領改訂を見据え、タブレット端末によるアクティブラーニングの研究を推進する
ため、平成２７年度はパイロット校の募集を行った。平成２８年度以降は、今後のＩＣＴ環境整備を見据
えた調査検証を行う。
・情報モラル教育については、情報化の進展に伴う新たな課題に対応するため、情報モラル専門の出前研
修会を各小中学校で実施した。また、保護者対象の講演会を実施するとともに、親子の話題づくりに適し
た独自の情報モラル教育啓発資料マンガの活用に努め、情報を正しく有効に活用できる子どもの育成を
図っている。
・ＩＣＴ活用力を客観的・具体的な成果として可視化させるため、文科省の「教育の情報化に関する手引
き」におけるＩＣＴ活用調査等を参考にしながら、その分析方法や手段を検討していく。また、ＩＣＴの
プラス面のみならず、スマートフォン等の利用が児童生徒の学力に与える影響などのマイナス面にも留意
し、より効果的なＩＣＴの活用について、多面的・総合的な視点から検討を行う。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

○

教育内部評価

1－1－(1)－④　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 学務課

★ 中学校選択制の推進

○　特色ある学校づくりと情報の発信
・特色ある学校づくりの推進

　・小学校における進路指導の実施
　・授業、部活動、学校行事を公開する「学校公開日」の実施
　・学校説明会の実施

的確性

・学校教育法施行規則第３２条および学校教育法施行令第８条に基づく施策である。
教育基本法第２条第１項第２号の規定に合致するものである。
・保護者や児童が自ら学びたい中学校を選択するために教育への関心を高めること
は、学校教育の一層の充実に寄与するものである。

　　充実度・
　　満足度

・過去に実施をしたアンケート調査からも中学校選択制を利用した生徒の満足度は高
く、より充実した中学校生活につながったと回答している。
・各中学校においても、地域の特性を生かした特色ある学校づくりに努力しており、
本市教育行政に対する信頼度の向上に寄与している。

将来性

・中学校選択制により自ら通う中学校を選んだ生徒のうち、約９割が中学校生活が充
実したと回答していることから、今後も継続する必要があると考える。
・中学校選択制をなくさないでほしいという市民の要望の電話を多々いただく状況も
ある。

社会公共性
・各中学校が、より一層特色ある学校づくりに努力することは、越谷市の教育振興に
寄与するものであり、各学校は、特色づくりの中で地域との連携を深めることにつな
がり、社会公共性においても意義があると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・平成２５年度から、中学校選択申請書の裏面を利用し、６年生保護者を対象とした中学校選択制アン
ケートを実施している。基本学区選択者、基本学区外選択者ともに、９割以上の人が中学校選択制を肯定
的にとらえている。
・平成２７年度の中学校選択制の制度利用希望者は、１０月中旬に行う第１回目の申請時点で３８２人、
抽選会時には２７１人であり、対象者の約１割であった。
・各学校の就学事務および中学校選択制の担当者を対象とした研修会を年間４回実施し、①保護者・児童
への制度の周知、②中学校の特色をより知ってもらうための取り組みの強化、③小学校における進路指導
の充実、について依頼している。
・今後も、中学校選択制の方向性について引き続き検討し、さらなる制度の充実を図っていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・通学区域制度の見直し、学校の施設設備と学校規模、小中一貫教育等を見据えた通学区域制度等検討会
を実施する中で、今後の中学校選択制の方向性についても引き続き検討を行う。

重点的な取り組み ２

- 22 -



　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業については、平成２５年度ですでに８年目を迎えているということ、本事業を利用して中学校を
選択した生徒の約９割が学校生活が充実したと回答していること、そして「この制度を無くさないでほし
い」という市民からの要望が強いことなどから、市民の間で一定の理解を得ていると考えて良いであろう。
この事業により、「特色ある学校づくり」が推進されていることも評価できる。

一方で、近年は学校選択制を廃止する自治体も出始めているのも事実である。したがって、本事業を推
進するに当たっては、想定される負の側面に対する対応についても十分に踏まえることを期待したい。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ｂ

「中学校選択制の実施による特色ある学校づくり」は本市教育の特徴の一つであり、「保護者や就学予
定者の要望に出来るだけ応えて、生徒一人ひとりが充実した中学校生活を送れるようにする」ことをねら
いとしている。文部科学省の分類では、「自由選択制」に該当する。保護者と学齢生徒のニーズに応えた
満足度の高い実績のある制度である。ただし、選択理由として、部活動、友人関係、通学距離が多く、学
校の特色ある教育活動を理由とする者は少ない。学習指導要領に基づき教育活動が行われている公立中学
校の間で差をつけることは難しいが、研究開発学校、教育課程特例校、県・市の研究校指定などにより、
学習面を中心とする特色づくりも可能である。また、将来的には小学校との連携を踏まえた学校選択制も
考えられる。実績を踏まえた今後の発展的な取り組みに期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

保護者や生徒が、自ら選びたい中学校を選択する「中学校選択制」（通学区域の自由化）は、自意識に
目覚めた成長期の子どもたちにとって、自分自身の個性をより伸長させるうえで極めて大切なことであり、
かつ、学校運営においても、特色ある学校づくりを進めることは、学校をより活性化するうえで効果的な
制度といえる。その点で、越谷市は、いち早く、この制度を取り入れ、生徒や保護者や一般市民の反応を
踏まえながら、着実に実施していることは、学校教育の一層の充実を図るうえでも高く評価できる。ちな
みに、「越谷の中学校」の冊子は大変よくできている。

ちなみに、昨今、いわゆる“中一ギャップ”による学校生活への不適応現象が見られる中で、自分の望
んだ学校で学校生活を送れることはその防止にもなるが、その一方で、小学校では、同じ学区域の近隣の
子どもたちとの身近な関係で学んでいた生活とは異なり、これまで一緒に学んできた仲間とは離れて、近
隣関係とは縁遠い生活を送らなければならないという不安もないわけではないので、その点、十分な配
慮・指導を行う必要がある。

また、保護者から、例えば、“荒れている中学校”には子どもを通わせたくないという気持ちから、他
の中学校に行かせたいというネガティブな選択をする場合もあるが、あくまで、生徒の個性を伸ばすとい
うポジティブな選択を重視すべきである。なお、越谷市の場合、現在、小学校での通学区域選択制は行っ
ていないが、賢明な選択といえる。

低年齢の子どもたちが、近所の友達と一緒に、自分の住んでいる近所の学校に通うことは、通学安全面
でも、気持ちの面でも安心でき、またＰＴＡなどを中心とした学校応援活動などを通してのコミュニティ
形成につながることにもなるので、今後とも、その通学区域の自由化は行うべきではないと考える。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・本制度については１１年目を迎え、広く市民に定着してきていると認識しているが、一部の学校におけ

る選択の偏りと小中学校区の不整合などの課題が見られる。通学区域制度等検討会において、小中一貫教

育等も含めて調査研究する中で、今後の中学校選択制の方向性について引き続き検討を行っていく。

・平成２５年度より小学校６年生の保護者を対象として、中学校選択制に関するアンケートを行っている。

アンケート結果を参考とし、今後の中学校選択制の制度運営の充実を図っていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】

- 23 -



【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

1－1－(1)－⑤　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

 ★ 情報モラル教育の推進

○　情報化の進展に伴う新たな課題に対応する情報モラル教育の充実
　・パソコンや携帯電話等の情報通信機器を正しく有効に活用する力の育成をねらいとした教職員
　　研修や授業の実施
　・家庭、地域を対象とした講演等啓発活動の実施

的確性

・情報モラル教育の推進については、越谷市教育振興基本計画に位置付けられてお
り、急激に発達する情報化社会の中で、様々な情報サービス利用によるネットトラブ
ルから児童生徒を守るうえで必要不可欠である。
・インターネット上の被害や加害など、様々な問題が顕在化している現在、児童生徒
が正しく情報や端末を扱えるよう、教職員や保護者に研修等を実施していく必要があ
る。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・平成１９年度に学校系・校内系ネットワークを配備して以来、越谷市の情報セキュリティポリシーおよび学校系ネット
ワーク対策基準に則った教職員対象セキュリティ対策研修会を行い、その際、情報モラル教育についても必ず取り
入れてきた。ＩＣＴ活用やホームページ作成など研修内容の多様化にあわせて、個人情報の取り扱い等、情報モラル
に係る事項を積極的に盛り込んでいる。平成２７年度は関連する研修や児童生徒への出前授業、保護者・地域への
講演を計２０回以上実施した。参加教職員の９割がアンケートで高評価をつけるなど、情報モラル教育の必要性に対
する高い意識が見られた。また、文部科学省調査における「情報モラルなどを指導する能力」の各設問においても、
本市教職員の水準は右肩上がりの向上を見せている。
【情報モラルなどを指導する能力４項目（責任ある態度・ルールやマナー・安全な活用・セキュリティに関する指導）に
対して「わりにできる、ややできる」と答えた割合の平均】平成２６年度…８８．６％　平成２７年度…９１．９％
　さらに、県の「携帯電話等に関する調査」においても、児童生徒のネットモラルに関する意識の向上が見られ、特
に、ネットトラブルに遭遇してもひとりで抱え込まない感覚が育っていることが分かる。
「アプリ等、インターネットによるいじめ等の被害を受けたとき、誰かに相談したか」（被害件数は年々下降している）
　平成２６年度…（小６）２５．０％　（中２）３５．０％　平成２７年度…（小６）８７．５％　（中２）４１．７％
「先生に相談した」平成２６年度…（小６）８．３％　（中２）０％　平成２７年度…（小６）６２．５％　（中２）３３．３％
「グループトークなどで仲間はずれにされた」
　平成２６年度…（小６）１７．８％　（中２）２５．０％　平成２７年度…（小６）１０．３％　（中２）８．０％
今後は、ネットによる問題行動の一層の減少をめざし、各家庭でつくった約束事を親子で協力して守っていくことが
できるよう、講演等により啓発を行う。
・情報モラルの浸透を図るために地域・保護者との連携を要することから、折にふれ、親としての心構えについて強
調した。また、引き続き家庭でも学べるよう、情報モラル教育啓発資料マンガ『ネット警備隊 ねっぱとくん』やネットモ
ラルソフトの活用、リーフレットの配付等を実施し、情報を正しく有効に活用できる子どもの育成を図っている。
・課題としては、①情報モラルの小中学校校内研修の一層の充実、②情報化の進展に伴う新たな課題に適宜対応し
た情報モラル教育の推進、③児童生徒のネットトラブルのさらなる減少と適切な対処法の習得が挙げられる。
・今後も、「記録性・公開性・信憑性・流出性・公共性」というインターネットの特性に基づく情報モラル教育を柱に、小
中学校教職員で構成したＩＣＴ活用推進委員会、研修会、啓発リーフレット等の活用を通して、教職員の情報モラル
指導力向上を支援し、児童生徒が情報通信手段を目的に応じて正しく活用する力の育成を図る。

　　充実度・
　　満足度

・教職員・児童生徒・保護者を対象とした情報モラルに関わる研修や講演の実施依頼
が増加している。また、参加者の９割近い教職員が、研修に満足している。
・文部科学省調査によると、本市教職員の情報モラルなどを指導する能力は、年々向
上している。

将来性

・変化の激しい情報化社会において、情報モラル教育の推進は、施策「時代に即した
学校教育の推進」に大いに結びつき、情報の正しい扱い方や判断を自ら考え行動でき
るようにすることは、生きる力の育成そのものである。
・情報モラル教育の推進は、情報化社会を生きる児童生徒にとって極めて重要であ
り、将来においても、その成果が十分期待できる。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・①教職員対象の情報モラル教育研修会、②保護者対象の情報モラル講演会、③児童生徒対象の情報モラル出前
授業、④情報モラル教育教材の作成、⑤情報モラル教育啓発リーフレットの作成を実施している。

社会公共性

・全教職員に配付しているＩＣＴ活用事例ハンドブックや家庭でも利用できるネット
モラルソフトの活用により、身近な情報モラル教育の実践、「正しく使う」術の習得
およびモラルの醸成が図られている。また、研修会や講演の開催、リーフレット配付
等により、教職員の資質向上と家庭における意識改革を図り、保護者・市民に信頼さ
れる学校づくりに貢献している。

重点的な取り組み ４重点的な取り組み ３
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
文部科学省が「教育の情報化ビジョン」において示した教育におけるＩＣＴ活用の充実は、最も緊要性

のある課題の一つである。越谷市教育委員会では、ＩＣＴ活用の充実を進めるうえで、具体的な授業づく
りと並行して情報モラル・セキュリティに係る教職員研修を３０回以上実施している。また、保護者対象
の講演会も実施し、親としての心構えや子どもへの関わり方を学んでもらうなど、保護者を意識した取り
組みは高く評価できる。特に、オリジナルの情報モラル啓発資料マンガ『ネット警備隊 ねっぱとくん』
の作成・市のホームページへの掲載、リーフレットの配付などは、画期的な情報モラル教材として全国か
らも注目されている。

ただ、教育ＩＣＴの世界では、機能が一つ加われば、それだけまた生徒指導が増えるといわれるほどで
あり、常に最新技術・機能の情報収集にあたる必要があることに留意されたい。

なお、平成２６年度に市内各学校に配付されるタブレット端末がWindowsに決定されたが、次期学習指
導要領で重視されるアクティブ・ラーニングや特別支援教育の分野では、アップル社のiPadの方が学習効
果を期待できる部分も多い。情報モラルを含むＩＣＴを活用した主体的・協働的な学びを充実するために
も、要請があった学校には、グループ学習用に１０台１組のiPadを貸与するシステムの構築を検討願いた
い。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
学校系・校内系ネットワークを配置して以来、教職員を対象として、課題の多様化に即した情報セキュ

リティ教育および情報モラル教育に関する研修会を継続していることが成果につながっている。近年、Ｌ
ＩＮＥなどＳＮＳによるネットトラブルが、子どもたちの生活に大きな影響を与えているが、これらの取
り組みにより、いじめ・不登校などの問題がさらに広がることを防止できると考える。また、情報モラル
教育のさらなる成果を得るには、家庭・地域との連携・協力が不可欠である。そのツールとしての啓発資
料『ネット警備隊 ねっぱとくん』の作成、啓発は高く評価できる取り組みである。インターネットの特
性「記録性（ずっと残る）、公開性（だれでも見ることができる）、信憑性（正しくないこともある）、
流出性（外に出たり、中に入ったりする）、公共性（みんなのもの）」を柱に、児童生徒の実態に即した
情報モラル教育のさらなる推進を期待したい。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ｂ
情報通信分野は技術の進展が早く、また、その社会への浸透も早い一方、トラブルや犯罪の発生など

様々なリスクが存在する。こうした現状認識のもと、これまでにもセキュリティ対策・リテラシーの向上
とあわせ、今回の評価対象である情報モラル教育と、必要な対策に取り組んできている。この点は十分に
評価できる。

一方、こうした事業の結果として、児童生徒の情報モラルは現実に向上しているのかという状況確認は
極めて重要だと思われるが、携帯電話時代にはアンケートが行われていたとのことだが、現状ではこうし
た状況確認のための取り組みが大幅に遅れている感が否めない。ようやく各学校に対し、アンケート等そ
れぞれのやり方での取り組みを促していくことにしたということであるが、早急な対応が求められる。特
に、家庭や地域との緊密な連携は不可欠である。現状では講演会の開催や保護者向けのリーフレットの配
付が行われているが、様々な機会をとらえ、家庭や地域との双方向のコミュニケーションを図ることが必
要であろう。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・ＩＴ関連の技術やアプリケーションの開発が一層進む中、生徒指導に関する問題も、より多様化するこ
とが予想される。そのため、常に敏感に新たな技術や機能に関する情報を収集し、起こりうるであろう問
題の把握に努めるとともに、各学校に対し教育活動に有効なアプリケーションについて情報提供を行う。
また、トラブルの未然防止を目標に、紙媒体やメール、ホームページ、教職員研修会、保護者や地域の講
演会等、あらゆる手段・機会を利用して注意喚起を行う。
・情報モラル教育の様々な取り組みについて、状況や成果を把握するため、積極的に情報収集を行う。各
学校において実施している教職員や児童生徒対象のアンケート結果の収集、教育相談機関および各校の生
徒指導主任・ネットワーク運用責任者等との情報連携などにより、成果を多面的に検証する。また、個人
面談や保護者会、学校応援団（地域の学校協力支援組織）会議等において情報や意見を吸い上げるなど、
家庭・地域との積極的な情報連携を図るよう各学校に働きかける。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価
・平成２７年度は非常勤一般職員として１４名雇用。各学校週１回（大規模校は週２回）ずつ勤務し、
市内全小中学校に配置した。
・平成２７年度学校司書に関する調査結果（市内全小中学校対象）から、「成果があった」と回答され
た割合が多かった業務は次のとおりである。【①蔵書登録（９７.８％）、②図書の配架、移動、廃棄等
（１００％）、③児童生徒情報の登録、更新、削除（９３.３％）、④ラベル、バーコード、貸出カード
等の作成、貼付等（９３.３％）、⑤書籍の補修（９３.３％）、⑥パソコンデータの集計
（９７.８％）、⑦図書カウンターの整理（９３.３％）、⑧図書の貸出業務（９５.６％）】
・図書の貸出冊数は過去５年間で最多の４７万冊を超えた。
・平成２７年度は学校司書を２名増員したこともあり、図書の管理や読書推進活動の業務においては、
アンケートの１８項目中１１項目で、９０％以上の学校が「成果があった」と回答した。
・今後は、学校司書の増員と各校の実態に応じた効果的な配置を進めるとともに、授業において学校司
書のさらなる支援を得ることにより、学校図書館利用のより一層の活性化を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度も引き続き、中長期的な視点で学校司書の資質向上を図る研修のあり方について検討
し、次のことに取り組んだ。交流会等での情報交換では、市内全小中学校における学校図書館のよさと
課題の情報を共有することができた。
　①学校図書館運営ボランティア交流会（年１回）
　②学校図書館運営ボランティア養成研修会（年１回）
　③製本研修会（年３回）
　④学校司書情報交換会（年５回）
  ⑤学校図書館活用推進研修会（年１回）

将来性
・読書活動は人生をより豊かにするものである。学校図書館の充実は、これからの
知識基盤社会を生きる児童生徒が必要な資質を着実に身に付けるための事業である
と考える。

社会公共性
・学校図書館を活性化するためには、学校、家庭、地域が密接に連携・協力し、総
合的かつ計画的に進めていくことが大切である。また、人々が協働するための場と
しての学校図書館づくりを推進することは、社会公共性において意義がある。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　学校司書の増員と効果的な活用（3,489万1,556円）
・学校司書の増員と効果的な配置

　・学校司書の資質向上や司書教諭・学校図書館運営ボランティアとの連携強化を目的とした研修会
　　の実施
　・市立図書館との連携

的確性
・学校図書館を活性化していくという当該事業の趣旨は、子どもの読書活動の推進
に関する法律および越谷市子ども読書活動推進計画に合致している。また、学校図
書館運営ボランティアの活動の推進も学校図書館活性化に寄与している。

　　充実度・
　　満足度

・学校図書館運営ボランティアは市内で９２０人を数え、学校司書は１４人配置し
た。結果として学校図書館での貸出冊数が過去５年で最多を記録しており、児童生
徒による学校図書館の利用が活性化し、読書活動が充実したと考えられる。

1－1－(1)－⑥　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 学校図書館の充実重点的な取り組み ４

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

司書資格を持つ学校図書館支援員１２名を採用し、市内小中学校を巡回させるというユニークな取り組
みである。各学校の司書教諭、８４７名を数える学校図書館運営ボランティアとも連携しつつ学校図書館
運営の充実を図っている。その結果、学校図書館での貸出冊数が過去５年で最多を記録していることから
も、本事業が大きな成果を上げていることが推測される。また、学校図書館支援員の安定的確保のため、
今年度から雇用形態を変更したことも評価できる。

今後は、学校図書館支援員の専門性がより発揮されるような条件整備が行われることが望まれる。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ

「越谷市子ども読書活動推進計画」に基づき、学校図書館の充実を図っている。全国学校図書館協議会
の学校図書館整備施策に関するアンケートで回答のあった県内他市町と比較しても、図書購入費、学校司
書の配置など概ね良好である。各学校への学校司書専任配置は理想的ではあるが、貸出冊数増加からみる
と、各学校の司書教諭を中心に、学校図書館支援員が学校図書館運営ボランティアと連携して条件整備の
観点から充実が図られていることが推察される。今後は児童生徒へのアンケートなどを行い、読書活動の
内容の充実の観点から小学校・中学校連携のもとに学校図書館支援員の能力をさらに開発し活用すること
が考えられる。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

各校の学校図書館が児童生徒に十分活用されるよう、学校図書館支援員（市の非常勤一般職）による各
校への巡回指導、司書教諭や学校図書館運営ボランティアとの連携を図るとともに、学校図書館運営ボラ
ンティアへの研修、市内全小中学校でのコンピュータによる学校図書館管理運営システムの導入等々、
様々なきめ細かい手だてがなされており、高く評価できる。

今後は、子どもを含めた生涯学習の視点から、学校図書館と市立図書館本館や各図書室とのより一層の
連携、つまり、情報管理をはじめとする緊密なネットワークの充実を図ってほしい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・各学校司書は、小中学校３校または４校に勤務しているため、研修会等で各学校図書館の様子について
情報連携が可能である。そこで、研修会に加えて情報交換会を実施することとし、市内全小中学校学校図
書館のよさと課題について情報を共有することで、学校司書が同じ問題意識を持って業務にあたれるよう
にしている。
・現在、各学校図書館では、日本十進分類法による配架・分類作業が進められている。この作業において
学校司書の専門性が大いに発揮されている。また、非常勤一般職員としていることで、学校への勤務日数
が増え、さらなる学校図書館充実に向け、学校司書の活躍が期待される。
・平成２５年度に学校司書（当時は学校図書館支援員）の雇用形態を変更するとともに、平成２７年度は
さらに２名の増員を行ったことから、学校司書配置の効果について、児童生徒へのアンケートをもとに検
証を行った。学校図書館を１週間に利用する回数については、小学校では「毎日利用する」が前年度比
４.５ポイント増、「０回」が４.２ポイント減、中学校では「毎日利用する」が前年度比１.９ポイント
減であったものの「０回」は２４.３ポイント減、という概ね良好な結果であった。「本や資料を探すの
に学校司書からアドバイスをもらった」は、小学校では８.８ポイント、中学校では１１.８ポイント増加
し、「学校司書がいると学校図書館が利用しやすくなる」との回答も、小学校では２.６ポイント、中学
校では１６.３ポイント増加するなど、確実に効果が見られた。
・市立図書館との連携については、現在、読み聞かせなどの研修会講師の依頼、市立図書館による学校へ
の団体貸出などにおいて連携を図っている。今後もさらに有効な連携のあり方について、調査研究を進め
ていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

1－1－(2)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 指導内容・指導方法の改善

○　小中一貫教育を中心とする研究委嘱等の推進（636万2,233円）
・新たな枠組みによる小中一貫教育に関する研究委嘱の実施

　・市の教育課題の解決をめざす研究委嘱および研究指定の実施
　・各校の特色を生かした課題研究の実施
　・小中一貫教育推進研究委員会の開催

的確性

・変化の激しい社会にあって、児童生徒一人ひとりが「夢」の実現に向けて、自己を
磨き続けるための基礎となる「生きる力」（確かな学力、豊かな心、健やかな体）を
バランスよく身に付けることは大変重要である（教育基本法第２条）。その「生きる
力」を育むために、教職員の資質の向上を図る必要がある（教育基本法第９条）。

　　充実度・
　　満足度

・各学校の実態を踏まえた研究主題、手立て、組織等が整備され、具体的な教育実践
を進めながら教職員の資質向上を図る。結果として児童生徒の授業の充実と「生きる
力」の育成に結びつく。

将来性

・義務教育は、次代を担う児童生徒が生涯学び続けることのできる素地を育む重要な
役割を担っている。人づくりは社会づくりにもつながる。
・各学校が持つ良質な教育資産を確実に若い世代に継承し、時代に即して発展させる
必要がある。研究委嘱、訪問指導はそのよい機会となる。

社会公共性
・教職員の指導力の向上は、児童生徒の「生きる力」を育むだけでなく、学校（教職
員）に対する家庭・地域からの信頼にもつながり、学校を核とした地域社会づくりや
地域の教育力の向上にも寄与する。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・教職員の指導内容・指導方法に係る資質向上を図るため、学校や教職員個々人の課題に応じた研修を実
施している。研修内容に応じた専門分野の指導主事を派遣し、教職員の理解が深まるよう支援している。
　＜平成２７年度派遣回数　１,８９７回/年＞
①授業力向上をめざした要請訪問（各学校が研究課題や小中一貫教育の課題に取り組み、授業内容と指導
　方法の工夫改善を図るうえで、教育委員会の助言を必要とする場合に行う指導）
  ＜平成２７年度訪問校数　４５校/４５校　平成２７年度研究授業者数　小学校７４名・中学校７０名
　　平成２７年度公開授業者数　小学校５９０名・中学校３２４名＞
②生徒指導力向上のための校内研修支援（本市の教育課題の１つである「自己肯定感の高揚」の指導力向
　上をめざし、要請のある学校に対して行う指導）
　＜平成２７年度訪問回数・校数　４０７回/４５校  平成２７年度出前研修 ２４回/２９校･１団体＞
③２～３年次教員を対象とした計画訪問（初任者研修を修了した若手教員が在籍する学校への指導）
　＜平成２７年度訪問回数　２年次教員６０回/３年次教員５４回/臨時的任用教員１４３回＞
④初任者教員を対象とした訪問（概ね５月上旬までに行う、メンタルヘルス等に関する指導）
　＜平成２７年度対象教職員数　小学校３１名/中学校２３名＞
・平成２７年度から中学校区を基準に全小中学校４５校を１５のブロックに分け、それぞれのブロックに
対し、５年間にわたる小中一貫教育に関する研究委嘱を行った。平成２７年１１月に、小中一貫教育「学
力向上」研究委嘱２ブロック（中央中ブロック４校、東中ブロック３校）並びに「体力向上」研究委嘱２
校（大間野小、北陽中）が研究発表会を開催し、合計約９００名の参加があった。＜授業者数３８名＞
・また、小中学校８校が自主的に発表を行った（内訳：道徳２校・算数１校・体育１校・道徳体育１校・
健康教育１校・生活総合１校・生徒指導１校）。＜授業者数６７名＞
・今後は、小中一貫教育をさらに推進するための授業改善をめざし、より積極的に学校訪問を行い、各学
校の研究を支援していく。
①各学校の小中一貫教育推進研究委員会に対しさらなる支援を行い、各学校ブロックと教育委員会の緊密
　な連携を図る。
②校内研修、教科部会等に指導主事が積極的に参加し、単元配列表や系統図を活用した授業改善を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度に小中一貫教育の推進に主眼を置いた研究委嘱体制を整備した。市教委の研究課題による
研究委嘱および研究指定により、中学校ブロックごとに委員会を組織し、教師の指導力向上を図る研究を
推進している。
・平成２７年度からの５年計画で開始した小中一貫教育の研究委嘱については、平成２５年度から平成
２６年度に委嘱した「算数・数学」、「外国語活動・英語」の研究校における小中一貫教育の研究成果を
モデルとして、平成２７年度は２つのブロックが研究発表を実施した。これらの研究では、学校指標の設
定、交流活動の実施、アクティブ・ラーニングによる教科指導の充実など、意欲的な試みが行われた。

重点的な取り組み ５

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
　義務教育９年間を見通した計画的・継続的な学力・学習意欲の向上や、いわゆる「中１ギャップ」への
対応といった観点から、小中一貫教育の推進が進められているところである。そのような中、本市におい
ても、全校を対象に小中一貫教育の研究指定を行うなど、精力的にその推進に向けて取り組んでいる。
　一方、学校教育の質を向上させるためには、各学校における教職員一体となった課題解決に向けての取
り組みと、それを支える教育委員会の支援が欠かせない。本市においては、指導主事の派遣回数が年間
１，８９７回に渡るなど、実にきめ細やかかつ充実した指導助言が行われている。特に、教員の大量採用
が続く現在、初任および若手教員へのサポートは、きわめて意義のある取り組みであり、高く評価した
い。何より、１人年間１００回にも及ぶ学校訪問を行っている指導主事各位には心からの敬意を表した
い。
　子どもたちの人格形成に最前線で取り組む学校および教員を支援する、本取り組みの一層の発展に期待
する。

【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
平成２７年度からの５年計画で開始した小中一貫教育の研究委嘱は、始まったばかりである。その成果

については、５年後に総合的評価によって検証することが妥当である。初年度の取り組みとしては、過去
の研究成果（平成２５年度から２６年度にかけて実施した「算数・数学」「外国語・英語」の研究委嘱）
をモデルとして開始された点で、継続性のある取り組みであることが評価される。また、１５のブロック
に分け、「学力向上」「体力向上」等の特色ある研究委嘱によって、３８名の授業者、約９００名の参加
により研究発表会が行われ、成果の確認ができたことは大きな成果である。
　さらに、小中学校８校が自主的に発表を行い、６７名の授業者によって多様なテーマについて成果の共
有化が進められたことは特筆に値する。ただし、小中一貫教育の推進に関しては、児童生徒の「学力の向
上」「中一ギャップの解消」とともに、「自己高揚感の育成」が目標として設定されているにもかかわら
ず、「異年齢活動の充実」等がどのように展開されたのかについては、やや進捗状況や成果が見えにく
かった。今後、この点を含めた３つの目標に沿って、成果や課題の整理が実施されていくことが期待され
る。

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
　学習意欲の低下や、いわゆる「中１ギャップ」などの教育を巡る課題への対応策の一つとして、中央教
育審議会答申（平成１７年１０月）において「義務教育を中心とする学校種間の連携・接続を改善する仕
組について、十分検討する必要がある」旨の提言がなされている。埼玉県教育委員会でも、埼玉県教育振
興基本計画「生きる力と絆の埼玉教育プラン」に基づき小学校と中学校の連携を推進するとともに、小中
一貫教育についての研究に取り組んできている。
　こうした中、越谷市において小中一貫教育を中心とする研究委嘱等を推進することは、正に「やるべき
ことをやっている」と評価できる。その内容としても市内の全小中学校を１５のブロックに分け、それぞ
れにめざす児童生徒像、重点目標を設定、共有したうえで、その実現を図るというきめ細かい取り組みを
進めている。実施されている研修も実に多様であり、重層的である。こうした点は高く評価できる。
　一方、現状において実施している事業が十分であるのかというと、必ずしもそうもいえない。本事業の
直接的な目的は指導内容・指導方法の改善であり、さらにその先の最終的な目標は、前述の「学習意欲の
低下」等児童生徒を巡る諸課題への対応であろう。では、こうした観点から現状の取り組みがどれだけの
成果を挙げていると言えるかとすると、残念ながら今回の資料や説明では、それを評価する指標が提示さ
れていない。
　どのような研修を何回やったということや、それぞれに何人が参加したかということは、数値としては
得やすいものである。ただしこれらで成果が評価できるかというと疑問である。ヒアリングに先立ってこ
の質問をさせていただいたところ、「学力向上」「中1ギャップの解消」および「自己肯定感の高揚」の
３項目について、５年後の達成度を測る「指標」を設定しているとの回答を得た。これらの指標は本取り
組みの前提となる課題の解消度合いを評価するうえでとても大切なことであろう。一方で、それらの指標
が本事業の結果としてもたらされたものかと考えると、同目的で様々な取り組みが行われている中、純粋
に本取り組みの成果であるとすることも困難である。
　例えば今回のように研修の受講者の満足度を測るということも必要だと思う。さらにその先として、研
修の結果、十分な指導ができるようになったかという点について派遣元の校長や教頭等が評価するという
ことも考えられるのではないか。さらには保護者からの評価を受けるということも考えられる。昨年度の
評価時にも指摘させていただいたが、やはり「何が達成できたか」という視点で、望ましい評価の方法そ
れ自体を不断に追い求めていくことが必要なのではないだろうか。
　もちろんこれらを実施しようとすれば、それなりの労力もコストも時間も要するであろう。ただでさえ
昨今の教育現場では業務が増え、先生方の負担も相当に大変な状況になっているとうかがっている。こう
した状況でいたずらに負荷を増やすような方法は慎むべきであるとは思う。一人ひとりの負担が過剰にな
らないよう、全体のマネジメントの問題として、教育委員会や自治体として考えていただきたい。
　以上を踏まえ、本取り組みの評価はＢとさせていただいた。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） A

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） B

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

平成28年度 教育外部評価結果
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　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）
・平成２７年度よりスタートした市内全小中学校一斉の研究指定による小中一貫教育の取り組みについ
て、その推進体制、方向性について概ねよい評価を得ることができた。その中でも、研究発表会の実施に
より、その成果を共有することにより全市的な取り組みの質の向上を図っていることに前向きな評価をい
ただいている。今後も、研究の質の向上と成果の共有化という両面からの取り組みを充実させていく。
・一方、取り組みの評価に関する指標や評価方法について指摘をいただいた。まず指標についてである
が、本事業における５年後の達成度を図る指標について適切性を高めていきたい。本取り組みとその他の
様々な取り組みがある中で、純粋に本取り組みの成果として評価できる指標はどのようなものであるか、
今後も研究が必要である。また、研修の成果を管理職、保護者からの評価を取り入れるという評価方法に
ついてであるが、今後推進していくこととなるコミュニティ・スクールの指定とあわせて、学校評価、保
護者へのアンケートなど具体的な評価方法について検討を進めていきたい。

研究発表会 

ＩＣＴを活用した授業

学校公開日の様子 
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

◎

教育内部評価

1－1－(2)－④　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 教科用図書関連事業の推進

○　教科書採択事務の円滑な実施
　・中学校用教科書の採択
　（単独採択地区として、適正かつ公正な教科書採択に向けた組織等の運営と円滑な採択事務の実施）

的確性

・教科用図書の採択にあたっては、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する
法律をはじめとする関係法令により、その方法・手続きが定められ、採択権者である
教育委員会等の判断と責任により、十分な調査研究に基づき、適正かつ公正に行われ
るものと定められている。

　　充実度・
　　満足度

・義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律等に基づき、越谷市立小中学
校使用教科用図書の採択に関する要綱、越谷市立小中学校用教科用図書採択事務要領
および越谷市立小中学校使用教科用図書採択事務に係る情報公開要領を定め、これら
に基づいて、採択に向けた組織等の運営および採択事務が適正かつ公正に行われるこ
とにより、質の高い教育環境を提供することができる。

将来性

・学校教育法において、義務教育における教科書の使用が定められている。今後も、
関係法令並びに本市の要綱、事務要領、情報公開要領等に基づき、本市の児童生徒の
実態に合わせ、教科用図書の採択事務を計画的に実施していくことにより、確かな学
力、豊かな心、健やかな体等の「生きる力」の育成につなげていく。

社会公共性
・学校教育を推進するうえで、本市の児童生徒の実態に合った教科書採択を適正かつ
公正に行うことは、児童生徒の学力や教職員の指導力の向上につながるとともに、学
校を核とした地域社会づくりや地域の教育力の向上にも寄与し、重要度が高い。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） A
・本市は平成２４年度から教科用図書の単独採択市となり、平成２６年度に平成２７年度使用小学校教科
用図書、平成２７年度に平成２８年度使用中学校教科用図書の採択事務を実施した。
・平成２７年度は、日曜日を除いた６月１９日から７月４日の１４日間にわたり、教科書展示会を本市教
育センターで開催した。来場者は５００名以上を数え、教科用図書と教科用図書採択制度について広く紹
介する、よい機会となった。
・採択にあたっては、関係例規に基づき、選定委員会や調査部会の採択組織を整備した。平成２７年度
は、市内中学校長、教頭および教職員計５２名に選定委員や調査員を委嘱し、各種教科用図書について十
分かつ綿密な調査研究等を行い、選定資料を作成した。
・採択に係る教育委員会会議を、７月２３日と８月６日の２日間にわたり開催した。教育総務課と連携
し、傍聴人の増加を想定した広い会議室の確保を行うなど、静ひつな環境を維持しながら適正かつ公正に
採択が実施できるような配慮を行った。
・採択に係る教育委員会会議の終了後、越谷市立小中学校使用教科用図書採択事務に係る情報公開要領に
基づいて、遅滞なく採択結果等の関係情報を情報公開センター等に公開することができた。
・今後は、保護者、有識者を加えて公正性、透明性を確保した教科用図書選定委員会による綿密な調査研
究を行い、教科用図書の採択事務を適正かつ公正に進める。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度は、今後の教科用図書の採択事務に備え、１種目のみの教科書を採択する場合の事務手順
や、選定委員会に保護者代表１名を加えることについて、検討を行った。
・平成２８年度は、平成２９年４月１日を施行日とする越谷市立小中学校使用教科用図書選定委員会設置
条例の制定、越谷市立小中学校使用教科用図書の採択に関する要綱の改定を実施する。

重点的な取り組み ６
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

○

◎

◎

教育内部評価
・幼保小連携推進研修会（平成２７年８月３日実施)
　参加者‥‥合計６３人
　　内訳  　市内幼稚園教諭等　　１５人　　　市内保育園保育士等　　３人
  　　　　　市内保育所保育士等　１５人　　　市内小学校教諭等　　３０人
・研修会第１部では、幼保小の連携をテーマとして、幼児教育の専門家による講演会を実施し、幼児・児
童の発達段階に沿った適切な幼保小連携のあり方について理解を深めた。第２部では、グループ別協議を
実施し、幼稚園、保育園、保育所、小学校のそれぞれの取り組みや課題について、幼児・児童の実態に基
づきながら情報交換を行った。
・参加者からは、「研修会で学んだ内容を、秋から冬にかけて小学校区域ごとに開催している幼保小連絡
会の活動に生かしたい」、「もっと協議ができるとよい」といった意欲的な感想が多数あった。
・今後も、教職員・幼稚園教諭・保育士を対象とした研修会を実施し、情報交換による共通理解を深め
る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・幼保小連携推進研修会では、参加者が情報交換することによって共通理解を深め、幼児期教育から小学
校教育への円滑な学びの接続ができるよう、埼玉県教育委員会から示された、「小学校入学までに身に付
けてほしい子育ての目安『３つのめばえ』」や「接続期プログラム」を活用した。
・夏季休業中に研修を実施することにより、教職員や幼稚園教諭の参加が容易となった。
・それぞれの立場で教育・保育に取り組む担当者同士が情報交換する重要性を参加者が感じており、研修
会において、グループ協議の時間を可能な限り多くとることができるように計画・実施した。

将来性
・幼児および低学年の児童における教育の推進に関して、関係者による情報交換、研
究協議を行うことにより、幼保小の一貫した教育の推進を通して教育の充実・発展を
図ることができる。

社会公共性

・幼保小連携推進研修会を通して、幼保小の職員研修、幼児、児童の指導に係る情報
交換や共通理解を図ることができ、幼保小の連携を推進することができる。
・幼保小の連携に関する研修内容を実践に応用することは、各園や小学校に通う子ど
もたちの保護者の安心感につながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　小１プロブレムの解消をめざす教職員・幼稚園教諭・保育士の資質向上
　・幼児期教育から小学校教育への円滑な学びの接続を目的とする、教職員・幼稚園教諭・保育士を
　　対象とした研修の実施

的確性

・幼児期教育は生涯にわたる人間形成の基礎を培ううえで極めて重要であり、本事業
の趣旨は、教育基本法第１１条とも合致している。また、小１プロブレム等の課題を
改善するうえでも不可欠であることから、教育委員会がリーダーシップを発揮して実
施するものである。

　　充実度・
　　満足度

・幼保小連携への相互理解を深めることは、小学校、保育園・保育所および幼稚園に
とって有意義な活動であることが、幼保小連携推進研修会を通して明らかになってい
る。
・講演を通して、幼児、児童の心や体の成長について系統的に学ぶことができ、幼児
期の保育や教育の役割を再認識できる。小学校側からも保育所側からも実践に結びつ
く分かりやすい内容で、本市の幼保小連携の進展に結びついている。

1－1－(3)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ 幼保小の連携重点的な取り組み ７
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

○

教育内部評価

1－1－(3)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育総務課

★ 幼稚園教育の振興

○　幼児期教育への支援（6億4,209万5,800円）
　・保護者の経済的負担を軽減するための補助金を国の補助基準に合わせて交付するほか、国で対象外と
　　なる保護者についても市独自で補助金を交付
　・幼稚園・認定こども園の施設整備など、教育環境の向上に係る補助金の交付
　・幼稚園・認定こども園の教職員が参加する研修会・研究会の経費に係る補助金の交付
○　私立幼稚園協会との連携
　・災害時等における私立幼稚園協会および各幼稚園・認定こども園との情報の共有
　・幼稚園・認定こども園への入園を検討する保護者への様々な情報の提供

的確性

・幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備等により、幼稚園教育の振興に努め
るという当該事業の趣旨は、教育基本法第１１条の規定に合致している。また、同法
第８条の規定からも、その手段として補助金を交付することが適切である。
・保護者の経済的負担の軽減を図ることは、幼児期教育の機会均等にもつながる。

　　充実度・
　　満足度

・幼稚園就園奨励費補助事業では、国庫補助対象外となる園児世帯にも市独自の補助
を行っており、対象者の満足度は高いと考える。
・幼稚園振興事業では、幼児の安全確保や幼稚園の教育環境の整備、研修等に要する
経費の補助を行うことにより、教育環境の安全性と質の向上に寄与している。

将来性

・幼児期の教育は、小学校以降の生活や学習の基盤になるとともに、生涯にわたる人
格形成の基礎を培う重要な役割を担っている。したがって、就園機会の拡充や教育環
境の向上を図ることにより、小学校教育へのつながりのみならず、人材育成の観点か
らも将来において成果が見込まれる。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２５年度より、市内各幼稚園および認定こども園から振興補助金に係る実績報告書を受領するにあ
たり、購入品等の設置、使用状況または改修工事等の施工状況の写真添付を求めることとした。これによ
り、補助金の活用状況および具体的な成果の把握に努めている。
・平成２５年度より、大気中の微小粒子状物質（通称ＰＭ2.5）が高濃度となった場合に、市内各幼稚園
への連絡等を速やかに行っており、今後も幼児の安全対策の推進を図っていく。

社会公共性

・私立幼稚園は公共施設ではないものの、災害時には地域住民の一時的な避難場所と
しての役割も期待されることから、幼児の安全確保に資する設備、備品等に要する経
費を補助の対象に含み、幼稚園施設の環境整備に寄与する当該事業は、社会公共性に
おいても意義があると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・幼稚園就園奨励費補助事業においては、国庫補助の対象外となる園児世帯にも市独自の補助を行うこと
で、申請要件を満たしたすべての保護者に対して補助金を交付し、経済的負担の軽減を図った。また、本
市に避難している東日本大震災の被災者についても補助金を交付した。
・幼稚園振興事業においては、教材・遊具、防犯カメラ等の購入費用の補助を行うことにより、教育環境
の整備や安全確保を支援した。
・市内私立幼稚園について、本市で実施した空間放射線量の測定結果を市ホームページに掲載し、市民の
不安の解消に努めるとともに、私立幼稚園協会および各幼稚園との連携を強めることができた。
・幼稚園就園奨励費補助事業の課題としては、母子家庭の増加や不況による経済事情の悪化など複雑な家
庭環境の家庭が増加していること、また、平成２８年度の制度改正により、ひとり親世帯等に対する軽減
措置が拡充されていることから、補助金審査の過程で実態把握に漏れや誤りがないよう、調査方法や手順
を検討・整理する必要がある。
・今後については、厳しい社会状況の中、幼児の健やかな成長と小学校以降の教育へのつながりに資する
ため、教育環境の整備と幼児期における教育の機会均等の確保に向けて、補助金の適正な交付に努めると
ともに、私立幼稚園協会および各幼稚園と引き続き連携を図っていく。

重点的な取り組み ８
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

幼児教育は子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を培う教育の原点ともいうべきものであり、幼稚園お
よび園児・保護者への支援は教育行政の大きな役割であると考えられる。したがって、市内の幼稚園設置
者が保育料等を減免する措置に対して補助金を交付するとともに、市内幼稚園の施設整備費等の一部を補
助するほか、私立幼稚園協会を対象に市内幼稚園教職員の研修費用等の一部を補助するという本事業は極
めて有意義であるといえる。

特に、就園奨励費補助事業において国庫補助対象外となる園児世帯にも市独自の補助を行っていること
は、機会均等の理念に鑑みても極めて重要な施策であると高く評価できる。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ

「私立幼稚園就園奨励費」として国庫補助対象外の世帯に本市独自に補助を行い、東日本大震災被災者
に補助金を交付し、「私立幼稚園教職員研究事業費」および「私立幼稚園振興補助金」によって教職員研
修、幼稚園施設・備品等の整備を行っている。本市独自の補助の実状を県内他市町と比較し示すことで、
本市の幼稚園教育の振興の取り組みについて市民の理解がさらに深まると考えられる。今後は、幼稚園教
諭の初任者や十年経験者研修の補助、各幼稚園の学校評価と振興補助金を関連付け、幼稚園と小学校の連
携を強化することなどで「将来性」と「社会公共性」もさらに高まると考えられる。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

幼児教育は、人間形成の基礎を培うという点で極めて重要な分野である。
越谷市においては、公立幼稚園を設置せず、専ら、私立幼稚園に頼るといった形をとっているが、市と

してはそれをカバーするため、財政支援面を中心にしながら支援し、より緊密な連携を図っており、この
点については一応評価できる。

教育行政としての「幼稚園」と福祉行政としての「保育園」とは、たしかに、目的・内容からして異な
る部分もあるが、就学前の子どもを預かるという点では共通しており、縦割り行政という誤解を解くうえ
でも両者の連携・協働は不可欠である。

現在、国レベルで検討している幼保一元化をめざした「認定こども園」導入の動きとも関連して、市と
しても、今後、どう対応していくべきかを早急に検討する必要がある。

一案として、モデル的に、新たに公立の「認定こども園」を、いわゆる“小一プロブレム”解消のため
の幼小一貫教育の狙いも加味して、特定の小学校内に併設することも検討の価値がまったくないわけでは
ないと思う。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・幼稚園教職員研究事業費補助金については、将来性を見据え、時代や幼児のニーズに合わせた適切な研
修内容が設定されているかどうかの把握に努めることで、幼児期における教育の充実を支援している。ま
た、幼稚園振興補助金については、各園の補助金使途が教育環境整備や安全管理において、より有効に活
用されるよう把握に努めることで、教育環境の充実を支援している。
・幼保小の連携という観点においては、子ども･子育て支援法の改正に伴い、平成２７年度から新制度に移
行したことから、より質の高い幼児期の保育・教育施策を部局横断的に行う必要がある。今後も子育て支
援課や子ども育成課と連携し、さらに実態にあった教育環境の整備と支援制度の実施を進めていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

◎

教育内部評価

1－1－(4)－⑤　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★特別支援教育に関する教職員研修の充実

○  若手教職員の指導力の向上　（135万円）
・若手教職員を対象とした、専門家等による特別支援教育の講義や研究授業の実施

的確性

・児童生徒の障がいの重複化や多様化に伴い、一人ひとりの教育的なニーズに応じた
適切な教育の実施を確かなものとするための本事業は、学校教育法第８１条に合致す
るものであり、中央教育審議会が「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」にお
いて報告している「特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等」の内容
にも合致する。

　　充実度・
　　満足度

・若手教職員を対象とした研修会の立ち上げや、発達支援訪問指導の全校実施等、研
修の機会の拡充は進展が図られている。今後はその内容の充実等、質の面での拡充が
必要と考える。

将来性

・障害者の権利条約の批准がわが国でも行われ、インクルーシブ教育システムの構築
のため、ますます、特別支援教育の推進の重要性が求められている。本市において
も、特別支援教育の充実を図るべく、児童生徒の抱える障がいの特性に応じた指導を
行うため、通常学級、特別支援学級等の担当者の育成、資質向上が求められる。

社会公共性
・学校教育で特別支援教育を推進し、児童生徒の自立や社会参加を支援することは、
社会全体で発達等に障がいのある者の自立支援を支えていくことにもつながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・平成２７年度に実施した研修会は以下のとおりである。
　①指導力向上研修会（４～９年次教職員対象）　　　　　２回開催
　②特別支援教育コーディネーター連絡協議会　　　　　　２回開催
　③発達支援訪問指導（市内全小中学校対象）　　　　　　４５校で実施
　④特別支援学級等担当者研修会　　　　　　　　　　　　１回開催
　⑤院内学級担当者４者会議　　　　　　　　　　　　　　５回開催
　⑥難聴・言語障害通級指導教室担当者連絡協議会　　　　５回開催
　⑦発達障害・情緒障害通級指導教室担当者連絡協議会　　９回開催
　⑧特別支援教育実践研修会　　　　　　　　　　　　　　２回開催
・平成２７年度は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２８年４月１日施行）の趣旨
等を周知徹底するため、それぞれの研修会において取り組みを行った。障害者の権利条約をはじめとする
国内の障がい者福祉に関する法令を根拠とした合理的配慮の提供等について、学校現場へも周知徹底する
ことができた。このような研修を行うことで、教職員の指導力向上はもとより障がいのある方の自立支援
にもつながり、特別支援教育のより一層の推進が図られる。
・今後も、効果的な研修内容および実施回数の検討を行い、特別支援教育に関する教職員研修を充実す
る。平成２９年度については、国立特別支援教育総合研究所との連携により、管理職、特別支援学級等担
当者、特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修を拡充し、専門性の向上を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・③発達支援訪問指導については、重点的な取り組み「特別支援教育訪問指導の推進」に対する平成２７
年度教育外部評価において、専門家の派遣回数を増やすことが望ましいとのご意見をいただいたところで
あり、今後、予算確保とあわせ事業の拡充を検討する。

重点的な取り組み ９
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

1－1－(5)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 環境教育における教材開発と活用の推進

○　環境教育資料の充実
　・環境教育資料「しらこばと」（中学生版）のデジタル化
　・小学校低学年向けデジタル教材の作成
　・ホームページ「越谷の環境教育」の整備

的確性

・環境教育における教材の開発と活用を推進することは、より魅力的な教材により、
一人ひとりが環境への意識・関心を高め、環境問題を自らの問題として認識し、持続
可能な社会の実現に向けた取り組みを自発的に行うことにつながり、教育施策として
重要である。

　　充実度・
　　満足度

・環境教育に係る授業を一層充実させるため、環境教育資料「しらこばと」の一部を
デジタル教材化した。また、ホームページ「越谷の環境教育」に「越谷生物多様性子
ども調査（ＫＩＫＹＯ）」と環境教育資料「しらこばと」を掲載した。これらのデジ
タル化が進むことにより、児童生徒のみならず多くの市民が、いつでもどこでも学べ
る環境を得ることができる。

将来性

・環境教育に関する教材をデジタル化し広く発信することは、小中学校における授業
の充実につながるとともに、児童生徒が環境問題について理解を深め、将来にわたっ
て安心して生活できる持続可能な社会の実現に向け、主体的・実践的に取り組んでい
くことに結びつく。また、ＩＣＴを活用した授業の推進にも寄与する。

社会公共性
・ホームページ「越谷の環境教育」において、本市全体の環境教育の取り組みおよび
各小中学校の取り組みを掲載している。これにより、学校のみならず家庭・地域への
環境教育の啓発を図るとともに、地域と連携した特色ある学校づくりを推進する。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・環境教育資料「しらこばと」の加筆修正を行い、小学校中学年用社会科副読本との合本を作成した。今
後も、毎年度加筆修正を継続し、新しい情報を掲載していく。
・平成２７年度も引き続き、環境教育資料「しらこばと」のデジタルコンテンツ化を実施した。小学校低
学年用は生活科、中学校用は総合的な学習の時間における活用が可能な部分をそれぞれデジタル化し、
ＩＣＴを活用した授業の推進を図った。
・今後は、児童生徒や教職員のニーズに応じてコンテンツのデジタル化を推進し、デジタル教材やホーム
ページ「越谷の環境教育」の利用率の向上を図る。教職員対象の環境教育研修会等でデジタルコンテンツ
を積極的に紹介するとともに、活用事例集を作成し、配付することを検討している。
・ホームページ「越谷の環境教育」において、平成２６年度から、市内小中学校全４５校の「特色ある取
組」を掲載している。平成２７年度は、ホームページの閲覧性をさらに高めるため、掲載形式等を統一し
た。
・ホームページ「越谷の環境教育」では、「越谷生物多様性子ども調査」について、各小学校の調査結果
を掲載している。また、調査を継続実施している学校については、経年変化も掲載している。平成２７年
度は、市内小学校全３０校の調査結果を掲載した。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度から「越谷生物多様性子ども調査」を市内小学校全３０校において実施した。これらの調
査結果や越谷市としての調査結果をホームページに掲載し、学校・家庭・地域などで、記録や結果を閲覧
できるように整備した。今後も同様の取り組みを継続して行っていく。

重点的な取り組み １０
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・生物多様性子ども調査については、年２回専門家による授業支援を行っているが、児童生徒がより主体
性をもって取り組むことができるよう、平成２６年度から教職員を対象とする研修会を年３回実施してい
る。また、環境政策課との連携を一層密にすることで、市民ボランティアである「こしがや環境サポー
ター」からも授業支援の協力を得ることができ、地域全体で環境について考える取り組みとなっている。

・生物多様性子ども調査については、平成２７年度の実施校は平成２６年度の２４校から６校増え、市内
小学校全３０校での実施が実現した。平成２８年度は、教職員対象の説明会等において「こしがや環境サ
ポーター」との打合せ時間を増やすなど、調査の一層の充実を図っていく。
・学校ビオトープ整備事業は平成２３年度から始まり、平成２７年度までに、毎年３校ずつ計１５校の整
備と整備後の学習支援を行ってきた（平成２７年度は新方小、増林小、城ノ上小）。平成２８年度以降
は、３校ずつ既存ビオトープの維持管理を行っていく（平成２８年度は弥栄小、東越谷小、南越谷小の３
校の予定）。また、平成２６年度に仕様書の見直しを図り、以後、外来種の除去や、越谷固有の植物のみ
を取り扱うことを明記している。
・各小中学校における環境教育の取り組みや、市内環境施設の活用状況について調査し、環境教育研修会
で報告している。各学校の取り組みについては、保護者や一般の市民も見ることができるよう、ホーム
ページ「越谷の環境教育」に掲載している。
・平成２８年度から環境政策課が主催する「こしがや子どもトンボサミット」に、毎年度、市内の小学校
１０校程度が参加し、学校ビオトープの様子の調査報告やグループ協議等を行う。３年間ですべての小学
校が参加・発表することを予定しており、参加・発表する学校が増すごとに環境への関心を高める児童も
増え、環境に対する意識の醸成を図ることができる。平成２８年度については、１０月２８日にイオンレ
イクタウンにおいて開催した。

将来性

・小学校段階における環境教育の充実は、将来、環境問題の担い手となる子どもたち
にとって大きな動機付けとなる。したがって、持続可能な開発のための教育ＥＳＤ
（地球温暖化防止や循環型社会の形成等の課題）および生物多様性（生物の絶滅・減
少や自然環境の変質等の課題）に関する学習は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う
重要な役割を担っている。

社会公共性

・環境教育がめざすものは、学んだ知識を活用して、学校、家庭、地域における実際
の生活の中で、自分の力で実現可能な行動目標を立て、実践していくことにある。ま
た、子どもたちのこうした実践をもとに、身近な大人たちの環境問題に対する意識を
高め、ともに実践していこうとする姿へ変容させていくことができると考えられる。
その意味で本事業は、社会公共性についても意義があると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　環境問題を意識した体験学習の実施（741万5,211円）
・小学校全３０校における越谷生物多様性子ども調査の実施

　・学校ビオトープの環境整備

的確性

・環境問題を自らの問題として認識し、持続可能な社会と生物多様性社会の実現に取
り組む人材を育成することを目的としている当該事業の趣旨は、教育基本法第２条、
学校教育法第２１条の規定に合致している。また、環境教育は世界的な規模で重視さ
れていることから、教育施策としてのニーズも高く、かつ重要である。

　　充実度・
　　満足度

・学校ビオトープの環境整備や生物多様性に関する学習への専門的な支援は、環境問
題に関する児童生徒の意識向上を図ることができるとともに、環境教育に対する興
味・関心を高めることができる。また、身近な環境施設での体験活動や、児童生徒が
自分たちでできるエコ活動に取り組むことで、大きな充実感を得ることができる。

1－1－(5)－③　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 地域の自然や施設の活用の推進重点的な取り組み １１

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ
学習指導要領にも「環境の保全に貢献し未来を拓く主体性のある日本人を育成する」とあるように、環

境教育は学校教育における重要な課題である。本市における「越谷生物多様性子ども調査」は、専門家と
ともに作成した学習支援プログラムに基づき、トンボという子どもに身近な生物をテーマとした学習を通
して、地域の環境について考えるきっかけを提供するというユニークな取り組みである。

平成２７年度には市内全小学校（３０校）において実施する予定であるとのことであり、事業の発展が
期待されるところである。その際、各学校において指導の充実が図られるとともに、学校間で学びが共有
され、本調査を通して学校間の連携が深まることも期待したい。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ
環境教育の充実として、地域の自然や施設の活用の推進として、越谷生物多様性子ども調査、学校ビオ

トープの環境整備、体験活動等を行っている。「各学校における身近な環境保全活動の推進」の内容との
整合性をさらに検討する必要があると思われるが、市全体として環境教育資料の開発にも取り組んでおり、
特にトンボ調査は本市における環境教育カリキュラム開発や地域振興のキーワードなることが考えられ、
さらなる発展を期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ
今日、自然環境の保全をはじめとする環境問題を解決するためには、環境の大切さを学び、環境を保全

する行動を促すための環境教育は重要な役割を担うものと期待されており、首都近郊にありながら、比較
的、豊かな水と緑の自然環境に恵まれた越谷市において、学校教育において重要な領域とされ、様々な取
り組みが行われており、その点についてはそれなりに評価できる。

今後とも、児童生徒の環境問題に対する一層の意識化を図るため、市の環境担当部局や県の関係機関と
の十分な連携を図りながら、市内を縦横に流れる河川・用水等のうるおいのある水辺、郊外に点在する
広々とした公園や農地、それに鳥や昆虫など多くの生きものが生息する場所といった自然環境を活用する
とともに、学校ビオトープの環境整備、リユース、リサイクルプラザ、アリタキ植物園等、環境教育に役
立つ施設を活用した体験活動や各校ごとの計画に基づくエコライフ活動をより充実・強化していく必要が
ある。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・環境教育研修会やホームページ「越谷の環境教育」等を通して、越谷生物多様性子ども調査の結果や各
小中学校の環境教育に係る特色ある取り組みを共有できるようにし、環境に対する意識の高揚を図ってい
る。
・市や県の環境担当部局との連携を図り、児童生徒の環境問題に対する意識のさらなる向上を図っている。
具体的には、越谷市環境政策課所管の「こしがや環境サポーター」による授業支援を学校周辺の自然と関
連させて定期的に行ったり、埼玉県環境部温暖化対策課主催のエコライフＤＡＹの取り組み（チェック
シートを利用した省エネ・省資源などのエコライフ体験）を市内各小中学校に周知するなど、環境学習や
実体験を通して、児童生徒が環境保全の意識を高め、自分たちにできることを考えて行動できるよう、工
夫している。
・環境教育研修会において、環境政策課主催の出前授業やアリタキ植物園等の環境教育関連施設について
各学校の環境教育担当者に情報提供を行い、活用推進を図っている。
・学校ビオトープの環境整備については、平成２８年度以降の５年間で、小学校１５校の整備を行う予定
である。

・平成２８年度から開催する環境政策課主催の「こしがや子どもトンボサミット」に、毎年度、市内の小

学校１０校程度が参加し、学校ビオトープの様子の調査報告やグループ協議等を行う。３年間で全小学校

の参加・発表を予定しており、参加・発表する学校が増すごとに環境への関心を高める児童も増え、環境

意識の醸成を図ることができる。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

安全教育・安全管理の充実 Ｂ －

きめ細やかな生徒指導体制の充実 Ｂ －

教育相談体制の充実 Ｂ ＡＡＢ

いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期対応 Ｂ －

不登校児童生徒への教育的支援 Ｂ －

栄養管理の充実 Ｂ －

食に関する指導の充実 Ｂ －

教職員研修の充実 Ｂ －

健康・安全教育の充実 １－２－（１）

心の教育の充実 １－２－（２）

教育相談の充実 １－２－（３）

学校給食の充実と食育の推進 １－２－（４）

学校教育における人権教育の推進 １－２－（５）

施策の方向２ 自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

重点的な取り組み １７

重点的な取り組み １３

重点的な取り組み １４

重点的な取り組み １８

重点的な取り組み １９

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

重点的な取り組み １２

重点的な取り組み １６

重点的な取り組み １５
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

○

◎

◎

教育内部評価

将来性
・安全教育の推進を図ることは、児童生徒の安全への意識を高め、安全な生活を送る
基礎を培うことになり、将来にわたり「安全・安心なまちづくり」の推進に寄与する
ものである。

社会公共性
・本事業を通して安全教育を推進していくことは、学校・家庭・地域が連携、協働し
た「安全・安心のまちづくり」の推進に寄与しており、社会公共性においても意義が
あると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・各学校では毎年、「震災時学校対応マニュアル」や「竜巻マニュアル」などの学校安全マニュアルにつ
いて点検し、災害発生後の動きや役割分担等の確認に努めている。また、地震や火災、竜巻などを想定
し、予告型・抜き打ち型など様々に工夫した避難訓練も実施している。平成２７年度は市内すべての小中
学校で、竜巻発生を想定した訓練や緊急地震速報の音源を活用した訓練（ショート訓練を含む）を実施し
た。
・平成２７年度の小中連携による引き渡し訓練は、１０中学校区（中央中、東中、南中、北中、富士中、
光陽中、平方中、武蔵野中、大相模中、千間台中）２６校の小中学校で実施された。また、(幼)小中連携
による引き渡し訓練は、１中学校区（大袋中・大袋小・大袋東小）において開催され、幼稚園は２園（大
袋幼稚園、ぶどうぞの幼稚園）が参加した。
・教職員や学校応援団コーディネーター等を対象として、平成２７年６月に「学校と地域が連携した防災
体制の充実に係る研修会」、７月に「スクールガード・リーダー学校安全研修会」を開催し、学校・家
庭・地域が連携した防災意識や、児童の安全確保についての見識の向上を図った。
・学校・家庭・地域が連携した防災訓練については、市内小学校５校で開催された。桜井南小学校では、
１１月の学校公開日に合わせて避難所開設訓練が開催され、市議会議員、危機管理課職員、指導課職員、
学校評議員、自治会員、ＰＴＡ役員、学校職員が参加した。また、蒲生南小学校では、夏季休業中の８月
に教職員対象の避難所運営研修会を開催し、仮設トイレの組み立て訓練等を実施した。
・市内の児童生徒の防災に関する知識を深めるとともに、「自助」「共助」の意識を一層高めるため、平
成２９年度の「（仮称）学校防災の日」に市内小中学校一斉引き渡し訓練を行うことを平成２７年度に決
定した。今後は、訓練の実施に向けた検討や準備を進めていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・小中学校における防災意識の高揚を図るため、引き続き、学校と地域が連携した防災体制の充実を図る
取り組みに関する講演会や小中学校長会等における管理職を対象とする講演会を実施していく。
・小中一貫教育の視点からも、平成２９年度から「（仮称）学校防災の日」に小中学校が連携して行う訓
練に向け、検討や準備を進める。
・学校と地域が連携した防災訓練については、危機管理課をはじめとする関係各課と連携し、実施に係る
支援を行っていく。また、市内小学校の先進的な実践例を、校長会や教頭会で紹介し広めていく。

○　防災教育の充実
・小中学校と地域の連携による防災訓練の企画・実施に向けた支援

　・竜巻や水害を含む多様な自然災害を想定した防災学習の実施に向けた支援

的確性
・安全な社会の実現は、すべての人々が生きるうえで最も基本的かつ不可欠である。
安全教育を推進し、児童生徒の安全への意識を高める本事業は、安全な社会の実現に
直接結びつくものである。

　　充実度・
　　満足度

・交通安全教育推進のつどいにおける実践発表や交通事故防止啓発ビデオの視聴、ス
クールガード・リーダー研修会における協議や情報交換、学校応援団による登下校の
見守り活動などを通じて、学校・家庭・地域が一体となって子どもを見守る体制の充
実が図られている。

1－2－(1)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 安全教育・安全管理の充実重点的な取り組み １２
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
本事業では、生涯にわたり、非日常的、想定外の事象や社会生活上の様々な困難に直面しても生き抜い

ていくために「安全教育・安全管理の充実」は大きな役割を果たしている。本市においては、昨年９月の
竜巻による被災を踏まえ、「学校における竜巻対応マニュアル」作成を指示し全小中学校の作成がなされ
た。これらの迅速な対応は、越谷市内の関係部署はもとより県、全国への防災意識への充実に寄与された
ものと高く評価できる。
未曾有の地震・津波、竜巻、大雨などの自然災害や事件・事故の危険から、児童生徒の安全・安心を確

保するためには、時宜（じぎ）を得た防災教育の充実を推進するとともに、地域、危機管理課と連携した
「避難所開設訓練」についても関係部著に啓発し、地域の応急避難場所としての役割を果たすなど今後の
取り組みに期待される。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ
阪神大震災、東日本大震災に引き続き、広島局地豪雨災害や越谷市における昨年の竜巻発生など、自然

災害の続発に対して、児童生徒を含めた市民の安全教育・安全管理の充実は極めて重要かつ喫緊の課題で
ある。
越谷市においては、ハード面で既に全校の耐震化工事等の対応を行っているが、それとあわせたソフト

面での取り組みも重要であり、小中学生に対する防災意識の高揚を図るための指導や避難訓練、教職員に
対する各種研修会・講演会等を行うとともに、これらの取り組みを地域と連携して行っており、評価でき
る。
なお、これとあわせて、例えば、通学時における交通安全や不審者等による誘拐・暴行等の犯罪に対す

る自己防衛意識の喚起など、災害以外の日常生活での安全管理に関する教育についても、さらに徹底する
ことが望まれる。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ｂ
越谷市では、生活安全・交通安全・防災安全の安全教育・安全管理に関する諸側面に対し、かねてより

避難訓練・引き取り訓練の徹底、講演会や学校安全研修会等、安全管理・防災意識の啓発・向上の取り組
みが推進されていたが、平成２５年９月２日の竜巻による被災によって、より具体的・実効的な対応が必
要となってきている。
安全教育の要は、児童生徒自身が自らの判断により的確な安全行動がとれるようにすること、学校・家

庭・地域が一体となって子どもを見守る体制を充実することである。そこで、「学校における竜巻対応マ
ニュアル」の作成や、ＦＭこしがや等の様々な媒体を駆使した学校－地域の情報チャンネルの複線化も図
られており、ソフト面についての充実が進められている。
今後は、自然災害発生時に学校が地域の避難所としての役割を担うケースも増えてくるため、「安全・

安心のまちづくり」に向けて、例えば、竜巻発生時に逃げ込める施設の増強や新設（学校や道路沿いに地
下シェルターを設置する等）といったハード面についても、一層の充実をめざしてもらえればと考える。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・小中連携による避難訓練や引き渡し訓練の実施校が増えるよう、校長会、教頭会および学校安全研修会
等において啓発を行った。平成２７年度は、市内で小中連携による避難訓練・引き渡し訓練を実施する学
校区は９ブロックから１０ブロック、学校数は２４校から２６校へと増加した。
・平成２７年度に、竜巻発生を想定した避難訓練と緊急地震速報の音源を活用した避難訓練が、全小中学
校で実施された。今後は、児童生徒が自らの命を自ら守る安全行動がとれるよう、予告型、抜き打ち型、
ショート型など様々なタイプや災害の種類、実施時間帯等について工夫した訓練の実施に向け、校長会等
で啓発を行う。
・学校と地域が連携した防災訓練においては、危機管理課をはじめとする関係各課と連携し、実施に係る
支援を行っていく。桜井南小学校（避難所開設訓練）や蒲生南小学校（避難所運営研修会）など地域と連
携した防災訓練を実施する学校は、徐々にではあるが増えてきており、今後は、校長会や教頭会で、その
実践例を紹介し広めていく。
・各学校において単独で実施している小中連携による避難訓練・引き渡し訓練を、より一層実践的かつ現
実的な訓練とするため、平成２９年度「（仮称）学校防災の日」に市内一斉で行う避難訓練・引き渡し訓
練に向け、準備を進める。
・平成２７年度は、児童生徒の登下校時における更なる安全確保を図るため、毎年実施しているスクール
ガード・リーダー学校安全研修会に、救命救急法（ＡＥＤの使用）の講義を取り入れた。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

◎

◎

◎

教育内部評価
・平成２５年度から業務委託によるネットパトロールを実施。平成２７年度の年間検索件数は、前年度比
３２,５７３件増の５９,１３３件。うち、「要確認」書込みは前年度比３５４件増の５６２件、より問題
性の高い「要削除」書込みは前年度比１件減の０件と報告された。大きな問題となる書込みはなく、要確
認事案についても、各学校が主体となって必要な措置や指導を行い、解決に至っている。
・平成２７年度当初、情報モラルの向上とネットパトロールについて周知するリーフレットを作成し、市
内中学生約９,０００人とその保護者に配付した。
・学び総合指導員については、６校から配置要請があり、延べ７学級に配置した。配置日数計７４日。
担任による円滑な学級運営を効果的に支援できた。
・生徒指導研究推進委員（市内小中学校教職員から委嘱）により、本市の生徒指導基準となる「越谷市生
徒指導の手引き 第６集 『自己肯定感の高揚』を意図した積極的な生徒指導の推進」を作成し、平成２８
年度当初、全教職員約１,４００人に配付した。
・教職員の資質向上と協力体制の確立を図るため、学校警察連絡協議会総会および全体研修会を開催し、
市内小・中・高等・特別支援学校の校長および生徒指導主任等約１３０人が参加した。
・生徒指導主任連絡協議会を開催し（中学校６回、小学校３回）、情報連携と資質向上を図った。
・いじめ防止関連例規の整備に伴い、平成２７年度は、越谷市いじめ問題対策連絡協議会および越谷市い
じめ防止対策委員会を２回ずつ実施し、いじめ防止に向けた全市的な体制整備を推進した。
・市内各小中学校からの要請により、２９校に「生徒指導出前研修会」を実施した。（全部で２４回）
・今後は、これらの取り組みの継続・拡充に加え、いじめの認知を重視して越谷市いじめ防止基本方針の
改定を実施し、諸事業（教職員用「いじめ対応マニュアル」の改訂など）を実施する。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・各校の生徒指導の対応を一層迅速かつ的確に行えるよう、生徒指導担当者３名による学校訪問の平均回
数を年間１５０回と設定し、延べ４５１回実施した。平成２８年度は、訪問回数を平均１５５回に設定し
ている。
・生徒指導出前研修会については、平成２５年度は１３校、平成２６年度、平成２７年度は２９校を対象
に実施し、児童生徒の問題行動等の未然防止を図った。平成２８年度は、小中一貫１５ブロック（全４５
校）での実施を予定している。
・平成２７年度は、小学校生徒指導主任連絡協議会の回数を１回増やし、ブロック別協議会としたこと
で、小学校間のより緊密な情報共有ネットワークを構築することができた。また、元学び総合指導員に講
演していただくことで、発達障がい等で個別の支援を要する児童への対応を学ぶなど、指導力の向上を図
ることができた。

将来性

・きめ細やかな生徒指導と不登校対策を推進し、個に応じた指導を充実させる本事業
は、児童生徒一人ひとりが希望を持って生活することにつながる。
・本事業により、生徒指導主任、研修に参加する教職員の資質向上が図られ、越谷市
の教育力の向上に寄与することができる。

社会公共性

・越谷市内の小・中・高等・特別支援学校との連携、越谷市内の学校と関係諸機関と
の連携の推進を図ることにより、よりきめ細やかな生徒指導を充実させる本事業は、
越谷市の児童生徒の健全育成に大きく寄与するものであり、ひいては越谷市全体の教
育力を向上させることにつながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　越谷市いじめ防止基本方針を踏まえたいじめの防止等に係る事業の推進（122万8,016円）
　・越谷市いじめ問題対策連絡協議会および越谷市いじめ防止対策委員会の設置と効果的な運営
　・越谷市いじめ防止基本方針を踏まえた教職員用「いじめ対応マニュアル」の改訂および各校のいじめ
　　防止基本方針の改訂の支援
　・予防教育の視点を重視した、教職員対象「いじめ対応出前研修会」の実施

的確性

・各校の生徒指導体制を確立し、児童生徒の自己指導能力を育成するために生徒指導
研修会を行うことは、教育基本法第５条（義務教育）の趣旨に合致する。
・「おあしす」における学び総合指導員の指導は、越谷市教育振興基本計画に位置付
けられ、不登校児童生徒の自立と学校生活への復帰に結びついている。

　　充実度・
　　満足度

・学校警察連絡協議会および生徒指導主任連絡協議会の開催により、学校と関係諸機
関との情報・行動連携を深め、児童生徒の健全育成に大きく寄与している。
・自立支援教室「あおぞら」（自立支援）および適応指導教室「おあしす」（不登校
対応）を開設し、学び総合指導員を活用することにより、児童生徒の健全育成とス
ムーズな学校復帰を実現している。

1－2－(2)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★きめ細やかな生徒指導体制の充実重点的な取り組み １３

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
まずは、現代的な課題であるネットを介在したいじめ等の未然防止について、業者委託によるネットパトロールの

機能が有効に利用されている。業者から提示された情報に対して、教育委員会が随時その重要度・緊急度を判断
し、具体的な指導につなげることで、多くの事案が未然に防止されている。さらに、このような先進的なＩＴのシステム
を利用するだけでなく、各校の生徒指導体制を確立し、児童生徒の自己指導能力を育成するための「生徒指導出
前研修会」を年間２９校で実施するなど、きめ細やかな生徒指導体制が全市的に構築されている。
また、学校からの要請があった時だけでなく、生徒指導担当の指導主事が随時学校訪問を行い、その数は年間
で１７７件に及んでいる。このような地道な取り組みの積み重ねにより、教職員間にきめ細やかな生徒指導に取り組
もうという意識が高まりつつある。
ただ、情報技術が進めば進むほど、その新技術を利用した新しいいじめが発生していることも事実であり、常に最
新の技術に関する情報を収集し、生徒指導に生かすことが求められる。そのための具体的な情報収集と情報共有
のシステムの開発に留意することが、今後の課題である。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
きめ細やかな生徒指導として、「毅然とした指導」と「決して諦めない粘り強く温かい指導」の両面を通して、児童生
徒の自己実現をめざす取り組みを実践されていることに感銘を受けた。また、教職員の共通理解に基づいた、公平
な生徒指導を担保するためにも、「越谷市生徒指導の手引き 第５集 インターネット社会の生徒指導」の作成・配付
や越谷市いじめ防止基本方針を踏まえた諸事業（教職員用「いじめ対応マニュアル」の改訂など）の取り組みは、効
果的であると考える。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ｂ
ネットパトロールは、県の事業を引き継ぐ形で平成２５年度から市が独自に行っているものである。児童生徒を取り

巻く本件に関係する環境を考えると、事業の継続は不可欠であり、その判断は評価できる。本件事業全体としても、
ネットパトロール、教職員研修、教職員用マニュアルの策定と配付、リーフレットの全児童生徒への配付など、教育
委員会として各学校を通じて働きかけるというアプローチは適切に行っていると考えられる。
こうした取り組みがどのような成果を上げているかを把握すること、特に数値で把握・評価することは困難であると
思われる。一方、だからこそ取り組みの結果として、各家庭や地域ではどのような状況になっているか、こうした情報
を的確に把握し、家庭や地域と共有し、そのうえでどのように取り組むかということを議論し、実行し、さらにその成果
はどうかということを把握し、次の取り組みにつなげるという、いわゆる「ＰＤＣＡ」サイクルを機能させることが不可欠で
あろうと思われる。
また、ヒアリング時の説明では、若手の教職員が増加する中、すべての教職員が自信を持って生徒指導に取り組
めるという状況にはないとのことであった。確かに一人ひとりの「担任」が、個人として、児童生徒自身あるいはその
家族との間で信頼関係を構築し、情報を共有し、家庭・地域との間でチームを組んで取り組むということは困難であ
ろう。だからこそ「学校」が、組織として、家庭・地域との間で連携しながら取り組んでいくことが不可欠であると考える。
以上に挙げた視点での取り組みを、今後の施策において、ぜひ強化していただきたい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・これまで行ってきた「きめ細やかな生徒指導体制の充実」に係る手立て（ネットパトロール、教職員対象研修、教職
員用ブックレットの作成と配付、児童生徒および保護者用リーフレットの作成と配付等）については、継続していくこ
とを基本的な姿勢とする。
・ネットトラブルの未然防止、早期解消等に資する最新の技術情報の共有化については、ネットパトロール実施業者
を講師に招へいして実施する「情報モラル指導者研修会」において、充実を図る。
・さらに、学校のニーズと学校が抱える生徒指導上の問題の内容や特徴にあわせ、指導主事がより積極的に学校に
足を運び、ともに問題を解決することで、学校と保護者により行われる児童生徒の健全育成を支援する。
・携帯電話やスマートフォンの望ましい活用方法については、中学生自身の手による「越谷市立中学校スマホ・ケー
タイを幸せに使うための共有ルール」の作成を通して、中学生自らが考え、自主規制することができるよう支援する
（平成２８年１２月完成予定）。完成後は、各小学校児童会やＰＴＡ連合会等で成果物を共有し、家庭や地域との行
動連携を図ることで、より実効性のあるものとする。
・生徒指導の諸事業におけるＰＤＣＡのマネジメントサイクルの確立は、制約も多く難しい面も多々あるが、例えば各
校の自己評価や学校関係者評価の中に生徒指導に係る内容を盛り込むよう依頼し、その部分を集約するなどの方
法により、家庭や地域の現状をより具体的に把握する手立てを検討していきたいと考える。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】

- 43 -



【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

○

◎

◎

教育内部評価

1－2－(3)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ 教育相談体制の充実

○　原因や様相が複雑化する相談への対応（5,992万1,015円）
　・スクールソーシャルワーカーを市独自で採用
　・いじめ、不登校、発達の遅れ、小１プロブレム・中１ギャップの解消等に係る、４歳児から中学校
　　３年生までの子どもとその保護者を対象とした教育相談の実施
　・学校配置の学校相談員・スクールカウンセラーと連携した、事務連絡会、学校訪問および必要に応
　　じたケース会議の実施
　・スクールソーシャルワーカーや学び総合指導員の学校等への派遣

的確性
・社会状況が変化する中で、子どもたちだけでなく、保護者の子育てをめぐる不安や
悩みが多様化しており、教育委員会が一層のリーダーシップを発揮し、教育相談体制
を充実していくことが重要である。

　　充実度・
　　満足度

・相談件数が６,０００件を超えていることからも分かるように、多くの人が何らか
の悩みや不安を抱えており、気軽に相談できる窓口の需要は多い。
・保護者の相談や、引きこもりがちな児童生徒への家庭訪問等の相談活動は、本市教
育行政への信頼につながっている。

将来性
・子どもたち一人ひとりがよりよい学校生活を送り、豊かな自己実現を図るため、教
育相談を実施し児童生徒・保護者への支援の充実に継続して取り組む本事業は、地道
に続けることで成果を得ることができる。

社会公共性

・社会の変化に伴い複雑化・多様化・長期化している相談内容には、児童生徒の心の
問題とともに、児童生徒が置かれている家庭、地域等の環境の問題も複雑に絡み合っ
ている。相談の中で環境に働きかけることで、児童生徒への支援が効果を発揮するこ
とが期待できる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・不登校児童生徒数（年間３０日以上の欠席、病気等の欠席は除く）は、平成１９年度３６０人をピーク
に年々減少していたが、平成２６年度は前年度比２１人増の２４６人、平成２７年度は前年度比３２人減
の２１４人であった。不登校児童生徒数は中学校入学前後での増加が目立ち小６から中２までが特に多
く、小学校段階で将来的に不登校になりうる可能性をもつ者が、中学校接続段階で顕在化しているものと
考えられる。
・平成２７年度の教育センターにおける相談延べ件数は、来所相談６,１０２件、電話相談５,５２３件、
訪問相談３４件、ハートコール２４件、メール相談１１件であった。
・合計２４人の専任教育相談員・専任訪問相談員・学び総合指導員・スクールソーシャルワーカーを教育
センターに配置し、教育センターにおける保護者への相談や、発達に課題のある児童生徒を支援するため
の学校訪問、さらに、ひきこもりがちな児童生徒への訪問等を行うことにより、訪問相談の充実に努めて
いる。
・メール相談を平成２４年１０月から開始し、相談窓口の多様化に努めている。また、つながりハートポ
ストを児童館等に設置し、「いじめ」を中心に広く声を集め、早期対応に生かせるようにしている。
・児童生徒の学校生活等における様々な課題の未然防止・早期発見・早期解決に向け、相談活動の充実を
図るため、各中学校のさわやか相談室に学校相談員２１人（小学校担当６人・中学校担当１５人）を配置
している。小学校担当と中学校担当の学校相談員が相互に学区内の学校を訪問し情報交換を行うことで、
中１ギャップの解消に努めている。
・社会情勢や家庭環境の変化とともに、多様化・複雑化する問題に対して学校だけでは対応しきれない状
況が生じており、今後も福祉や医療等関係機関との連携を要する事案の増加が見込まれる。教育相談担当
職員の増員など、相談体制の充実が課題として挙げられる。
・児童生徒や保護者の期待に応える相談活動となるよう、相談員の確保や資質の向上に、今後とも継続し
て取り組む。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・以前から不登校児童支援にスクールソーシャルワーカーが活躍しているが、平成２７年度の中核市移行
にあわせ県費配置が終了したことから、スクールソーシャルワーカーを市の非常勤特別職として委嘱する
ため、平成２６年度に例規改正を行い、平成２７年度に３名配置した。

重点的な取り組み １４

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ
【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
いじめ、不登校などの生徒指導上の諸問題が深刻化する現在、教育相談体制の充実は、子どもが安心、
安全な学校教育を受けるための喫緊の課題である。文部科学省による「児童生徒の教育相談の充実につい
て（報告）」においても、「子どもたちの悩みや不安を見過ごすことなく、そして子どもたちが、いつで
も、どこでも相談できる重層的な体制を構築していくことで、子どもたちは安心し、伸び伸びと成長して
いけるのであり、その環境をつくることが、子どもたちを取り巻く教育相談体制の役割である」と述べら
れている。
　そのような中、本市では、合計２４人の相談員等を教育センターに配置し、来所相談、訪問相談、学校
訪問を行っている。その中には、市独自で採用したスクールソーシャルワーカーも３名含まれるという。
１年間の延べ相談件数は１１,６９４件にも上るとのことであり、これらの取り組みについて高く評価し
たい。
　子どもたちが安心、安全に学校生活を送れることが学力向上の前提である。その観点から、学校内外に
おける教育相談体制のますますの充実に期待したい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） B

【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
　来所、訪問等の対面での相談が充実していたこと、また多様な相談内容に対応できていたことが評価さ
れる。来所相談が昨年度に比べて５００件以上増加の６,１０２件であったことは、不登校、いじめ、そ
の他の相談事項に対して、保護者等の相談者にとって相談しやすい対応がとれていたことの証左であると
言える。多様なカテゴリーの相談員それぞれの特徴を生かした相談体制がとられていたことも評価され
る。とりわけ、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの相談件数は昨年度と比較して大幅
に増加しており、さらなる充実が期待される。一方、諸課題の未然防止、早期発見についても、メール相
談やハートコール、ハートポスト等を通した相談活動が定着していること、適応指導教室や訪問相談等に
よって、不登校やひきこもりへの支援も継続的に行われている点は、地道な努力がなされていたと言え
る。
　今後ともこうした相談活動を維持しながら、新たな課題に対応できる、多様な人材の確保と資質の向上
を維持していくことが望まれる。小学校と中学校間の情報交換についても積極的に取り組まれていた点
は、今後とも拡充していくことが期待される。

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
　他の自治体の取り組みと比較しても、例えばスクールソーシャルワーカーの配置人数を見ると、中核市
平均と比べると若干劣るものの同規模の中核市と比較すると概ね同等の配置状況となっており、また学校
相談員の配置については、春日部市や草加市では中学校のみの配置となっているところ、越谷市では小学
校にも配置しているとのことであった。
　事業名にもあるように「原因や様相が複雑化」する中での相談への対応であり、学校だけの取り組みで
完結するものでもなく、またそれだけで相談件数を減らしていけるというものでもない。スクールソー
シャルワーカーについても、中核市への移行に伴い県費配置から越谷市独自に置くことになったというこ
とであり、その際には教育委員会として当初４名を要求したところ、結果として３名になったということ
だが、今後とも対応状況をみながら必要な措置をしていただきたいと思われる。また同時に、他の組織と
の連携等様々な手段を検討していただきたいと考える。
　本件については、いずれにしても学校だけ、あるいは教育委員会だけの取り組みでは解決しない問題で
あり、そもそも相談が必要となるような状況にならないようにするためにはどうしたらよいか、予兆の段
階でどのように把握するか、そして顕在化した場合にはどのように対応するか等々いずれも家庭や地域等
との密接な連携が欠かせない。さらには自己評価にもあるとおり、福祉や医療等関係機関との連携も重要
であろう。それらの現状がどうであるのか、またどのように評価されているのか、今後どうすべきと考え
るのか等について事前に質問させていただいたところ、「こういうことをしている」という説明は得られ
たが、具体的にどの程度行われているかという説明はなく、またその対応に関する自己評価も得られな
かった。
　本件は非常に重要かつ深刻な課題であり、それらに対して必要な対応はとっていると考えられるもの
の、上述のとおりいただいた説明の範囲内ではそれらが十分なものであると評価するに至らず、また家庭
や関係機関等との連携についても、それらの現状把握や課題認識の説明が十分に得られなかったことか
ら、評価をＢとした。

平成28年度 教育外部評価結果
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　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）
・学校外にもだれもが気軽に相談できる場所（教育センター）があることの啓発を今後も継続して行う。
・教育相談体制の充実のため、今後も大学等関係諸機関と連携し人材確保に努めるとともに、教育相談お
よび特別支援教育関係の研修を充実させ、相談員の資質向上を図る。
・小学校と中学校の間との情報交換については、同学校内でのスクールカウンセラーと学校相談員との打
ち合わせを含め、月１回実施されている学校相談員事務連絡会を継続する。
・家庭、地域および福祉・医療等機関諸機関との密接な連携については、スクールソーシャルワーカーが
核となり対応している。平成２７年度の対応延べ件数では、児童家庭福祉関係機関１７０件、保健・医療
の関係機関４０件、司法・矯正・更生保護の関係機関２件、学校外の教育機関３６件、その他の専門機関
１６件、地域の人材や団体等８件で合計２７２件となっている。支援の対象となった児童生徒数が６６件
であることから考えると、１件当たり、延べで４つ以上の機関と連携が図れている。全国では、連携した
機関５４,４６８件、支援対象となった児童生徒数５７,６５９件、１件当たり０．９の機関と連携してい
る状況と比較すると、本市における対応は充実していると考えられる。今後も様々な機関等と適切な連携
を図る。

卒業生を招いての 
「おあしす」進路学習会 

いじめ防止 
リーフレット 

ネットパトロール 
リーフレット 
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

○

◎

◎

教育内部評価

1－2－(3)－③　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期対応

○  越谷市いじめ防止基本方針を踏まえたいじめの防止等に係る事業の推進【再掲】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（122万8,016円）
・越谷市いじめ問題対策連絡協議会および越谷市いじめ防止対策委員会の設置と効果的な運営

　・越谷市いじめ防止基本方針を踏まえた教職員用「いじめ対応マニュアル」の改訂および各校のいじめ
　　防止基本方針の改訂の支援
　・予防教育の視点を重視した、教職員対象「いじめ対応出前研修会」の実施
　（重点的な取り組み１３にも掲載）

的確性

・現段階での教育委員会として、できうる限りの対応策を展開していると考える。重
点項目として、「対応」から「未然防止」すなわち「予防教育」の見地に立った取り
組みの必要性について学校に周知し、その取り組みを支援していくことが重要であ
る。

　　充実度・
　　満足度

・「コミュニケーション能力の育成」、「いじめ問題や不登校等の解消」、「生命尊
重教育」等、生徒指導と連携した研修を教職員のライフステージに応じて計画的に実
施することにより、教職員の資質能力が向上し、本市教育行政への信頼につながって
いる。

将来性

・「不登校はどの子にも起こることである」また「いじめはいつでも、どこにでも存
在する」という共通認識を、教職員を含めたすべての大人が持ち、「未然防止」そし
て「早期発見、早期対応、早期解消」をめざした本事業に教育委員会として取り組み
続けることで成果を得ることができる。

社会公共性

・ネットトラブルの早期発見、早期対応を図るための業者委託によるネットパトロー
ル、教育委員会によるいじめ防止や不登校の早期発見、早期対応のパンフレットおよ
びポスター等の啓発活動により教職員の意識や対応能力が向上し、保護者や市民に信
頼される学校づくりに貢献している。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・本市では各学校での取り組みの成果により、いじめの認知件数が平成１９年度から平成２３年度にかけ
減少していたが、平成２４年度に、小中学校の合計認知件数が前年度から倍近くに増加した。これは、急
激にいじめ事案が増加したということではなく、平成２３年の大津市のいじめ自殺事件を受け、教職員や
保護者が、これまで以上に細やかな視点を持って子どもの状況を見つめようとした結果、起きた現象であ
る。平成２５年度、平成２６年度は、その後の努力により、認知件数が減少し、平成２７年度もわずかな
微増にとどまった。今後も、「どの学校においても一定数のいじめが認知されるのが自然である」という
共通認識のもと、子ども間のトラブルをいじめとして認識する傾向があるため、認知件数の増加が予想さ
れるが、認知件数の減少よりも、いじめの未然防止や、いじめ発覚後の一層細やかな対応と解消に向けた
取り組みを重要視するよう、各学校を指導・支援していく。
・いじめ防止関連例規の整備に伴い、平成２７年度は、越谷市いじめ問題対策連絡協議会および越谷市い
じめ防止対策委員会を２回ずつ実施し、いじめ防止に向けた全市的な体制整備を推進した。
・平成２７年度のネットパトロールは、年間検索件数が前年度比３２,５７３件増の５９,１３３件。う
ち、「要確認」書込みは前年度比３５４件増の５６２件、より問題性の高い「要削除」書込みは前年度比
１件減の０件と報告された。書込みは増えているものの大きな問題となるものはなく、要確認事案につい
ても、各学校が主体となって必要な措置や指導を行い、解決に至っている。
・平成２６年度不登校児童生徒数は平成２５年度と比べて２０名増加したが、平成２７年度は平成２６年
度よりも３１名減少している。（「不登校児童生徒調査報告書」：越谷市月例調査の結果から）
・平成２７年度における不登校児童生徒数の減少は、教職員や保護者が、児童生徒一人ひとりの実態に応
じた視点から指導や支援を行った結果である。しかしながら、依然として不登校となる要因や背景は複雑
化しているため、今後も様々な教育相談体制により、きめ細やかな対応を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・一人ひとりの実態に応じた視点から児童生徒を指導・支援するとともに、児童生徒の保護者においては
教育センターの電話相談・来所相談・訪問相談につながるよう一層の連携を図り、不登校児童生徒数の減
少をめざす。
・平成２８年度は、指導主事１人あたり年間１５５回以上の学校訪問を実施し、研修会や啓発活動等を通
して、教職員や保護者のいじめ、不登校に関する意識の高揚を図る。

重点的な取り組み １５

拡 充
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

1－2－(3)－④　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ 不登校児童生徒への教育的支援

○　家庭・学校・教育センターの連携
　・各学校と学校相談員・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等が連携した、組織的な
　　教育相談体制づくりの支援
　・学び総合指導員による登校支援（学校までの見送り）や学校訪問による適応指導教室「おあしす」
　　からの学校復帰支援

的確性

・本施策は、越谷市教育振興基本計画に位置付けられ、全校共通の課題である不登校
児童生徒への対応を教育委員会が未然防止・早期発見・早期解決の方針のもとリー
ダーシップを発揮して支援を進めていくものである。不登校児童生徒への教育支援
は、教育委員会が中心となり、各関係機関と連携できるシステムの構築に努め、学校
を側面から支援していく必要がある。

　　充実度・
　　満足度

・指導主事による学校訪問でのアドバイスに基づいた取り組み等により、各校の不登
校児童生徒数が減少してきていることから、教員、保護者の満足度は向上しているも
のと考える。

将来性
・適応指導教室の充実をめざすとともに、教育支援の充実のため関係諸機関と連携し
つつ、不登校の多様化・複雑化している実態に応じた柔軟な支援を行っていくことが
重要である。

社会公共性

・不登校児童生徒への対応は、学校、家庭、地域社会、教育委員会等の関係機関が一
体となって対応していくことが不可欠である。学校において、児童生徒が教員や友人
との心の結びつきや信頼感の中で主体的に学び、行動する共同の生活を通して、社会
性を育む「絆づくり」を推進できるよう、不登校支援を展開する。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・学校相談員、スクールカウンセラーおよびスクールソーシャルワーカーの活動は認知され、各学校にお
ける活用も定着している。平成２７年度の相談件数は、学校相談員が８,６８５件（うち対面相談が
６,９３２件、電話相談が１,７５３件）、スクールカウンセラーが７,２４７件、スクールソーシャル
ワーカーが１,４８３件である。
・市で配置している学校相談員については、「学校相談室」等に通室する児童生徒の心の支えとなってお
り、学校生活に不安を抱える児童生徒と学校をつなぐ役割を担っている。今後、児童生徒にとって支援が
さらに行き届いたものとなるよう、相談員の人材確保に努め、配置形態や人員等について、方向性を考え
ていく必要がある。
・適応指導教室においては、学び総合指導員が学校への訪問等を適宜行うことで学校との連携を強化した
支援が図られ、平成２７年度は、適応指導教室に通室している児童生徒の学校復帰率が９５.５％となっ
ている。今後も、適応指導教室の運営を充実させることで不登校問題の解消に取り組んでいく。
・本市の不登校児童生徒の減少をめざし、引き続き、学校と家庭の連携を深めるための支援を行う。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度の中核市移行にあわせスクールソーシャルワーカーの県費配置が終了することから、ス
クールソーシャルワーカーを市の非常勤特別職として委嘱するため、平成２６年度に例規等の整備を実施
し、平成２７年度に３名を配置した。

重点的な取り組み １６
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ

「不登校児童生徒への教育的支援」事業は、総合的な教育相談体制の中に位置付けられており、総合的
かつ組織的な支援体制が確立している。情報連携だけでなく行動連携もスムーズに行われており、結果と
して不登校児童生徒数の減少だけでなく、適応指導教室「おあしす」生徒の復帰率１００％につながって
いる。また、越谷市は、県費負担のスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーだけでなく、独
自に学校相談員、専任教育相談員、専任訪問相談員、学び総合指導員を配置しており、こうした取り組み
が成果へとつながっていると考えられ、高く評価できる。これまでの実績を踏まえて、今後は、「ケア」
中心から「新たな不登校を生まない」施策への転換も考えられ、さらなる取り組みに期待したい。

【 文教大学准教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ

・不登校の問題は、学校だけでなく家庭内の問題の広がりも含めて、その原因や様相がより複雑化してい
る。それに適切に対応するために本事業は、総合的な教育支援体制を構築し、システムとして機能してい
る。不登校児童生徒数が平成１９年度３６０人から平成２３年度は２２４人に減少するなどの事例は、組
織的な取り組みを継続的に行った成果である。
・不登校の対応として大きく分けて「生徒指導」を主に教育委員会が、「教育相談」を主に教育センター
が担当という具合に機能を分担しながらも、密に連携が図られている。本事業には、スクールソーシャル
ワーカー、教育相談員、訪問相談員（臨床心理士）、学び総合指導員等多くの人が関わっているが、それ
らを含めて教育センターが総合的に最終的な連絡・調整の中心的な役割を果たしていることで、ひとつの
大きな安心感へとつながっている。教育相談件数が年々増えているという事実からも、児童生徒、保護者
にもその安心感は及んでいると読み取れる。
・本事業は優れた総合的な教育的支援システムであるが、その中でも特に非常勤であるが学校訪問をする
ことが可能な「学び総合指導員」の存在が大きい。不登校がゼロになることを目標に、「学び総合指導
員」の増員を提案する。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

越谷市における不登校児童生徒への対応は、様々な観点から、多角的・総合的に行われており、教育
委員会等関係者のこれまでの活動実績とその効果をみても、すばらしいものがあり、高く評価できる。
これからもなお一層頑張ってほしい。
また、このところ、とりわけ注目されている「いじめ」との関連について、その防止およびフォロー
に特段の注意を払ってほしい。
特に、親や友達などにはなかなか相談しにくい面もあるので、学校、教育相談機関など、気軽に相談
できる公的チャンネル（“いじめ１１０番”など）の整備を一層強化してほしい。

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２４年度外部評価実施】

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・不登校の要因・背景の複雑化、多様化に伴う相談ニーズに対応するため、「気軽に、どなたでも」相談
できる体制を整備している。
・平成２４年度は、①訪問教育相談員１名の増員、②メール相談の開始、③教育相談案内リーフレットお
よびポスターの配付を行った。
・平成２５年度は、学校相談員を１名増員した。
・平成２６年度は、①業務の効果検証、②積極的な学級運営支援および不登校児童生徒への時宜を得た支
援を行うための効果的な学び総合指導員の活用、を実施した。
・平成２７年度は、中核市移行にあわせ平成２６年度末をもってスクールソーシャルワーカーの県費配置
が終了したため、市の非常勤特別職として３名委嘱し、配置した。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

○

◎

○

○

教育内部評価
・食物アレルギーへの対策については、各学校において危機管理マニュアルの見直しとエピペン実習を含
むアレルギー対応の研修会を開催し、教職員のアレルギー対応への意識向上を図っている。また、食物ア
レルギーに対応したパンやデザートの提供、「特定原材料」７品目を除いた献立の充実および業者からの
コンタミネーション等の情報提供により、事故防止に努めている。さらに、平成２７年度からは、食物ア
レルギー対応が必要な児童生徒に「学校生活管理指導表」の提出を義務付け、医師の診断のもとに適切な
対応ができるよう備えている。今後も、食物アレルギーに関する研修や情報の共有を重視していく。
・伝統的な日本食が見直されていることから、平成２７年度は「魚」をテーマとした献立を取り入れ、日
本の食文化に対する児童生徒の理解を深める取り組みを行った。また、「魚」を紹介するリーフレットを
作成し、学校の給食コーナー等で活用した。
・平成２７年４月から、学校給食用物資の購入を取り巻く状況の変化に対応し、献立内容および食育の充
実を図るため、平成１２年度以来１５年間据え置いてきた学校給食費を改定した。
・平成２８年度に児童生徒の食生活の実態を把握するため行う「食事に関する調査」の結果を踏まえ、平
成２９年度の食育のテーマを「朝食」とする予定である。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２８年度は、野菜のおいしさや栄養について周知するため、食育のテーマとして「野菜」を取り上
げ、野菜を積極的に献立に取り入れる。
・学校給食栄養管理システムに蓄積された情報を最大限に活用し、給食献立の多様化に努めるとともに、
栄養管理業務のさらなる効率化を図る。

将来性

・給食献立の研究は、学校給食法の目的でもある「食育」を推進するうえで重要な役
割を果たしており、将来にわたって、食に関する関心を高め、心身の健全な発育に資
するものである。
・学校給食栄養管理システムの更新により、情報の蓄積と経費節減が見込まれる。

社会公共性
・栄養管理の充実は、学校全体の食育の向上につながる。また、郷土食や伝統食を通
じて、地域の食文化や産業に関心を持ち、理解を深める効果がある。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　安全・安心な学校給食の提供
　・多様な食材を使用し栄養バランスのとれた、安全・安心な給食の実施
　・文部科学省「学校給食実施基準」の確保
○　食物アレルギーへの対策
　・食物アレルギーに対応したパンやデザートの提供
　・学校における対応の充実を図るための教職員研修、情報交換等の実施
　・学校、家庭、教育委員会の連携による情報の共有
○　給食献立の研究（4万4,713円）
　・「魚料理」を取り入れた献立の導入
　・伝統的な日本の食文化の紹介

的確性

・郷土食や伝統食を取り入れることによって、給食内容の充実と食育の推進を図る当
該事業は、学校給食法第２条学校給食の目標に合致している。
・学校給食栄養管理システムを利用することにより、栄養管理業務の効率化と給食献
立の多様性にもつながる。

　　充実度・
　　満足度

・郷土食・伝統食は、地域の様々な食文化や料理への理解を深め、対象者（児童生
徒・教師）の食に関する興味関心をひき、満足度は高いと考える。
・日本各地の郷土食・伝統食を味わい、食文化への理解と食体験を広げることができ
る。

1－2－(4)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 給食課

★ 栄養管理の充実重点的な取り組み １７
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

平成１７年に食育基本法が制定され、子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付け
ることができるよう、学校教育においても積極的に食育に取り組んでいくことが求められている。そのよ
うな中で、オリンピック開催を契機として子どもたちに世界の料理に関心を持ってもらうという本事業は
極めてユニークな取り組みである。
食育は人間の健康に関わる根幹であるとともに、給食は学校における子どもたちの楽しみの１つである。

今後も子どもたちがおいしく食べながら健康・栄養についての学びを深めることができるような工夫・改
善を期待したい。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ｂ

給食献立の研究および栄養管理システムの更新等によって、「食に関する指導」の前提となるアレル
ギー対策を含む栄養管理の充実を図ることは、学校給食の根幹に関わる重要な事項である。ただし、食生
活の多様化によって、個々の児童生徒の日常生活における栄養の過剰摂取や摂取不足も懸念される。越谷
市の児童生徒の食生活の実態や栄養摂取状況に基づいた、また個々の児童生徒の食に関する指導と関連付
けた栄養管理も必要と考えられる。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

昨今、とかく子どもたちの偏った栄養摂取など、好ましくない食習慣が見られる状況にあって、成長期
にある児童生徒に対して、栄養バランスのとれた給食を提供することは、その健康増進・発育を図るうえ
で大切なことである。
越谷市においても、給食課と学校給食センターとの緊密な連携のもと、栄養士等が中心となって、和の

食材を取り入れた日本食・郷土食・伝統食等の導入や諸外国の料理の紹介など、献立の工夫を図るととも
に、各学校においては、食育の一環として、児童生徒の栄養に対する関心を高めるための指導など、様々
な対応がなされており、一定の評価ができる。
今後は、学校給食栄養管理システムの本稼動による情報の蓄積・経費節減などの栄養管理業務のさらな

る効率化と給食献立の多様化に努めるほか、家庭での食事での栄養への配慮など、保護者への啓発の機会
を設けるなど、子どもたちの栄養管理の充実により一層の努力を図ってほしい。

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・平成２７年度は、日本において豊富に獲れる「魚」をテーマとした給食献立を積極的に取り入れること
で、伝統的な日本食に対する児童生徒の理解を深めた。また、「魚」に関するリーフレットを作成し給食
コーナー等に掲示することで、児童生徒が興味関心を持つよう工夫した。平成２８年度は、「野菜」を
テーマとして同様の取り組みを行う。
・家庭での食生活を見直し参考としていただくため、「給食だより」や「魚レシピ集」を各家庭に配付し、
保護者への啓発に努めた。
・食物アレルギーは生命にも関わることから、食物アレルギーを持つ児童生徒の把握と情報の共有をさら
に図っていくため、「越谷市食物アレルギー対応マニュアル」改訂版に沿った危機管理体制の確認とエピ
ペン実習を含むアレルギー対応研修会を実施し、教職員のアレルギー対応への意識向上に努めている。
・食物アレルギーによる事故防止を徹底するため、詳しい献立表、原料配合表等の資料の見直しや「特定
原材料」７品目を除いた献立の見直しと充実に努めた。
・学校給食管理システムによる効率的な栄養管理に努め、これにより削減できた時間を「食に関する指
導」の充実にあてた。なお、「食に関する指導」の回数は、年々増加している。（平成２７年度の指導は、
前年度比２２回増の１,２９３回）
・平成２９年度は「朝食」を食育のテーマとし、家庭における児童生徒の食生活の改善を図る。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

◎

教育内部評価

・取り組みを継続することによって、健全な食生活の形成と望ましい食習慣を養うこ
とにつながる。将来においても、その効果は継続することが見込まれる。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・野菜嫌いは現代の子どもの食に関する課題であり、平成２８年度の食育のテーマは「野菜」である。健
全な食生活の形成と望ましい食習慣を養い、将来の生活習慣病の予防につなげるため、野菜を使用したお
いしい献立の導入や効果的な啓発など、野菜嫌いによる栄養の偏りをなくす取り組みを行う。

社会公共性
・学校給食推進研究は、学校・家庭・地域での教育振興に寄与するものである。
・地場農産物の使用により、地域や地域の産業、生産者への関心が高まり、地域社会
全体の発展につながると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・給食時間の指導では、日本で豊富に獲れ昔から食べられてきた「魚」を取り上げ、魚のおいしさや栄養
について児童生徒の理解が深まるよう、各学年に応じた指導を行った。
・各家庭への啓発と情報提供として「給食だより」や「魚レシピ集」を作成し、配付した。
・平成２７年度は、新たな地場農産物としてキャベツを導入した。キャベツを含め、既に１３品目の使用
目標を達成したため、今後は新規導入を控え、献立の工夫等により現在使用している地場農産物の活用に
努める。
・学校給食推進研究委嘱校ＰＴＡによる研究では、「食」が地域生産者をはじめとする多くの方々の努力
や苦労に支えられているとの報告があった。また、保護者から家庭料理のレシピや子ども達と考えたお弁
当を募集するなど、家庭での食事を見直すことで「食」に対する意識を高める取り組みとなっている。食
育の推進には、学校・家庭・地域の連携が不可欠である。
・食に関する指導の充実を図るために、今後も学校給食を「生きた教材」として効果的に活用し、各事業
を一体的に継続し展開する。

1－2－(4)－③　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 給食課

 ★ 食に関する指導の充実

○　「魚」についての指導
　・各学年に応じた「魚」に関する指導
　・「魚」に関するポスターの配付
　・家庭への「魚」に関する情報発信
　・「魚料理レシピ集」の配付
○　地場農産物の使用拡大（2億788万5,570円）
　・学校給食で使用する地場農産物の使用量拡大
　・越谷産米「彩のかがやき」の使用量拡大
○   学校・家庭・地域の連携（24万円）
　・食育推進を目的とする学校給食推進研究のＰＴＡへの委嘱
　・学校給食研究協議大会の開催と講演会の実施
　・試食会や調理講習会の開催
　・食に関する情報の提供

的確性

・学校・家庭・地域が連携して食育の推進を図る当該事業は、学校給食法の目的およ
び同法第２条の学校給食の目標に合致している。学習指導要領にも食育の推進が位置
付けられており、重要な事業である。
・栄養教諭、学校栄養職員等による食に関する指導および地場農産物の活用は、当該
事業を達成するうえで有効な取り組みである。

　　充実度・
　　満足度

・学校給食推進研究において研究に関わった保護者は、これを契機に学校給食をさら
に知ることができ、学校給食研究協議大会の参加者は、研究成果を役立てることがで
きることから、家庭・地域においても充実度・満足度は高い。
・地場農産物の使用を通じて、食にかかわる人々の様々な活動により、食生活が支え
られていることについての理解を深めることができる。

将来性

重点的な取り組み １８

新 規

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ

「食に関する指導の充実」の諸事業は多領域にわたり、かつ充実した内容で実施されており、高く評価できる。た
だし、越谷市のような「センター方式」の場合、「市全体としての全体計画と指導」と「各学校の全体計画と指導」の
２つの視点からとらえていくことも必要なのではないだろうか。それによって、市全体としての食育指導の特色や課題、
各学校における食育指導の特色や課題が明確になり、さらに充実が期待できると思われる。なお、学校教育だけで
なく、生涯教育の観点からも食育の充実は重要であり、特に家庭については、児童生徒を通じた「給食だより」や
「試食会」だけでなく、家庭教育や子育て支援など他課とも連携して市全体で取り組んでいくことも必要であろう。ま
た、給食を指導する学級・ホームルーム担任に対する研修や啓発、調査なども「食に関する指導の充実」を図るため
に有効であると考えられる。

【 文教大学准教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ

・市内の小学校３０校、中学校１５校の計４５校、１日約２８,０００食の完全給食という大きな事業でありながら、学習指
導要領に示されている食育の充実に対して組織的、計画的にていねいに取り組んでいる。
・食育に関する取り組みを進めるうえで、栄養教諭の存在が大きい。現在は大袋北小学校と北陽中学校の２校に配
置されているだけであるが、これらの学校がけん引役となって日々の実践の充実、研究発表会等による成果の共有
に効果を上げている。それらの成果や得られた知見は、学校関係者だけでなく市のＷｅｂサイトでも閲覧が可能な
「献立表」等で広く一般の人にも分かるように適切に情報発信がなされている。
・なお本事業は、５年ごとに行う「食事に関する調査」や残菜調査等に代表されるように様々な調査が行われている。
これらの調査結果は比較的数値化しやすい項目も多く、年度ごとや学校ごとの細かいデータ分析を行うことで、保
護者を含めて多くの人たちが食に関する課題をさらに共有できる可能性がある。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

・昨今、成長期にある子どもたちが、偏った栄養摂取、朝食欠食などの乱れや肥満傾向の増大など、望ましい食習
慣が形成されていないことから、バランスの良い栄養や食事の取り方、食品の品質や安全性についての正しい知
識・情報を学ぶ「食育」の重要性が指摘されている。市では、児童生徒の食に関する課題に対して、これまで、学校
給食を「生きた教材」として活用した食に関する指導の充実を図るため、各教科等および給食の時間における担任
教師と栄養教諭・学校栄養職員等との連携指導に努めるほか、きめ細かい食事に関する調査や試食会や学校訪
問における食指導など、様々な対応がなされており、一定の評価ができる。
・加えて、食に関する指導には、家庭・学校・地域社会の様々な場でのお互いの連携が不可欠であり、このため、調
理講習会の開催や給食だより、献立表等の配付により、保護者に食に関する情報を提供するなどの努力がなされ
ており、評価できる。
・地場農産物の使用については、地域や地域の産業、生産者への関心が高まり、地域社会全体の発展につながる
などのメリットがあり、今後とも拡大すべきである。

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２４年度外部評価実施】

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・平成２７年度は、４名の栄養教諭を中心に、栄養士１９名が食に関する指導の充実を図った。学級担任との共同
授業は年間２６５回、給食の時間における指導は、成長期に必要な「魚」をテーマに年間８６３回の合計１,１２８回実
施した。
・地場農産物については、平成２６年度産越谷米の品質がよく集荷量も増えたことから、初めて年間使用が可能
になったが、平成２７年度産の使用は、１０カ月の予定である。今後も生産者や関係機関と調整し、地場農産物の活
用を図る。
・ＰＴＡへの学校給食推進研究委嘱、学校給食試食会や調理講習会を開催し、学校給食に対する理解を深め、学
校・家庭・地域との連携を図った。
・平成２７年度の食育のテーマを「魚」として、小中学校の給食時間に魚に関するクイズを行うなど、「魚」を食べるこ
との重要性や栄養価について指導した。
・平成２８年度のテーマは「野菜」を予定しているが、野菜嫌いは子どもの食に関する課題である。現代の食生活に
不足しがちな「野菜」が、貴重なビタミン源であるとともに体調を整える食物繊維をもつことを周知する取り組みを行う。
また、平成２９年度は、児童生徒の食生活の実態把握や指導に資するため、５年ごとに行っている「食事に関する調
査」の結果を踏まえ、「朝食」を食育テーマとして、その役割や大切さについて指導していく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

1－2－(5)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 教職員研修の充実

○　豊かな人権感覚を身に付けるための研修の実施（99万円）
　・人権教育校長研修会および人権教育教頭研修会の開催
　・人権教育・男女共同参画研修会の開催
　・新採用、転入教職員人権教育研修会の開催

的確性

・人権とは、すべての人間が生まれながらにして持ち、だれからも侵されることのな
い基本的権利である。この点を踏まえ、教職員が様々な人権課題に対する正しい理解
と認識を深め、豊かな人権感覚を身に付けるための研修会開催は、人権教育及び人権
啓発の推進に関する法律並びに人権教育・啓発に関する基本計画に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・キャリアステージに応じた各種人権教育研修会および各校における講師を招へいし
ての人権教育校内研修会・同和問題学習校内研修会などを実施することにより、教職
員自らが様々な人権課題に対する知識を身に付けることに寄与している。

将来性

・児童生徒に大きな影響力を持つ教職員が、様々な人権課題に対する正しい理解と認
識を深め、豊かな人権感覚を確実に身に付けることは、児童生徒が豊かな人権感覚を
身に付け、自他の人権を守る実践的な態度を育成するうえで大きく寄与するものであ
る。

社会公共性

・子どもたちの豊かな人権感覚の育成には、教職員の資質向上が不可欠である。ま
た、社会の変化に応じて、情報モラル等の新しい視点を取り入れた研修の必要性も生
まれている。本事業は、児童生徒が互いに認め合い人権を尊重できるような社会づく
りを進めるうえで、大きな意義がある。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・平成２７年度は、様々な人権課題に対する正しい理解と認識を深め、人権感覚を身に付ける研修会とし
て「新採用・転入教職員対象人権教育研修会」（５回）、「人権教育校長研修会」(１回）、「人権教育
教頭研修会」（１回）、「人権教育校内研修会」（市内全小中学校）、「同和問題学習校内研修会」（市
内全小中学校）、「人権教育・男女共同参画研修会」（１回）を実施し、人権教育の推進を図った。
・「人権教育・男女共同参画研修会」では、上越教育大学大学院教授の梅野正信氏を講師に迎え「人権教
育を推進するために」と題した講義を行うとともに、教職員受講者自らが埼玉県教育委員会の人権感覚育
成プログラムを体験する研修を実施した。
・児童生徒に人権感覚を身に付けさせるため、市内すべての小中学校で人権感覚育成プログラムを活用し
ているが、今後も各学校が年間指導計画に位置付けるなどして、その活用が一層進むよう、教職員研修に
おける指導に配慮する。
・児童生徒を指導する教職員自らが豊かな人権感覚を身に付けることが重要であるという視点を踏まえ、
時代や子どもを取り巻く環境の変化に合わせた、より効果的な研修内容を検討するとともに、新採用・転
入教職員から教頭・校長まで継続した人権教育研修会を行うことで、教職員の人権教育に対する意識の向
上を図る。
・教職員が同和問題について正しく理解するとともに豊かな人間性を身に付けることができるよう、同和
問題に係る研究授業の参観をはじめとする研修の充実を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・市内の小中学校では経験の浅い若手教職員が増えているが、個々の教職員が様々な人権課題についての
理解や認識を深め、より実践的に児童生徒に指導できるようにするため、平成２７年度は、各学校の人権
教育主任を対象として「人権教育を推進するために」と題する研修会を開催した。平成２８年度は、「人
権教育・男女共同参画研修会」において、近年の学校の状況を踏まえ、同和問題やいじめ問題に焦点を当
てた研修を実施する。また、今後も各学校の人権感覚育成プログラムの活用をさらに推進するため、人権
教育主任対象の人権教育・男女共同参画研修会において、人権感覚育成プログラムを体験する研修を行っ
ていく。

重点的な取り組み １９
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

学校環境の整備と維持管理の充実 Ｂ －

多様な就学機会への支援 Ｂ －

臨時教職員の配置 Ｂ －

教職員の資質・指導力の向上 Ｂ ＡＡＢ

教職員研修の充実 Ｂ －

義務教育施設・環境の整備・充実 １－３－（１）

教育センター機能の充実・活用 １－３－（２）

教職員の資質の向上 １－３－（３）

施策の方向３ 信頼される、質の高い教育を進める

重点的な取り組み １９

重点的な取り組み ２３

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

重点的な取り組み ２０

重点的な取り組み ２１

重点的な取り組み ２２

重点的な取り組み ２４
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

1－3－(1)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 学校管理課

★ 学校環境の整備と維持管理の充実

○　非構造部材の耐震化（1億1,740万7,120円）
　・大規模地震に備えた、屋内運動場等の非構造部材の改修工事（小学校３校、中学校２校）
○　小学校仮設教室の借上（280万8,000円）
・通学区域内の児童数増加に対応するための仮設教室の借上（大相模小学校）
○　安全で快適な学習環境の確保（1億6,974万4,861円）
　・老朽化などによる緊急性の高い箇所から、計画的に施設の改修等を実施
○　アスベスト対策の実施（4,983万4,440円）
　・アスベスト除去工事の計画的な実施（小学校３校、中学校４校）
○　 教室へのエアコン整備（3,369万8,400円）
　・普通教室等へのエアコン整備に向けた実施設計(小学校１５校)　・ＰＦＩ事業導入可能性調査を実施
○　トイレの洋式化等（324万1,080円）
　・各校舎各階に男女１カ所ずつ洋式トイレを整備

的確性
・教育委員会は、児童生徒および教職員が安全かつ快適な学校生活を送れるよう、学
校施設・設備の維持管理に努めなければならない。また、経年による老朽化で施設・
設備の機能が低下してきており、改修工事を行うことは不可欠となっている。

　　充実度・
　　満足度

・補修等の通常の維持管理に加え、機能低下している施設について改修工事を実施す
ることにより、教育環境の快適度は向上しており、施設の利用者の満足度は高いと考
える。また、アスベスト対策を実施することにより、さらなる安全性の向上を図る。

将来性

・改修工事を実施することにより、学校施設・設備の機能維持および延命化を図ると
ともに、有害物質であるアスベストを除去することで、将来にわたり安全・安心な教
育空間の提供が可能となる。また、夏場の暑さ対策として、普通教室等へエアコンを
整備することで、快適な教育空間の提供が見込まれる。

社会公共性
・学校施設は、非常災害時に地域住民の避難所になるなど地域の防災拠点としての側
面も持っており、その維持管理や改修を行う当事業は、社会公共性において意義があ
る。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・校舎、屋内運動場等の施設設備について、老朽化した箇所を改修することにより、機能維持・延命化を
図り、安全性を確保することができた。また、福祉環境整備に基づく改修（点字ブロック、スロープ等の
設置）を実施したことにより、福祉環境の充実を図ることができた。（平成２７年度末バリアフリー率＝
７１.１％）
・平成２５年度および平成２６年度に実施した屋内運動場等の非構造部材の点検結果に基づき、東中学校
の屋内プールや屋内運動場等の非構造部材の耐震化を図り、生徒および施設利用者の安全性を確保するこ
とができた。また、繰越事業として出羽小学校、増林小学校、花田小学校、西中学校の非構造部材の耐震
化に着手できた。
・蒲生第二小学校の給水管を改修することにより、より安全な飲料水の供給が可能となった。
・アスベストを含有する吹付材を使用している学校（大沢小学校、桜井小学校、大袋小学校、東中学校、
富士中学校、北陽中学校、武蔵野中学校）について、その除去工事を実施したことにより、全小中学校の
アスベスト対策が完了し、さらなる安全性を確保することができた。
・課題として、多くの小中学校は老朽化が進み、施設設備で改修の必要な箇所も多くある中で、限られた
予算を有効活用するも、十分に対応できていない現状がある。
・今後は、児童生徒の安全・安心、さらには快適な学習環境を確保するため、老朽化した箇所等の改修お
よび福祉環境に基づく改修の継続的な実施に加え、さらなる小中学校トイレの洋式化を推進する。
・普通教室等へのエアコン整備に向け、平成２６年度以降に行った基本設計・実施設計およびＰＦＩ事業
導入可能性調査の結果を踏まえ、平成２８年度からＰＦＩ方式で事業を進める。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２５年度および平成２６年度に点検を実施した屋内運動場等の非構造部材の耐震化については、平
成２７年度からの繰越事業として平成２８年度は４校（出羽小学校、増林小学校、花田小学校、西中学
校）の改修工事を行う。平成２９年度以降も計画的な非構造部材の耐震改修工事に取り組み、児童生徒お
よび施設利用者の安全性の確保を図る。
・小中学校の普通教室等にエアコンを設置するため、ＰＦＩ方式により事業を進めており、学校保健安全
法第６条「学校環境衛生基準」に基づく学習環境の確保の早期実現をめざす。

重点的な取り組み ２０

新 規
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

学校施設は、児童生徒はもとより教職員が、一日の大半を過ごす場であることから、安全かつ快適な学
校生活を送れるよう学校施設・設備の管理については適切に講じることが必要である。
耐震については、平成２１年度に策定した「越谷市学校施設耐震化計画」に基づき、耐震補強工事を計

画的に実施し平成２４年度において学校施設の耐震化率は１００％になり、構造体の耐震化は完了してい
る。続いて、非構造部材の耐震点検を実施し、安全性の確保を継続していることは高く評価できる。
今後は、エアコンの設置の検討を始めるとのことであるが、学校保健安全法第６条「学校環境衛生基

準」に遵守され、学校環境の一層の充実を図ることを期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

学校は、児童生徒および教職員が安全かつ快適な学校生活を送れる場でなければならないと同時に、非
常災害時における地域住民の避難所としての役割を果たしている。その安心・安全性の確保については、
最大の配慮を払わなければならず、そのためには、行政として、学校施設・学校設備の十分な整備・維持
管理に努めなければならない。
学校施設の耐震補強については、構造部に関しては既に全校完了し、引き続き天井材や照明器具などの

非構造部材に関しても屋内運動場等の耐震点検に着手しており、高く評価できる。
また、施設の老朽化に対応した改修のほか、点字ブロック、スロープ等の設置やアスベスト除去工事を

計画的に行なっており、この点についても高く評価できる。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ｂ

校舎等学校施設・設備の耐震強化および点検、アスベスト対策、児童数増加に伴う仮設教室借上等の安
全性向上に関する整備は順調に進められている。
しかし、多くの小中学校における老朽化に伴い改修の必要な施設設備も残っているため、災害時等の防

災拠点になりうる学校施設の維持管理をさらに進める必要がある。さらに、昨今の猛暑・酷暑の対策（６
月後半位から９月下旬まで暑い年が多くなっている上に、埼玉自体、沿岸地域と比べて夏の平均気温が高
い傾向にある）という視点から見ると、扇風機の設置等は進められているが、エアコンの設置率３．５％
（平成２６年度の日本全国の公立小中学校のエアコン設置率は約３０％：文部科学省調べ）はいまだ低位
である。
学校の施設・設備の耐震化・老朽化対策に限られた予算の範囲で優先順位を付けなくてはならないこと

は十分理解できるので、学校の施設・設備の耐震化・老朽化対策が一段落した段階で、猛暑・酷暑対策も
課題として取り組まれることを期待したい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・屋内運動場や屋内プールにおける非構造部材の耐震化については、平成２５年度および平成２６年度の
点検結果を踏まえ、平成２７年度は東中学校、平成２８年度は出羽小学校・増林小学校・花田小学校・西
中学校の改修工事が完了した。残りの４０校については、平成２９年度に改修工事を実施し、非常災害時
には避難所となる屋内運動場の安全性の確保を図る。
・普通教室等へのエアコン設置については、平成２６年度に小中学校全４５校の基本設計を、平成２７年
度は小学校１５校の実施設計を行った。平成２７年度までは工事の直接施工方式での事業進捗を検討して
いたが、平成２８年度以降は、国庫補助金の活用や財政支出の平準化、さらには学校間格差の解消などの
観点から、平成２９年１０月の本格稼動を目標に、ＰＦＩ方式で小中学校全４５校の一括整備を進める。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

○

教育内部評価

社会公共性

・これらの制度を利用した児童生徒・進学者が、より質の高い教育を受けられる環境
下で学ぶことを通して、地域社会から支えられていることを認識してもらい、将来に
わたり育んだ力を地域社会へ還元してもらうことは、地域社会全体の発展につながる
と考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・入学準備金貸付制度については、平成２７年度は貸付件数４０件、貸付金額２,３０５万円であり、前
年度の６４件、３,６９０万円と比較し、件数および金額ともに減少した。
・償還については、償還率が前年度と比較して低下したことにより、未収金が増加した。
（償還率　平成２６年度：５８.４２％、平成２７年度：５７.７２％）
・平成２７年度の貸付件数が減少したことについては、その理由を検証するとともに、制度のより適切な
周知方法について検討する。
・債権回収事務を強化してきたことで、未収金は平成２１年度をピークに減少してきているが、度重なる
督促にも応じない滞納者も一部存在しており、しっかりと未収金対策を講じる必要がある。今後も債権回
収事務を強化し、貸付金の原資の確保に努めるとともに、収納課債権管理担当と一層連携を深め、さらな
る未収金の減少に努める。
・就学援助制度については、単年度申請となることから、年度当初に全児童生徒の保護者に対して、リー
フレットを配付し、制度周知を行った。また、年度内に本市へ転入した保護者に対しても、同様に積極的
に周知した。平成２７年度の就学援助申請件数は、前年度比８３件減（うち認定件数１２４件減）の
３,６８９件(うち認定件数３,１８７件)である。
・経済的理由により就学の機会が損なわれることのないよう、制度周知をはじめとした取り組みに努めて
いく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・入学準備金貸付制度の貸付金の原資の確保を図るため、償還率向上に向けた取り組みとして、平成２４
年度までは年２回行っていた文書催告を、平成２５年度以降は年４回程度実施している。また、平成２５
年度から連帯保証人への文書催告の時期を例年の７月または８月から５月に繰り上げたことで、滞納発生
から連帯保証人への催告までの期間が大幅に短縮され、現年度分の収納率の向上および滞納繰越分の未収
金の減少につながった。
・臨宅催告についても、平成２３年度は年１回の実施であったが、平成２４年度以降は年４回程度実施す
るなど未収金対策を強化した結果、全体の償還率については、平成２３年度が５１.２７％、平成２４年
度が５７.２９％、平成２５年度が５８.８８％、平成２６年度が５８.４２％、平成２７年度が５７.７
２％と向上することができた。

　　充実度・
　　満足度

・就学費用の一部助成や入学準備金の貸付により、経済的な問題を抱える児童生徒や
進学希望者の就学が可能となり、より質の高い教育環境を提供することができ、就学
者・進学者の資質・能力の向上にもつながっていると考える。

将来性

・就学者・進学希望者が、就学により得た確かな学力・豊かな心・健やかな体は、人
材育成に資することとなり、将来、社会を生き抜く力にもつながっていくと考える。
・就学援助制度および入学準備金貸付制度については、毎年度一定数の申請があるた
め、事業を継続していくことで、申請者の増加が見込まれる不況時に、成果を見込む
ことができる。

○　入学準備金貸付制度の活用の促進と適切な運用（2,305万円）
・制度の周知を図るため、市内中学校３年生の保護者全員および市内高等学校等へ案内書等を配付

　・償還金滞納者に対する臨宅催告等の実施
○　就学援助制度の円滑な実施と適切な運用（3億8,894万5,139円）
　・就学援助システムを活用した制度の円滑な実施
　・制度の周知徹底を図るため、全児童生徒の保護者へリーフレットを配付

的確性
・経済的な問題を抱える児童生徒や進学希望者の保護者に対し、就学費用の一部助成
や入学準備金の貸付を行うことで、教育の機会均等を図るという目的を達成してお
り、教育基本法第４条（教育の機会均等）の趣旨に合致している。

1－3－(1)－④　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育総務課、学務課

★ 多様な就学機会への支援重点的な取り組み ２１

- 58 -



　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業「入学準備金貸付制度の活用」においては、経済状況や家庭環境等による進学機会や学力等の差
がその後の就労・賃金との格差にもつながるという指摘がある中、経済的支援が適切に講じられている。

また、中学校３年生の保護者全員への案内書の配付は、必要としている方々が申請を躊躇することなく
活用できる、満足度の高い制度である。

債権回収事務においても、電算システム導入により催告書発送に係る業務が簡素化されるなど、効率化
が図られたことは評価できる。貸付金の原資の確保に努めることにより、本制度を必要とされる多くの
方々が、希望する進路に向かって等しく教育を受ける機会を確保され、より質の高い教育環境を提供でき
ることを期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

義務教育終了後、高校・大学等に進学を希望する生徒の保護者で入学準備金の調達の困難な家庭に、入
学準備金の無利子貸し付けを行うことは、等しく教育を受ける機会を保障するうえでも大切な施策であり、
中学校３年生の保護者全員への本制度の案内を徹底していることは、温かい配慮といえよう。
なお、本制度の原資を確保するうえでも、貸付金の償還を徹底することは大事なことであり、今後とも、

そのための様々な工夫をしていくことが必要である。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ａ

子どもの６人に１人が貧困（子どもの貧困率１６.３％：平成２６年７月厚生労働省まとめ「国民生活
基礎調査」）といわれる状況にあって、教育の機会均等をうたう教育基本法第４条、および越谷市教育振
興基本計画（施策の方向３「信頼される質の高い教育の推進」）の視点から、就学援助としての入学準備
金貸付制度（無利子）は非常に重要な施策である。

本制度の維持・発展のためには、貸付金の原資確保が必須条件であり、償還率の向上と未収金の減少が
重要であるが、これも前年度までの点検評価の結果を踏まえた未収金対策の取り組みが進められており、
全体的な償還率が２年間で約８％上昇、５８.８８％（平成２５年度）まで改善されていること等、適切
な対応ができていると評価できる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・入学準備金貸付制度の周知については、教育の機会均等を図るため、従前から行っていた中学校３年生
の保護者全員に対する案内書の配付を、平成２６年度から進路指導の時期である１１月に実施するように
した。また、平成２６年度から、事前周知として９月に市内すべての中学校および高等学校にポスター等
を配付し、周知の徹底を図っている。今後も引き続き、本制度の有効な周知方法を検討し、実施していく。
・本制度を実施していくには、貸付金の原資確保が必須条件であるため、滞納者に対しては引き続き督促
や催告などを行い、確実に償還いただくよう対応する。
・度重なる督促にも応じない滞納者については、償還率の向上を図るため、分割納付の推奨や連帯保証人
への催告等を行っているが、さらなる未収金対策として、収納課債権管理担当と連携し、臨宅催告の強化
を図る。

※平成２６年度に、入学準備金貸付制度についてのみ教育外部評価を実施

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

◎

教育内部評価
・平成２７年度は、特別支援教育支援員については小中学校３４校に４８人（特別支援学級に２４人、通
常学級に２４人）を配置し、日本語指導員については２４校に１４人を派遣した。特別支援学級に在籍す
る児童生徒はもとより、通常学級における個別の配慮を必要とする児童生徒も年々増加しているが、特別
支援教育支援員の配置により、日々の教育が充実したものになっている。
・平成２７年度の欠員補充教職員配置実績は、小中学校２９校で、４８人を配置した。児童生徒数の変動
や学籍異動の増加等、種々の要因により多くの臨時教職員を配置することになったが、適切に配置し、年
度当初の円滑な学校運営に資することができた。
・各学校からの特別支援教育支援員の配置要望は年々増加傾向にあり、すべての要望に応じることができ
ていないことが課題である。
・今後も学校および教育センター特別支援教育担当との密接な連携のもと、支援を必要とする状況を精査
し、特別支援教育支援員、日本語指導員の適切な配置・派遣に努めていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・各学校からの特別支援教育支援員の配置要望が多いため、今後も教育センター特別支援教育担当との情
報交換をより一層綿密に行いながら、各学校の実情を考慮した支援員の適切な配置および増員に努めてい
く。

将来性
・学校における教職員配置状況、児童生徒の在籍状況に応じてきめ細かく臨時教職員
を配置する当該事業は、保護者・学校からのニーズも極めて高く、今後、制度の拡充
によって、本市学校教育の一層の質的向上が図られるものと考える。

社会公共性
・各小中学校は、家庭・地域を結びつける地域社会の要であり、臨時教職員の配置に
よって充実した学校教育が行われることにより、地域全体の教育力の向上に資するも
のと考えられる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　児童生徒の豊かな学校生活と円滑な学校運営のための支援（5,108万7,002円）
　・特別支援教育支援員の増員と効果的な配置
　・日本語指導員の配置

的確性

・当該事業は、越谷市教育振興基本計画に位置付けられ、中でも特別支援教育の推進
については施策１－１－ として特に取り上げているところである。必要とされる臨
時教職員の配置は、他の多くの教育施策の基盤となるところであり、本市のめざす質
の高い学校教育の推進に不可欠である。

　　充実度・
　　満足度

・各種代替教職員、特別支援教育支援員、日本語指導員については、学校から配置や
増員を要請される状況が継続しており、保護者等からも毎年多くの配置要望がある。
臨時教職員が配置された場合の保護者や学校の教育の質的向上についての満足度は高
い。

1－3－(1)－⑤　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 学務課

★ 臨時教職員の配置重点的な取り組み ２２

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業は、保護者等からも期待が大きく、一人ひとりに目が行き届いた、きめ細やかな取り組みである。
特別支援教育を必要とする児童生徒は年々増加している現状から、各学校における個別の支援計画・指

導計画の作成など対応もあり、それぞれの特性を踏まえた十分な教育が受けられるよう今後も本事業の取
り組みの継続が不可欠である。また、国内の帰国・外国人児童生徒等の日本語指導員の配置についても、
今後も適切な配置に期待したい。

最後に、本事業には直接的には関係しないことではあるが、臨時教職員が指導力を発揮できるよう、職
場環境や、良好なコミュニケーションを図れるようメンタルヘルスについても、配慮していただきたいこ
とをお願いしたい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

教職員の適切な人的配置、すなわち教えるサイドの体制の充実は、児童生徒の学校生活と学校運営に
とって不可欠な要素である。

病休職員の代替、欠員補充の代替は、必要最低限の措置であり、また、特別支援学級に在籍する児童生
徒に対する特別支援教育支援員の拡充や、外国人に対する日本語指導員の配置は時代の要請に対応した施
策であり、これらを臨時教職員で対応していくことは適切な取り組みといえる。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ｂ

教員の欠員補充、病休等の各種代替員の配置をはじめ、特別支援教育支援員および外国人子女等に対応
する日本語指導員等の臨時教職員の配置は、適切かつ迅速に実施されていて、評価できるレベルである。
その一方で、越谷市では児童生徒数の学籍移動の増加が見られ、中でも近年の特別支援学級の在籍児童生
徒の増加に伴い、市内各学校からの特別支援教育支援員の要望が多くなっており、６５％の要望まで対応
しているものの、すべての学校からの要望に応えきれていない現状がある。

また、埼玉県は外国人人口が全国５位（２０１０年度統計）であり、越谷市内の小中学校での日本語指
導が必要な外国籍・日本国籍・多重国籍の児童生徒に関する支援員配置の要望も増加していることへのさ
らなる対応も喫緊の課題である。２０１４年４月より、学校教育法施行規則第５６条の２、第７９条、第
１０８条および第１３２条の３に基づき、日本語指導が必要な児童生徒に対する「特別の教育課程」も施
行されるなど、将来の社会を担う子どもたちの様々なニーズに適切に対応した教育支援は、今後ますます
重要になってくるため、さらなる量的・質的な支援事業の推進に期待する。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・欠員補充教職員については、児童生徒数の変動や学籍異動の増加等、種々の要因により、例年多くの臨
時教職員の配置が必要となっているが、適切に配置し、年度当初の円滑な学校運営に資することができて
いる。また、病休代替配置については、可能なかぎり迅速に配置するよう努めている。
・特別支援教育支援員については、毎年１～３名の増員を実現してきた。特別支援学級に在籍する児童生
徒はもとより、通常学級における個別の配慮を必要とする児童生徒も年々増加しているが、特別支援教育
支援員の配置により、日々の教育が充実したものになっている。しかし、各学校からの配置要望は年々増
加傾向にあることから、今後も引き続き、教育センター特別支援教育担当との情報交換をより一層綿密に
行いながら、各学校の実情を考慮した支援員の適切な配置および増員に努めていく。
・日本語指導員についても、学校からの要望に沿って適切に配置し、児童生徒への充実した教育活動を実
現している。配置要望件数は年々増加しているが、支援を必要とする状況を精査し、今後も引き続き適切
な配置に努めていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

1－3－(2)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ 教職員の資質・指導力の向上

○　埼玉県から移譲される県費負担教職員研修の円滑な実施
　・中核市移行に伴い埼玉県から移譲される法定研修（初任者研修および１０年経験者研修）、
　　５年経験者研修、２０年経験者研修の実施
　・埼玉県教育委員会が実施する研修との連携

的確性

・教職員研修会の開催や教育研究員の委嘱等による教職員の資質・指導力の向上は、
教育基本法の理念を実現し、学校としての責任を果たしていくうえで必要不可欠であ
り、教育委員会がリーダーシップを発揮して実施するものである。
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律等に、中核市の教育委員会に県費負担教
職員の研修の実施義務があることが規定されており、円滑に研修を実施するための環
境整備が必須である。

　　充実度・
　　満足度

・研修会後に実施している受講者のアンケートにおいても、対象者の満足度は極めて
高く、教職員の資質･指導力の向上に結びついている。
・教職員研修を円滑に実施できる環境が整備されることで、受講者が質の高い研修環
境を享受できる。

将来性

・教職員研修会の開催や教育研究員の委嘱は、教職員の指導力向上に直結するもので
あり、児童生徒の確かな学力、豊かな心、健やかな体を育み、バランスの取れた「生
きる力」の育成につながる。
・教育研究員の委嘱を通して指導力ある教職員を育てることは、平成２７年度の中核
市移行後に、本市独自で開催する各種研修会における指導者育成に資するものでもあ
り、将来における本市の研修の充実が期待できる。

社会公共性
・教職員の資質・指導力の向上は、児童生徒の学力向上に資するものであり、信頼さ
れる学校づくりにも貢献している。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・平成２６年度から、年次経験者研修、職務に応じた研修、出前研修（学校に出向き、要望に応える内容
の研修）等、すべての教職員研修が実践的な内容となるよう、各研修の形式５スタイル（講義、演習、協
議、発表、体験・実習）を明確にするとともに、内容６コンテンツ（知識、理解、協議、応用、分析、評
価）を組み合わせて設計し直し、注入重視の研修から創造重視の研修に転換して実施している。
・受講教員３,１１７名を対象とした各研修会後のアンケートでは、「あなたはこの研修に意欲的に取り
組みましたか」という項目において、９７.７％の受講教員が意欲的に取り組んだと回答し、うち５段階
評価の「評価５（大変意欲的に取り組んだ）」と回答した割合は８１.８％であった。この数値から、受
講者が主体的に研修に取り組み、教職員の資質・指導力の向上の一助となっていることがうかがえる。
・「評価５」の割合の目標値は、平成２８年度８２％、平成２９年度８４％、平成３０年度８６％と段階
的に設定し、教職員の資質・指導力の向上につながるような研修とするため、ＰＤＣＡのマネジメントサ
イクルにより研修内容やスタイルを改善していく。
・今後も埼玉県と同等の研修の内容と質を維持しつつ、小中一貫教育研修、学力向上研修、指導力向上研
修等を実施するほか、越谷市の教育課題に応じた特色ある研修についても継続・実施していく。
・今後は、法定研修受講対象者の把握、研修歴や研修指導実績データの蓄積を確実に行えるよう、教職員
人事データと連動した教職員研修システムの構築を検討する必要がある。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度は、中核市移行後の指導者育成をねらいとして作成した研修指導者リストを活用し、市内
小中学校教員７７名に年次経験者研修の指導者を依頼した。今後も教職員の資質・指導力の向上をめざ
し、多くの教員を研修指導者に抜擢していく。
・平成２７年度に研修プロジェクトチームを立ち上げ、研修プロジェクト会議を９月から月１回実施し、
中核市移行に伴う県費負担教職員研修実施１年目の成果と課題を踏まえ、平成２８年度の教職員研修の円
滑な実施に向け、方向性、内容、日程、成果指標、検証方法等を検討した。

重点的な取り組み ２３

新 規
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ
【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
教員の資質能力を高めることは、より良い教育を実現させるための時代を超えた最大の課題である。中

央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」においても、「学校教育
の充実こそが我が国の将来を左右すると言っても過言ではない。そのためには、（中略）教育の直接の担
い手である教員の資質能力を向上させることが最も重要である」と述べられている。
　中核市移行に伴い県から法定研修も委譲されることとなった本市では、年間５６８回もの研修を行って
いるという。それに伴い、「日本一の教育センターを誇る」という意気込みのもと、教員育成指標とも言
える「教職員研修スタンダード」の策定、研修運営のための手引きの作成など、他の自治体のモデルとな
るべき意欲的かつ先進的な取り組みを行っている。これらの取り組みに対してきわめて高く評価するとと
もに心からの敬意を表したい。
　越谷市で勤務した教員が他市町村に異動した際にはリーダー的存在となれるよう、さらなる教職員研修
の充実・発展を期待したい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） A
【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
中核市移行に伴って直面した研修実施に関する諸課題に、的確に取り組まれていた点が評価される。特

に埼玉県教育委員会が実施する研修と連携しながら、越谷市の教育課題に対応した研修を実施するために
努力されたことは、今後の教職員研修を充実させていくための貴重な指針を提供してくれるものであった
と言える。今年度の取り組みで見えてきた課題を整理し、越谷市独自の研修を実施して行くためのさらな
る工夫が望まれる。
　平成２７年度は、小中学校教員７７名を年次経験者研修の指導者とすることや、研修プロジェクト会議
を定期的に実施する等の取り組みが行われ、研修指導者の育成についても配慮されていた。長期的視座か
ら研修を充実させていくと言う意味で、重要な取り組みであったと言える。
　こうした、教職員の資質・指導力の向上を、単年度での成果だけでなく、将来に向けての持続的取り組
みにしようとしている点は特筆すべきことである。研修内容に関しては、保護者との信頼関係づくり、同
僚との連携やチームとしての学校のあり方を含め、教職員が必要とする事項を精査しながらの充実が期待
したい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） B
【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
　受講した教員のほぼすべてが「意欲的に取り組んだ」と回答し、「大変意欲的に取り組んだ」とする回
答が８割以上ということは、内容や方法等に相当の工夫をされたのであろう。この点は大変高く評価でき
る。
　一方、それのみをもって「研修の効果が発揮された」と判断することは困難であり、この点をヒアリン
グに先立って確認したところ、「アウトカムという視点では、児童生徒への効果の波及という評価軸で、
埼玉県学力学習状況調査結果の数値、不断の授業改善の継続性という評価軸で、市内全教職員対象とし
た、教師の授業改善のための自己評価シートの結果を含め、総合的に点検評価の材料としている」との回
答であったが、そうであれば、これを示したうえで評価の妥当性を説明すべきではないかと思われる。
　また、自己評価欄に「教職員の資質・指導力の向上につながるような研修とするため、ＰＤＣＡのマネ
ジメントサイクルにより研修内容やスタイルを改善する」とあるが、まさしく今回の評価において確認し
たいことは、そのＰＤＣＡサイクルを具体的にどのように回そうとしているのか、そのための指標、評価
軸は何か、それは妥当か、その評価結果はどうか、それが確実にフィードバックされる仕組みとなってい
るのか、といった点である。
　越谷市では、県から移行された研修のみならず、越谷市独自のものを含め実に多様かつ重層的に研修を
実施していると思われる。一方、それらがどの程度の効果を挙げているのか、これが見えにくい。
　少子化の中、各自治体は定住人口の確保という観点では正に競争状態になっている。その中で「教育」
は、自らが住居を構える地域を選択するうえで、非常に重要な判断要素となっており、多くの自治体が力
を入れて取り組んでいる。こうした中、越谷市がどのようなことに力を入れているのか、ストレートに言
えば、越谷市に住めば我が子の教育は安心できるのか、こうした質問に答えていくことが求められている
のである。
　以上を考慮し、評価をＢとした。

平成28年度 教育外部評価結果
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　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）
・下記のＰＤＣＡサイクルで教職員の資質・向上をめざす教職員研修の充実を図り、あわせて説明責任、
結果責任を果たすことで、通学する魅力のある学校・授業力ある教職員の育成をめざす。
・計画については、研修プロジェクト会議において評価と並行して行い、日々の研修運営の中で成果と課
題を適宜データとして残すことで、持続的な視点でフィードバックするシステムを構築する。
・実践については、学力向上につながる研修を核としつつ、その時々の課題、学校現場のニーズ、不易と
流行を踏まえ、教職員として必要な様々な資質・指導力の向上をめざし、質、量ともに充実する研修を
コーディネートする。
・評価については、９月から２月の期間に月１回開催する研修プロジェクト会議での中間、事後評価およ
び研修担当者による検証を行い、改善策を検討する。また、３つの評価軸および指標を次のとおり明確化
する。
【評価軸１】「主体的・協働的な学びの要素を含んだ研修への転換と自己研修への誘因」（検証方法：研
修生アンケート結果の活用　指標：５段階自己評価で最高値５と回答した割合を平成３０年度に８６％到
達とする）
【評価軸２】「児童生徒への効果の波及」（検証方法：埼玉県学力学習状況調査結果、指標：対象学年、
対象教科の平均値を平成３１年度までにすべて県平均値を上回ることとする）
【評価軸３】「不断の授業改善と継続性」（検証方法：市内すべての教職員を対象とした授業改善のため
の自己評価シート結果、指標：３観点１３項目を平成３２年度９８．０％到達とする）
・改善策については、「越谷市で学ぶ喜びと誇りを子供に還元」をコンセプトに、越谷市独自の研修体系
および研修スタンダードを生かし、本市の特色や人的･物的財産を生かした研修、本市の課題等に向き
合った研修の実施とする。特に本市の課題である学力向上を本市の特色、強みに変換できるように、年間
６００に迫る教職員研修の中で、年次経験者研修の教科研修において、具体的な指導ポイントの明示、系
統図の活用方法の解説、教材研究の仕方の説明を継続的、段階的に実施する。加えて、教科主任対象の研
修を段階的に立ち上げ、学力向上につながる解説型の示範授業演習、自学自習システムを活用した問題集
の提供等を行う。

初任者研修 教育課程・学力向上研修会 
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価
・教職員研修は、資質向上基礎・基本研修（年次経験者研修、職務に応じた研修）、授業力アップ研修（教科等研
修、領域等研修）、その他の研修（出前研修、オープン校内研修、教育研究員の各部会、連絡協議会等）があり、担
当者の反省や研修受講生の研修会後のアンケートを踏まえて内容・方法を随時見直し、実践的研修を実施してい
る。平成２６年度以降、教職員研修の充実に向け、形式５スタイル（講義、演習、協議、発表、体験・実習）、内容６コ
ンテンツ（知識、理解、協議、応用、分析、評価）を組み合わせて各研修を設計し、注入重視の研修から、創造重視
の研修に転換している。
・「２，３年次、臨時的任用教員研修」は、管理職からの要望もあり、平成２７年度は、指導主事および教育指導員が
希望校に複数回訪問し、研究授業に対する指導助言を行った。「指導力向上（４～９年次）研修」、「初任者研修」、
「５、１０、２０年経験者研修」は、内容、回数、適時性ともに管理職からの評価が高く、若手教職員の資質・指導力の
向上に役立った。また、外部講師を招聘しての研修講座や各教科等の研究授業は、市内小中学校の希望する教職
員が参加できるよう、オープン化した。
・３,１１７名を対象とした各研修会後のアンケートでは、「あなたはこの研修に意欲的に取り組みましたか」という質問
に対して、９７．７％の受講者が意欲的に取り組んだと回答し、うち５段階評価の評価５（大変意欲的に取り組んだ）と
回答した割合は８１．８％であった。この数値からも、各研修会受講者が主体的に取り組み、教職員の資質・指導力
の向上の一助になったといえる。なお、評価５の割合の目標値は、平成２８年度８２％、平成２９年度８４％、平成３０
年度８６％と段階的に設定し、教職員の資質・指導力の向上につながるような研修をめざし、ＰＤＣＡのマネジメントサ
イクルにより研修内容やスタイルを改善していく。
・今後も県と同等の研修の内容と質を維持しつつ、小中一貫教育研修、学力向上研修を実施するほか、本市の教育
課題に応じた特色ある研修も継続、実施する方向性である。また、年次経験者研修では市内小中学校教員７７名に
指導者を依頼したが、以後も教職員の資質・指導力の向上をめざし、多くの教員を研修指導者に抜擢していく。
・今後は、法定研修受講対象者の把握、研修歴や研修指導実績データの蓄積を確実に行えるよう、教職員人事
データと連動した教職員研修システムの構築を検討する必要がある。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度は、研修プロジェクト会議を９月から月１回実施し、中核市移行に伴う県費負担教職員研修実施１年目
の成果と課題を踏まえ、平成２８年度の教職員研修の円滑な実施に向け、方向性、内容、日程、成果指標、検証方
法等を検討した。

将来性

・教職員研修会の開催や教育研究員の委嘱は、教職員の指導力向上に直結するもので
あり、児童生徒の確かな学力、豊かな心、健やかな体を育み、バランスの取れた「生
きる力」の育成につながる。
・教育研究員の委嘱を通して指導力ある教職員を育てることは、平成２７年度の中核
市移行後に、本市独自で開催する各種研修会における指導者育成に資するものでもあ
り、将来における本市の研修の充実が期待できる。

社会公共性
・教職員研修会の充実は、児童生徒の学力向上に資するものであり、信頼される学校
づくりにも貢献している。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　多様な教育課題に対応できる豊かな人間性と確かな指導力を持った教職員の育成
                                                                                                                  （334万925円）
　・教科指導等の実践的指導力の向上を目的とした「指導力向上研修」の実施
　・専門性を高め、資質の向上を目的とした「職務に応じた研修」の実施
　・校内研修の内容を共有し、広く教職員の資質・能力の向上を目的とした「オープン校内研修」の実施
　・実践的指導力と使命感を養う「２，３年次、臨時的任用教員研修」の実施

的確性

・教職員の資質・指導力の向上を目的とした教職員研修会の開催は、教育基本法の理
念を実現し、学校としての責任を果たしていくうえで必要不可欠である。
・教職員の大量退職、大量採用時代を迎えた今日、本市でも急増している教職経験の
浅い教職員を対象とした研修の充実は喫緊の課題であり、地方教育行政の組織及び運
営に関する法律等に基づき、教育委員会がリーダーシップを発揮して実施するもので
ある。

　　充実度・
　　満足度

・研修会後に実施している受講者のアンケートにおいても、対象者の満足度は極めて
高く、教職員の資質･指導力の向上に結びついている。
・教職経験の浅い教職員を対象とした指導力向上研修では、生徒指導研修、特別支援
教育研修、特別活動・道徳選択研修、中学校教科指導研修を開催し、幅広い分野にわ
たって学ぶことができる環境を整えており、本市教育行政に対する信頼度の向上に結
びついている。

1－3－(3)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 教育センター

★ 教職員研修の充実重点的な取り組み ２４
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

学校応援団の推進 Ｂ －

地域に根ざした特色ある学校づくり １－４－（１）

施策の方向４ 保護者・地域との協働を進める

重点的な取り組み ２５

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

1－4－(1)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 指導課

★ 学校応援団の推進

Ｂ

○　学校応援団活動の活性化（400万円）
　・学校応援団づくり推進委員会の開催
　・学校応援コーディネーター養成研修会および交流会の開催
　・学校応援団実践発表会の開催
　・学校応援団組織強化に対する支援

的確性
・学校応援団を推進し、地域全体で子どもを育てることは、学校・家庭・地域の連携
を示した教育基本法第１３条（学校、家庭および地域住民等の相互の連携協力）およ
び越谷市教育振興基本計画の趣旨に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・市内小中学校全校に学校応援団が組織され、各学校では特色ある活動が展開されて
いる。地域の教育力を活用して子どもたちに豊かな学びを保障し、｢生きる力」の育
成を図る体制が確立されつつあり、さらに今後の活動の充実が期待される。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年４月からの中核市への移行に伴って県の補助金が対象外となるため、財源確保が課題であっ
たが、補助金については、国へ直接申請を実施した結果、４００万円の事業費を確保することができた。
平成２８年度以降も引き続き同額の事業費を確保し、各学校の学校応援団活動の充実を図っていく。
・各学校の学校応援コーディネーターやボランティアの人材確保が課題となっていたが、今後は、退職教
職員をボランティアとして活用することを検討していく。

将来性
・学校応援団の活動は、児童生徒を健やかに育むために学校・家庭・地域が連携協力
して取り組む活動である。三者の強い絆のもと、地域ぐるみで子どもを見守り支えて
いくことにより、子どもたちが豊かに生きる力を育むことができる。

社会公共性
・子どもたちを健やかに育むため、学校・家庭・地域が一体となり、地域全体で教育
に取り組む本事業は、地域の人々との交流が深まり、地域の教育力が向上するととも
に、ボランティアの方々の自己実現を図ることができる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ）

・平成２７年度は、「越谷市学校応援団づくり推進委員会」（３回）を開催した。講師を招へいし、学校
応援コーディネーター交流会や実践発表会を開催し、大相模小・大沢小・南中の特色ある学校応援団の活
動の実践発表や、各学校の具体的な取り組みについての情報交換を行った。また、「安全・安心」をテー
マに防災体制の充実を図る研修会では、講師に元石巻市立北上中学校長 畠山卓也氏を招き、「東日本大
震災に学ぶ」と題した講演会を開催し、安全・安心な学校づくりに向け、学校・家庭・地域への啓発を図
ることができた。
・東部地区学校・家庭・地域実践発表会において、県の研究委嘱を受けた桜井小学校の学校応援団会議等
の実践について発表し、広く市内外に取り組みを紹介するとともに、各学校における活動の充実に役立て
た。
・平成２７年度の市内小中学校における学校応援団の実績は、ボランティアの参加人数は約１万人、活動
延べ人数は約１３万人であり、学習支援、環境整備への支援、安全・安心の確保への支援、学校行事への
支援等、各学校の実態に合わせた、特色ある取り組みを実践している。また、年度末に各学校の特色ある
取り組みを「越谷市学校応援団づくり推進委員会事業報告書」として冊子にまとめ、各学校や学校応援
コーディネーターへ配付し、各学校の取り組みを広めている。
・課題としては、各学校を取り巻く地域の状況、人材確保の状況および各学校の学校応援団に期待するも
の等が異なるため、各学校の組織や活動状況、ノウハウの蓄積に差があることが挙げられる。そのため、
各学校の取り組みについて情報交換を行うことにより、ノウハウを共有し活動の充実を図ることが必要で
ある。また、各学校の学校応援コーディネーターやボランティアの人材確保、学校応援団活動の広報も課
題となっている。
・今後は、コミュニティ・スクールの推進とも関連して、学習支援を充実するために退職教員ボランティ
ア制度および学生ボランティア制度を整備し、小中学校の取り組みを支援する。また、学校応援団の活動
として、小中学生を対象とした希望による放課後などの学習支援を新たに実施する。

重点的な取り組み ２５
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実 Ｂ －

循環型生涯学習の推進 Ｂ －

人権教育推進事業の充実 Ａ －

図書館機能の充実 Ｂ －

図書館システムの活用 Ｂ －

子ども読書活動の推進 Ｂ ＡＡＢ

中央図書室の整備 Ｂ －

科学体験事業の充実 Ｂ －

科学講演会や講座・教室の開催 Ｂ －

推進体制の充実 ２－１－（１）

学習活動の充実と学習成果の活用 ２－１－（２）

青少年の健全育成の推進 ２－１－（３）

社会教育における人権教育の推進 ２－１－（４）

図書館の充実 ２－１－（５）

科学技術体験センターの充実 ２－１－（６）

施策の方向１ 生涯を通じた学習活動を推進する

重点的な取り組み ２８

重点的な取り組み ２９

重点的な取り組み ２６

重点的な取り組み ３０

重点的な取り組み ３１

重点的な取り組み ３２

重点的な取り組み ３３

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

重点的な取り組み ３４

重点的な取り組み ２７
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

○

教育内部評価
・乳幼児期・少年期・青年期・成人期・高齢期別の学級・講座をはじめ、生涯学習フェスティバル、こし
がや市民大学、ＩＴ講習会、リーダー・ボランティア養成講座、子育て講座など、生涯学習の拠点施設で
ある地区センター・公民館を中心に、ライフステージ・ライフスタイルに対応した各種学級・講座を開催
することで、市民の多様なニーズに的確に対応するとともに、市民が自主的・主体的に生涯学習活動に参
加できるよう学習機会の充実に努めている。
・生涯学習フェスティバルやこしがや市民大学は、参加する側から企画する側に参画できる仕組みとなっ
ており、市民が主体となって生涯学習活動ができ、学んだ成果を地域づくりに生かす生涯学習社会の推進
を図ることができている。
・公民館事業では、こしがやミュージックフェスタにおいて、地域の高校生が企画段階から参画して事業
を実施し、青年期の事業参加と活性化のための取り組みを行っている。
・青年期を対象とした各種講座事業とその参加者が少ないため、青年期の事業参加と活性化が図られるよ
う対策を講じることが必要である。
・今後も、地域の学生と協力し事業を実施するなど、青年の意見を取り入れながら、青年が参加しやすく
なるような取り組みを多く展開していくよう努める。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・生涯学習フェスティバルにおいては、地域の大学生に企画段階から参画していただき、人材育成を図る
とともに、青年の意見を取り入れながら事業を実施している。また、平成２７年度は、地域の高校生によ
る食育に関する事業を実施するなど、より多くの学生・青年が事業に参加するよう取り組んだ。

将来性
・事業の開催にあたっては、参加する側から、企画する側に参画できるような取り組
みも進めており、将来に向けた人材の育成を図っている。また、学んだ成果を地域づ
くりに生かす生涯学習社会の推進という観点からも期待できる。

社会公共性
・ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実を図ることにより、学
ぶことの楽しさを知り、心豊かな生活につながることが期待できる。また、主体的に
学ぶ人が増えることは、社会全体の教育力の向上と、地域社会の発展につながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　各種学級・講座等の開催（1,183万6,206円）
　・生涯学習フェスティバルの開催
　・地区センター・公民館における各種学級・講座の開催

的確性
・生涯学習の拠点施設としての地区センター・公民館等で各種学級・講座等を開催
し、ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実を図ることは、教育
基本法における生涯学習の理念に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・生涯学習フェスティバルやこしがや市民大学の開催にあたっては、関係委員、関係
団体と協議のうえ決定し、市民ニーズを踏まえながら実施している。

2－1－(2)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実重点的な取り組み ２６重点的な取り組み ２６
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業は、多様化・高度化している市民の学習ニーズを的確にとらえ、市民が自主的・主体的に生涯学
習活動に参画できるよう企画・実施がされている。とりわけ、「生涯学習フェスティバル」は、市民が主
体的となってライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な生涯学習活動が行われている。２４の事業
が実施されていることは大きく評価されるものである。
また、公民館等で開催されている事業については、地域の特質を生かしながら「乳幼児期・少年期・青
年期・成人期・高齢期」別に、参加意欲が持てる開催内容の検討や参加可能な日時の設定などに努めてい
る。
課題である青年期の事業参加・活性化については、青年の興味関心のニーズ把握やグループでの参加推
進など進めることも考えられる。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

生涯学習の拠点施設である地区センター・公民館での様々な学級・講座や、市全域を対象として行う生
涯学習フェスティバル、市民大学、ボランティア養成講座等々、様々な事業を積極的に実施しており、生
涯学習社会の実現をめざす本市教育行政の基本理念の実現に努めていることは、十分評価に値する。
また、事業の実施にあたって、参加者側の企画参加を積極的に導入し、とりわけ、学生・青年たちの参
加を努めて取り入れるなど、市政の基本理念である市民参加・協働を重視する姿勢は高く評価できる。
ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実を図ることは、個人レベルでは、学ぶこと
の楽しさを知り、心豊かな生活につながるが、さらに、より良い市政の実現、あるいは市内の各地区にお
ける健全なコミュニティの形成に向けて役立つ「市民学」ともいうべき講座や自治基本条例がめざす「市
民主体の自治のまちづくり」に向けたリーダー養成講座等を一層充実していくなど、学習成果を地域に生
かす手だてを講じていくことも大切なことである。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ｂ

地区センターや公民館における年代別の様々なニーズを踏まえた学級や講座のほか、「こしがや市民大
学」や「生涯学習フェスティバル」の取り組みでは、参加する側から企画する側へ回って参画することが
できるという、市民が自主的に生涯学習活動に参加できる学習機会として実施されており、成果を上げて
いる。
課題としては、青年期を対象とした各種講座事業とその参加者が少ないことから、こうした青年期層の
事業参加の活性化が必要ということが、教育内部評価から挙げられているが、ここでいう「青年期」の範
囲が１６歳から３０歳までとかなり幅広く、高校生中心の１０代後半、大学生や就職して数年の２０代前
半、仕事が定着してきて結婚し家族を持ち始める２０代後半の興味関心の方向は、それぞれ異なったもの
になると考えられる。したがって、この年代の区分をもう少し細分化して、それぞれの層からのニーズを
拾ってみると、よりライフステージにマッチした事業の提供が行えて、参加者の増加や活性化が図れるの
ではないかと考えられる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・参加する側から企画する側へというように、学習成果を地域社会に生かすため、引き続き生涯学習リー
ダー養成講座等の充実を図り、将来に向けた人材の育成に努めている。
・１６歳から３０歳にわたる青年期の範囲を細分化し、それぞれの層のニーズを把握するため、平成２６
年度に、青年期事業のアンケートの回答者属性を細分化した。今後は、新手法のアンケートの結果を分析
し、ニーズに対応した事業展開に努めることで、青年期事業の参加者増加や活性化を図っていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

2－1－(2)－⑥　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 循環型生涯学習の推進

○　学習成果の地域社会への活用（10万2,000円）
　・生涯学習リーダー・ボランティア養成講座の開催
　・生涯学習リーダーバンクへの登録の促進

的確性

・自ら学んだ知識や経験などを地域社会やまちづくりに生かすことができるよう、生
涯学習リーダー・ボランティア養成講座の開催や生涯学習リーダーバンクへの登録促
進を実施し、循環型生涯学習の推進を図ることは、教育基本法第３条における生涯学
習の理念に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・すでに生涯学習リーダーとして活動している方にスキルアップの機会を、また、こ
れからボランティア活動を始めたいと考えている方に基礎知識習得の機会を提供する
ことにより、対象者の資質・能力の向上につながる。

将来性
・学習成果を地域社会に生かす手段として、各種事業等において、リーダーやボラン
ティアとして活躍できる人材を育成するとともに、その活用を図り、ひいては、その
経験を地域の活動に生かすことで、循環型生涯学習を推進することができる。

社会公共性
・市民が自主的・主体的に学び、自らが得た知識や経験などを地域社会に生かすこと
ができる環境づくりは、社会全体の教育力の向上はもとより、人と人とがつながるこ
とで協働による自立した地域社会の創造も期待できる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・生涯学習リーダー・ボランティア養成講座は、これから生涯学習のリーダー、ボランティア活動を始め
たい方を対象とした入門編と、講師やボランティア等の活動をすでに実践している方を対象とした実践編
があり、平成２７年度は、それぞれ２回開催した。延べ８２人に参加いただき、活動の基礎知識の習得や
スキルの向上を図ることができた。
・学習成果を地域社会に生かす仕組みづくりとして、生涯学習リーダー・ボランティア養成講座入門編の
受講生に対し、生涯学習フェスティバルのボランティアスタッフへの参加を呼び掛けたところ、平成２７
年度は６人に参加いただいた。この取り組みにより、学んだ成果を実際の事業で生かすことができた。
・隔年で発行している生涯学習情報誌『越谷市生涯学習リーダーバンク』は、平成２７年度に改訂版（第
１２版）を作成した。この冊子は、生涯学習に関する様々な分野の講師や指導者の方々２１３人の登録を
いただき、市民の多様な学習ニーズに応じて、幅広く活用されている。
・課題としては、生涯学習リーダー・ボランティア養成講座の受講生および生涯学習リーダーバンクへの
登録者が減少しているため、多くの方に関心を持っていただけるよう、講座内容の検討や対象者の見直
し、広報や募集方法の工夫などの対策を講じる必要がある。
・今後も、循環型生涯学習の推進を図るため、市民が自主的・主体的に学びを継続し、学習成果を地域社
会やまちづくりに生かすことができる環境づくりに努めるとともに、学習ニーズの多様化や複雑化に対応
できるよう努める。

重点的な取り組み ２７重点的な取り組み ２７
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

◎

教育内部評価
・人権・同和問題講演会は、越谷市人権教育推進協議会、越谷人権擁護委員協議会越谷部会との共催によ
り、社会教育関係団体をはじめ、企業、学校教育関係者、一般市民など、多くの参加者から高い満足度を
得られ、効果的な事業を実施することができた。
・埼葛人権を考えるつどいでは、住民の人権意識の高揚と正しい理解を図ることを目的に、埼葛１２市町
の教育機関や団体など多くの方の参加のもと、地域間の交流を通じて広域的な人権教育の推進を図ること
ができた。
・地域住民への人権教育の一環として、地区センター・公民館を活用し、全地区において家庭教育学級に
人権学習講座を組み入れるとともに、高齢者や女性を対象とした学習講座を開催するなど、幅広い世代に
対し学習機会を提供することができた。また、中学生に対しては、人の命や権利を大切にする心を育てる
ための講演を開催し命の尊さについて考える学習機会を提供しており、世代や対象者に合わせた効果的な
事業を実施することができた。
・受講者が学習で得た知識を地域に広められるよう、人権教育指導者養成のための講座を開催した。
・今後も、同和教育をはじめとする様々な人権教育および啓発活動を推進し、差別意識の解消に努める。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・高齢者の人権、女性の人権、子どもの人権、障がい者の人権など、幅広いテーマの講座を開催し、市民
が人権問題の正しい理解と認識を深めることができるよう人権教育を推進し、差別意識の解消に努めた。

将来性
・いじめや差別の発生を防ぐとともに、人権問題を自分自身の問題としてとらえる感
覚を身に付けられるよう、人権問題に関する学習の機会を継続して提供する必要があ
る。

社会公共性
・人権教育推進事業は、差別や偏見のない社会づくりのための事業であり、継続して
実施することで、家庭や地域など社会全体の教育力や人権感覚の向上につながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ａ

○　人権・同和教育の普及・啓発（257万2,675円）
・人権・同和問題講演会の開催
　・地区センター・公民館における人権教育推進事業の実施

的確性
・地方公共団体は、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条の規定により、
人権教育に関する施策を策定し、実施する責務を有している。

　　充実度・
　　満足度

・専門的知識を有する方を講師にした学習講座や人権教育の指導者を養成するための
講座など、事業内容に工夫を凝らし、充実した施策となるよう展開している。

2－1－(4)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 人権教育推進事業の充実重点的な取り組み ２８
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価
・本市の図書館サービスについては、本館を中心に、北部・南部・中央の３つの図書室が一体となって提供してお
り、平成２５年度の状況として、蔵書冊数が県下第７位の約５９万冊である一方、貸出冊数は約１７２万冊で県下第３
位となっていたが、３０万都市の蔵書冊数としては、さらなる充実を図ることが必要とされていた。こうした中、レイクタ
ウン地区の人口増等を踏まえると、蔵書冊数が約１０万冊の南部図書室は、本市の南部地域における図書館サービ
スの拠点としては十分なものとはいえず、機能の強化を図ることが求められていたことから、先進図書館の動向や利
用者の要望等を反映し、平成２６年の９月にサンシティショッピングセンターの６階へ移設し、蔵書や施設機能の拡充
整備を行った。
・中央図書室の開設による機能強化の限界等がある中、南部図書室をサンシティショッピングセンターの６階へ移設
したことで、蔵書冊数は約１０万冊から約１８万冊(貸出中の冊数を含む収蔵能力・平成２７年度末は約１３万冊)へ、
学習席を含む閲覧席数は約４０席から約２２０席へ、面積は約６９０㎡から約２,３００㎡へと各々拡充されるとともに、
「こども図書室」の設置、インターネット閲覧用パソコンや自動貸出機の設置、視聴覚資料の新規整備、飲食が可能
な「くつろぎ空間」の確保なども実現できた。
・新南部図書室のオープン後の９月から３月における利用状況について、ＣＤ・ＤＶＤを含む個人貸出数が、前年度
比１３５,０２４点(６２％)増の３５２,０２３点、入室者数が、前年度比１８９,５０１人(１３５％)増の３３０,２４８人となり、平成２７
年度における利用状況も同レベルで推移していることから、地域の活性化への貢献も大きいと考えられる。なお、蔵
書冊数については、平成２７年度末において、市全体で約６４万冊となり着実に増加してきているところであるが、中
央図書室の年次的な整備分を含めると約７０万冊を所蔵することが可能なため、引き続き、蔵書の充実を図っていく
必要がある。
・また、今後においては、北部地域における図書館機能の強化が必要とされており、公共施設のマネジメントの視点
等を踏まえ、複合施設としての整備を基本に検討を加えていく。
・歴史的資料の整理保存については、基礎的な資料整理という点において一定程度の進捗が図られているが、今
後は、貴重資料のデジタル化による保存と公開を含め、より多くの方々に情報発信をしていけるような仕組みづくりが
必要であり、保存・展示等の機能を持つ施設の整備も求められるところである。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・北部地域における図書館機能の強化策の１つとして、平成２８年度から、桜井地区センター・公民館において「わら
べうたや絵本の読み聞かせ」の行事を開催することにしている。
・歴史的資料については、順次、写真資料の整理も進めており、その活用について検討を加えていく。
・市史専門委員による企画で月替わりでのテーマ展示を行ってきているが、今後の施設整備にあわせ、蓄積された
資料が有効活用できるよう準備をしていく。
・資料のデジタル化による保存と活用については、国立国会図書館のデジタル化資料送信サービスの動向等を踏ま
え、図書館システムの改善にあわせ検討をしていく。

将来性

・通勤・通学等による駅利用者が多く、レイクタウン地区の人口増もあり、将来的により多くの新
南部図書室の利用が見込まれる。
・デジタル化による資料公開を含めた収集資料の活用の推進を図ることにより、市民・地方史
研究者の研究等に寄与することが期待できる。

社会公共性

・サンシティ近隣の賑わいの創出や、第３セクターの公的資産を含む公共施設のマネジメント
の視点等を踏まえ、サンシティショッピングセンターの６階フロアを南部図書室として活用する
ことは、社会公共性において大変意義がある。
・歴史的資料については、将来へ継承するために整理し保存を行うことで、地域固有の情報
発信が可能となる。所蔵資料の活用の推進に向けた取り組みは、市民の郷土に対する理解と
愛着を育むうえで重要であり、地方史研究にも貢献することができる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　南部図書室の蔵書等の充実（1,433万9,194円）
・南部地域における図書館サービスの拠点である南部図書室の蔵書等の充実

　・「こども図書室」の有効活用
○　歴史的資料の整理保存（293万2,014円）
・市史専門委員の委嘱　　　　　　　　　　　　・市史編さん時における未整理資料の整理と目録化

　・中性紙封筒・中性紙保存箱等による資料保存　・資料のくん蒸
　・資料のデジタル化による保存と活用の準備

的確性

・サンシティショッピングセンター６階への移設による南部図書室の機能強化は、本市の南部
地域における図書館サービスの向上を図るための、最適な取り組みである。
・図書館法第３条（図書館奉仕）において、図書館は、郷土資料・地方行政資料の収集にも十
分留意するよう努めなければならないと規定されている。

　　充実度・
　　満足度

・２つの鉄道路線が交差するなど利便性の高い場所において、一定程度の規模とレベルで運
営していることから、新南部図書室の利用者の満足度は大きいといえる。
・現在、資料の整理と保存対策を行い、貴重な歴史的資料の散逸や劣化の防止に努めてい
るが、今後は、歴史的資料の活用の推進に向けた取り組みが必要となる。

2－1－(5)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 図書館

★ 図書館機能の充実重点的な取り組み １３重点的な取り組み ２９

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
南部図書室をサンシティショッピングセンターの６階へ移設したことで、蔵書冊数は約１０万冊から約１８万冊（オー
プン時は約１２万冊）へ、面積は約６９０㎡から約２,３００㎡へ、閲覧席数は約４０席から約２２０席へと、それぞれ大幅
に拡充された。さらに、インターネット閲覧用パソコンや自動貸出機の設置、視聴覚資料の新規整備、飲食が可能な
「くつろぎ空間」や「こども図書室」の設置など、質的な充実も図られた。それに伴い、貸出数・入室者数とも大幅な増
となった。南部図書室のサンシティショッピングセンターへの移設は、適切な取り組みであったと評価できる。今後は、
越谷市独自の不登校児童生徒の居場所としての図書室のあり方について検討していただけるとありがたい。また、
交通の便や地元商店街の特性を生かした様々な図書室利用のアイデアも検討していただきたい(アイデアの一般公
募も可)。
歴史的資料の整理保存についても、貴重資料のデジタル化による保存と活用の準備は確実に進められている状
況であるが、その公開に向けた情報発信のあり方について、市民の利用のしやすさの観点から、さらに検討してい
ただきたい。
全般的に図書館に関する事業は、特徴的な取り組み等が地元新聞等のメディアでも取り上げられるなど、他の事
業と比較して適切な広報活動が活発である。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
市民の利便性を優先し、新南部図書室を駅近くに設置するなどの工夫が計画的に推進されている。また、市内の
４つの図書館（室）がそれぞれの役割を果たし、一体的・効率的なサービスの提供に努めていることがうかがえる。特
に、南部図書室に設置された「こども図書室」は、乳幼児やその保護者への手厚い配慮であると考える。乳幼児期
から優れた絵本等に触れる機会を持つことで、生涯にわたる読書活動に寄与できると考える。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ｂ
南部図書室の移設については、サンシティショッピングセンターのワンフロアが丸々空くという偶然が重なった面も
あるが、その機会をとらえ、タイムリーに対応することができたことは評価できる。また、機能充実の内容についても、
置かれている条件の中で適切に対応できているのではないかと思われる。
一方、利便性の高い場所に移設しても、その積極的な広報活動は移設時のみであり、以降はウェブページを含め
た通常の媒体を通じてのものにとどまっている。利用者の裾野をより広げ、リピート率を向上させるためには、まずは
人を惹きつけるイベント等の取り組みを充実させるとともに、それを積極的にＰＲしていくことが不可欠であろう。
また、閲覧者を増加させることは、地域としての集客力を向上させ、地域の活性化にも結びつくものである。その意
味では、目的を共有しうる地元の商店会や自治会等との連携も必要であると思われるが、こうした取り組みは現時点
では行われている様子がない。まず、自らすべきことをするということは大切ではあるが、ときには「他人の褌を使う」
という発想で、双方にメリットのある形で取り組んでいくことも必要ではないか。
歴史的資料の整理保存は、自治体としての義務であろう。もちろん予算を含めたリソースが限られる中で、どのよう
な範囲、どのような期間で取り組むかということは検討の余地はあるが、こうした事業に確固たる姿勢で取り組むこと
こそ、文化都市としての覚悟が問われるのではないかと思われる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・「子育て支援コーナー」と「おはなし室」がある「こども図書室」において、市民ボランティアの方の
協力により、０・１歳児と保護者を対象とする「わらべうたや絵本の読み聞かせ」の行事である「ちびく
まちゃんのおへや」を平成２７年度から開始したところであり、また、学習支援機能の強化策として、ス
ペースを弾力的に活用し、閲覧席のさらなる拡充を図った。なお、平成２８年度からは、買い替えなどに
より除籍した本の有効活用と図書室の利用促進を図るため、利用者へ本を無償提供する「本のリサイク
ル」を実施するとともに、小学生を対象に、夏休み特別企画として「図書室見学ツアー」を開催すること
にしている。
・今後も、２つの鉄道路線が交差する場所に立地しているというメリットを生かし、移設目的の１つであ
るサンシティ近隣の賑わいの創出にもつながるよう、運営にさらなる工夫を加え、利用者の増加をめざす。
また、北部地域における図書館機能の強化にあわせ、全市的でより身近な図書館ネットワークを構築すべ
く、地区センター・公民館や学校図書館等の関連施設との連携のあり方について調査研究を加えていく。
・歴史的資料の整理保存については、資料の目録化や保存対策の進捗が図られていることから、今後はそ
の活用に向け、市民の利用しやすさの観点も踏まえつつ、貴重資料のデジタル化を含めた情報発信の仕組
みについて検討をしていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

2－1－(5)－③　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 図書館

★ 図書館システムの活用

○　図書館システムの活用による利便性の向上（6,887万5,922円）
　・本館と北部・南部・中央の各図書室がネットワーク化された一体的・効率的なサービスの提供
　・蔵書検索の効率化、ＣＤ・ＤＶＤを含む図書館資料のインターネット予約
　・ブックディテクションシステム（持ち去り防止装置）と自動貸出機の活用
　　（運用：中央図書室・南部図書室、導入：本館）

的確性
・図書等を適切に管理するとともに、利便性の高い図書館サービスを効率的・効果
的に提供していくためには、コンピュータによるオンラインネットワークシステム
の活用が不可欠である。

　　充実度・
　　満足度

・図書館システムを活用することによって、解決すべき課題はあるものの、利用者
の利便性の向上と図書館運営の効率化等に大きく寄与している。

将来性
・図書館システムの機能を強化していくことにより、事務処理のさらなる効率化と
図書館サービスのより一層の向上が見込める。

社会公共性

・インターネットの普及はめざましく、社会・文化・経済活動等あらゆる分野の基
盤として利用され、生活に必要不可欠な存在になっている。このような中で、図書
館の運営に情報システムを活用することは、社会公共性においても大変意義があ
る。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・システムを活用し、図書等を適切かつ効率的に管理することにより、利用者の利便性の向上とともに、事務処理の
効率化と経費節減も実現できている。
・平成２４年６月にオープンした中央図書室や平成２６年９月に移設オープンした新南部図書室では、資料にＩＣタグ
を貼付し、持ち去り防止装置であるブックディテクションシステム（ＢＤＳ）と自動貸出機を設置しており、蔵書点検で
の不明資料数は、ＢＤＳ設置前よりもかなり低く抑えられている。また、利用者自身が操作を行う自動貸出機の平成
２７年度における利用状況は、個人貸出冊数の全体に占める割合が中央図書室では１６％、南部図書室では３７％
となっており、予約資料と視聴覚資料（ＣＤ・ＤＶＤ）が利用できないという制約はあるものの、サービスの効率化に一
定程度寄与しており、個人情報に配慮されたサービスを提供することもできている。
・こうした中、本館機能を担う市立図書館においても、平成２７年１０月のシステム更新にあわせてＢＤＳと自動貸出
機を導入したところであり、自動貸出機の利用率は２２％になっているが、今後、より一層の利用促進を図るために
は、予約資料についても自動貸出機が利用できるようなシステム構築が望まれるところであり、利用者へのさらなる
周知等も必要となる。
・従来から図書・雑誌のみであった予約サービスについては、視聴覚資料（ＣＤ・ＤＶＤ）も、資料の充実にあわせ、
平成２４年１１月からサービスの対象とし、利用者の利便性の向上等に努めている。また、システム化の推進にあわ
せ、いわゆるデジタルデバイド（情報格差）の問題に対応するため、平成２６年４月から予約資料の取置期限を１０日
間から７日間に短縮し、図書館サービスの利便性と公平性のバランスを図っている。
・システムの活用と機能強化により、図書館サービスの向上に大きく貢献しているところではあるが、情報化社会に
対応するセンターとして、今後も、積極的に市民ニーズの多様化・高度化・専門化に応えていくため、電子書籍の
提供や資料のデジタル化等の課題に取り組む。
・なお、インターネットや各種データベース検索ができる情報端末については、本館と中央図書室、新南部図書室
に設置しており、調査支援機能の充実を図ることができている。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２７年度における情報端末の利用件数は、本館が１,６４４件、中央図書室が３,２６３件、新南部図書室におい
ては２,４５０件で、合計７,３５７件となっており、システムの更新等に伴う利用停止期間があったことなどから、前年度
より減少しているが、今後も、情報化社会に対応するセンターとして、迅速に情報提供を行う機能の充実を図るた
め、国立国会図書館のデジタル化資料送信サービスの利用等について、検討を加えていく。
・平成２７年度のインターネット予約件数は、前年度比１６,４５９件（７.４％）増の２４０,１４４件となっている。この件数
は年々増加し、利用者の利便性の向上につながっているが、事務処理の負担増の要因にもなっていることから、平
成２７年１０月のシステム更新においては、読みたい順に予約ができる新たな機能を導入し、サービスの質的な向上
に加え、事務負担の軽減も図ったところである。

重点的な取り組み ３０

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業は、市民の多様化する読書ニーズに応え、高度情報化社会に対応した「地域の知の拠点」として
の役割を十分に果たしており、極めて有意義であるといえる。図書館システムを活用し、インターネット
予約数の増加が見られていることは、図書等の適切な管理により利便性が向上したことが評価されるもの
である。
今後も、市民ニーズの高度化・専門化に応えられるよう、一層の図書館システムの機能の向上を期待す

るところである。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

高度情報化社会、知識基盤社会に対応した情報センターとしての図書館の役割がますます重要さを増し
ている中、越谷市の図書館行政は、本館（市立図書館）と各図書室（北部・南部・中央図書室）とのネッ
トワークシステムによる一体的・効率的なサービスや、新しい発想による図書室の新設・充実など、他市
に誇れる先進的な取り組みを行っていると評価できる。
とりわけ、一昨年開設した中央図書室に続き、先日、移設してオープンした南部図書室は、その機能・

施設内容・サービスにおいてすばらしいの一語に尽きる。
これらは、図書館システムを強化・充実することによる、図書館サービスのより一層の向上と、図書館

運営のさらなる効率化といった、一石二鳥の取り組みといえる。
今後は、子どもを含めた生涯学習の視点から、学校図書館と市立図書館本館や各図書室とのより緊密な

連携、すなわち、情報管理をはじめとする緊密なネットワークの充実によるサービスの向上、そして、願
わくば、学校教育に支障をきたさない範囲での、学校図書館の地域開放による生涯学習への活用も検討し
てほしい。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ａ

図書館システムに関しては、本館および北部・南部・中央の各図書室を結んだネットワークシステムに
より、より効率的なサービスを提供できている。また、過去の点検評価の指摘も踏まえて、資料のＩＣ化
によるＢＤＳ（持ち去り防止装置）や自動貸出機の設置、蔵書検索の効率化、ＣＤ・ＤＶＤも含めた図書
館資料のインターネット予約（前年度比１２.３％増の２１７,９０７件）等の、より利用しやすいシステ
ムへの改善も順次進められており、地域の総合的な情報メディア機関として重要な役割を持つ図書館の利
便性の向上に努めていることがうかがえる。
今後も、地域の人がだれでも気軽に使える情報センターとして、質・量ともに一層充実した図書館シス

テムの構築を希望する。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・中央図書室の開設や南部図書室の移設に際して、資料にＩＣタグを貼付し、ブックディテクションシス
テムと自動貸出機を導入したことが、図書館運営の効率化やサービスの向上に大きく寄与しているとの評
価を受けたことから、平成２７年１０月のシステム更新にあわせ、本館機能を担う市立図書館においても
同様に対応し、機能の強化を図った。
・また、市民の利便性の向上を意識した図書館システムとするために、ホームページの作成にコンテンツ
マネジメントシステム(ＣＭＳ)を導入し、見やすいデザインや、わかりやすい検索項目のボタンを採用す
ることで、市民の使いやすさに配慮するとともに、読みたい順に予約ができるという新たな機能の導入に
加え、検索機能の向上を図り、資料予約サービスの充実に努めた。さらに、施設の紹介、各種図書館サー
ビスの利用案内、催し物のお知らせ、統計・要覧などについて、タイムリーな情報更新と内容の充実を図
り、図書館からの情報発信力の強化に努め、図書館利用の促進などにつなげた。
・今後においても、市民の利便性の向上を意識した図書館システムの構築と、「地域の知の拠点」として
の図書館サービスの充実を図るため、予約資料受け渡しシステムの導入や、歴史的資料のデジタル化と国
立国会図書館のデジタル化資料送信サービスの利用等について、検討を加えていく。
・また、全市的でより身近な図書館ネットワークの構築をめざし、地区センター・公民館や学校図書館等
の関連施設との連携のあり方について調査研究を加えていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価
・すべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、
積極的にそのための環境整備を図るため、本館である市立図書館でも、「子ども読書の日」にちなんだ行
事の開催や、小中学校をはじめとする関連施設との連携強化等に努めてきた。また、施設整備の面では、
平成２４年６月１日にオープンした中央図書室に「おはなし室」がある「児童室」を、平成２６年９月
１日に移設・拡充した新南部図書室に「子育て支援コーナー」と「おはなし室」がある「こども図書室」
をそれぞれ設置した。
・こうした中、北部図書室と中央図書室における「おはなし会」や、親子のふれあいを育み、絵本やわら
べうたのすばらしさを伝えていくための０・１歳児と保護者を対象とする「ちびうさちゃんのおへや」
（本館）を平成２４年の秋から新たに開催するとともに、新南部図書室では、Ａ・Ｃ「森の風」の方の協
力により、平成２７年度から０・１歳児と保護者を対象とする「ちびくまちゃんのおへや」を新規に開催
することができたところである。
・学校図書館運営ボランティア等の人材育成を目的とする講座についても、平成２７年度から、初級者
コースを春と秋の２回開催にするとともに、中級者コースを新規にスタートさせており、熟練のボラン
ティアの方が講師となり初心者のボランティアの方を育成することになるなど、市民との協働による子ど
も読書活動の推進に向けた仕組みづくりを進めている。
・また、平成２５年７月から、移動図書館を活用し、小中学校への団体貸出に伴う図書配送サービスを実
施してきており、司書教諭等の負担軽減にも寄与しているところである。
・今後においても、市民団体・ボランティア等の、いわゆる「市民力」を生かした事業展開に取り組んで
いくことが大切であると考えられる。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・「ちびうさちゃんのおへや」が盛況なため、平成２６年１０月からは月２回の開催とし、お子さんの様
子をみて都合のよい日に参加できるようにするとともに、平成２７年度から新南部図書室で「ちびくま
ちゃんのおへや」がスタートし、さらに、平成２８年度からは、地域家庭文庫連絡会の方の協力により、
北部地域の桜井地区センター・公民館において「ちびねこちゃんのおへや」が開催されることとなってお
り、０・１歳児と保護者を対象とする「わらべうたや絵本の読み聞かせ」の行事について、サービス供給
の地域的なバランスも含めその充実が図られてきている。
・また、地域家庭文庫連絡会の方の協力により、平成２７年度から、本館と北部図書室・中央図書室にお
いて「文庫のおへや　わくわくおはなし会」が参加しやすい土曜日に開催することができたことから、平
日の開催で参加者数が少なかった北部図書室の「おはなし会」については廃止することとし、限られた人
的資源の有効活用に努めた。

将来性

・学校司書が小中学校全校を巡回し、司書教諭や学校図書館運営ボランティアとの連
携等を図ることにより、学校図書館を活性化することとあわせ、放課後に実施する
「おはなし会」や、乳幼児期における親子のふれあいを育む「わらべうたや絵本の読
み聞かせ」の行事を充実していくことなどにより、子どもの読書活動のさらなる推進
が期待できる。

社会公共性
・子どもの読書離れが指摘される中、子どもが本に対する興味と関心が持てるよう、
学校生活をはじめとする各年齢層における読書環境の整備・充実を図ることは、大変
意義があるものと考えられる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

○　各種講座等の開催による家庭・地域・学校等における読書活動の推進（23万1,400円）
・学校図書館運営ボランティア等の人材育成を目的とする講座等の開催

　　（児童文学講座Ⅰ：初級・中級（新規）、児童文学講演会）
　・親子対象の講座である「親子で楽しむ絵本とわらべうた」と「親子で楽しむ絵本の世界」(新規）の
　　開催（児童文学講座Ⅱ）
○　学校等との連携と子どもが読書に親しむ機会の提供
・調べ学習への資料提供や、図書館見学の実施

　・地区センター・公民館等への配本や、すべての学童保育室への移動図書館の巡回
　・地域家庭文庫や学校図書館運営ボランティア等の協力による、保育所・小学校などにおける
　　「読み聞かせ」等の充実
　・本館や北部図書室・南部図書室・中央図書室における「おはなし会」等の充実
　・保育所・小学校等への児童書・絵本等の所管換えの実施
　・ブックリストや夏休み図書館利用案内等の配付

的確性
・子どもの成長過程において、読書の果たす役割は極めて重要であり、子どもたち
が、あらゆる機会とあらゆる場所において豊かな読書活動を自主的にできるよう、そ
のための環境の整備・充実を図ることは必要である。

　　充実度・
　　満足度

・本館と北部・南部・中央の図書室や、小中学校をはじめとする関連施設における読
書環境の整備・充実を図ることにより、子どもの読書活動が着実に推進されている。

2－1－(5)－⑤　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 図書館

★ 子ども読書活動の推進重点的な取り組み ３１

拡 充

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
読書の重要性はいうまでもない。子どもの読書活動の推進に関する法律に基づき平成１４年８月に国会に報告さ

れた「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」でも、子どもの「読書離れ」を指摘し、読書活動の重要性を
説きつつ、同計画の基本的方針として、（１）子どもが読書に親しむ機会の提供と諸条件の整備・充実、（２）家庭、地
域、学校を通じた社会全体での取組の推進、および（３）子どもの読書活動に関する理解と関心の普及、の３点を挙
げている。また、埼玉県でも平成１６年３月に「埼玉県子供読書活動推進計画」を策定、平成２６年７月には第３次計
画が策定されている。
　越谷市においても、平成２１年３月に「越谷市子ども読書活動推進計画」が策定され、現状では、昨年度において
外部評価の対象となった図書館機能の充実をはじめとして、ボランティアの方々の協力を得つつ実に様々な事業が
展開されている。その結果として、児童書の貸出冊数は人口規模で比較しても近隣市と比べて良好であり、また、学
校図書館における貸出冊数も平成２２年度と比較し２７年度は２倍以上と大幅に増加している。すばらしい実績であ
り、大いに評価できる。
　一方、それではこれらの取り組みをどこまでやったらいいのかというと、少なくとも今回、そのような説明はなされな
かった。越谷市の計画では、その「第１章　はじめに」において、「１か月に１冊も読書をしない子どもが「ゼロ」になるこ
とを目指し、・・・」としている。そうであれば、現状を把握し、達成できていなければその原因と、目標を達成するため
のさらなる方策の検討といった一連のプロセスが準備されているべきであるが、今回はそのような説明はなかった。
　前述の平成２１年の越谷市の計画に添付されている「越谷市内児童・生徒の読書状況についてのアンケート調査」
を見ると、小学生から中学生へと年齢が上がるとともに、本を読まない（１か月に０冊）者の割合が３倍以上となり、さら
に、２冊以下の児童生徒が小学生では３割強のところ、中学生では６割強に至っている。参考までに平成２８年３月に
（株）浜銀総合研究所が発表した「地域における読書活動推進のための体制整備に関する調査研究」中のアンケー
ト調査でも、月に１冊も読まない者が小学生では３.９％、中学生で１１．７％となり、高校生に至っては４５.１％となって
いる。さらに、高校生では０～２冊の回答者を合計すると実に８割以上となっている。
　貸出冊数の増加は大変すばらしいことであり、それは同時に１人あたりの平均的な読書量も増えている、といえると
思われるが、一方で１冊も読まない子どもたちが、年齢が上がるとともに増えている状況であり、これは大きな課題で
あろうと思われる。
　以上の状況を踏まえると、目的に照らして果たして適切な方策がとられているのかという評価は困難であることか
ら、評価はＢとした。
　なお、昨年度の評価プロセスでは、南部図書室と地元商店会との連携について議論があったが（今回の重点的な
取り組み２９）、残念ながらこの１年間、図書室側から地元の商店会に対し、接触は全くなかったことを付け加えたい。
今後の取り組みに期待するものである。

【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
「読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く生き

る力を身に付けていく上で欠くことのできないもの」（文部科学省「子どもの読書活動推進の取組」）であることから、子
どもの読書活動の推進は、教育行政においても重要な課題である。
　一方、「自主的、自発的に地域の問題解決に取り組む、地域の課題を他人まかせにせずに自分でやるという意識
を持った市民の力」とされる市民力を活用するとともに高めることも、行政の大きな課題であると指摘されている。
　①各種講座等の開催による家庭・地域・学校等における読書活動の推進、②学校等との連携と子どもが読書に親
しむ機会の提供、の２つを目的とした本取り組みは、まさに上記の２つの課題に対して真摯に取り組むものであり、高
く評価できる。特に、学校図書館運営ボランティア等の人材育成を目的とする講座については、注目に値する。子ど
もの読書離れの進行が懸念されることからも、今後、本取り組みの一層の拡充と発展を期待したい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） A
【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
　調べ学習への資料提供や学校図書館運営ボランティアの養成講座の取り組みが、学校との連携活動となっていた
点が評価される。資料提供が十分だったのか、講座内容は充実していたのかといった課題の整理がされていれば、
さらによい内部評価になったと思われる。例えば、児童文学講座はボランティア育成のために必須の講座であるが、
学校図書館の運営に携わるという点からは、学校教育や児童生徒の生活を含めた研修の必要性についても検討さ
れてよかったのではないだろうか。
　一方、「おはなし会」等の活動は、子育て支援の活動としても成果があり、その意義も十分認められる。参加者数や
その推移等を整理しながら、参加された方々の満足度や市民のニーズ等も含めて成果と課題の整理を行うと、今後
の方向性が明確になってくると考えられる。この活動は、子どもの読書活動というよりも、子育て支援の活動になって
いた点が大きな特徴だと考える。
　総じて、予算の枠内で十分なパフォーマンスを発揮し、予想を超えた意義ある活動を展開できたといえる。今後は、
子育て支援としての活動と学校教育との連携という２つの方向性は、対象となる子どもの年齢も異なってくるため、方
向性を分けて考えることも検討されてよい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） B

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

平成28年度 教育外部評価結果
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　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）
・子どもの読書活動の推進については、地域のボランティアの協力を得て、子育て支援の機能もあわせ持つ様々な
事業を展開することなどにより、児童書の貸出冊数等の実績があがっていること、調べ学習への資料提供と学校図
書館運営ボランティアの養成講座の取り組みが学校との連携として高い評価を受けたこと、さらには、以下に示す現
状分析の内容等を踏まえ、今後とも、これらの取り組みが継続的に実施していけるように対応していく。
・施策の妥当性・有効性等についての検証という点においては、単なる貸出冊数や参加者数のみでは十分でないた
め、これからの施策の展開にあたっては、参加者へのアンケート調査を実施するなどして、よりよい方向性を探ってい
くこととする。
・子ども読書活動の推進についての施策の現状分析については、次のとおりである。
・「三つ子の魂百まで」といわれるように、読書習慣についても幼いころに身に付けることが重要であることから、本市
においても、サービス供給の地域的なバランスなどに留意しつつ、地域家庭文庫連絡会の方をはじめとする市民ボ
ランティアの力を生かし、逐次、０・１歳児と保護者を対象とする「わらべうたや絵本の読み聞かせ」などの行事の充実
に努めてきたところであり、また、調べ学習への資料提供にあたっても、利便性を高め利用の促進を図るべく、移動
図書館を活用した配送サービスを導入したところである。これらは、いずれも、市内の学校の教育関係者、市内で活
動する社会教育関係者、市内で家庭教育の向上に資する活動を行う方、学識経験者で組織される図書館協議会に
おける意見・提言を踏まえ取り組んだものであり、図書館運営に市民の意向を反映させた施策であるといえ、一定程
度の妥当性・有効性等があるものと考えられる。
・定量的な効果測定は困難であるが、幼いころに読書習慣を身に付けることを主眼とする、０・１歳児と保護者を対象
とする「わらべうたや絵本の読み聞かせ」などの行事の充実は、月に１冊も読まない子どもたちの割合の低減につな
がるものと考えられるところである。
・調べ学習への資料提供についても、平成２７年度は全体で１,６５３冊となったが、そのうち移動図書館の配送サービ
ス分が８６８冊で半数を超えていることから、司書教諭等の負担軽減と利用促進に一定程度の効果があがっているも
のといえる。なお、調べ学習への資料提供は、学校図書館では準備することができないものを本館である市立図書
館が提供するサービスであり、いわば、各学校の共有資料としての位置付けをすることができ、図書購入費の節減に
も寄与しているものと考えられる。
・「学校図書館運営ボランティア等の人材育成を目的とする講座については、注目に値する。」との評価もあるが、施
策の妥当性等についての追記をするならば、この取り組みは、市民団体・ボランティア等の、いわゆる「市民力」を生
かした事業展開の１つであり、熟練のボランティアの方が初心者のボランティアの方を育成する仕組みを導入し、事
業展開の連続性と安定性を確保しようとするものであり、財政状況が今後ますます厳しくなることが確実視されている
中で、市民との協働システムの構築につながるものであることから、施策の妥当性・有効性等は高いといえるところで
ある。

「南部図書室ちびくまちゃんのおへや」

移動図書館

「児童文学講座Ⅰ子どもと本をむすぶ」
（講師は、地域家庭文庫連絡会の方）

「夏の子ども会」
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

2－1－(5)－⑧　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 図書館

★中央図書室の整備

○　計画的な蔵書等の充実（890万8,709円）
・ビジネス支援・子育て支援・課題解決支援などの機能を持たせた、中央図書室の計画的な蔵書等

　　の充実を図ることによる、サービスのより一層の向上

的確性
・市民の学習ニーズに応えることを目的に、越谷市教育振興基本計画の主な取り組み
として位置付けられており、利便性の高い場所においてライフステージにあわせた資
料の整備を図ることは、対象者の学ぶ機会の充実につながる。

　　充実度・
　　満足度

・本館である市立図書館や北部図書室・南部図書室とネットワーク化され、駅から徒
歩１分という利便性の高い場所において、図書、雑誌、ＣＤ・ＤＶＤ等を予約サービ
スを含めて借りることができることから、利用者の満足度は高いといえる。しかし、
現時点での資料数は、決して十分なものではないため、可能な限り早期に蔵書等の整
備を図ることが求められる。

将来性

・社会状況の変化に伴い、市民の要求する情報は多様化・高度化・専門化しており、
利便性の高い場所においてそれに応じた適切な資料を提供することで、市民の生活を
より充実したものにするとともに、人材の育成を通して社会づくりに貢献することも
期待できる。

社会公共性
・基本的人権としての市民の知る権利を保障する役割も担うことから、社会公共性に
おいて意義のある施設といえる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・市民活動支援センターの機能の１つとして、平成２４年６月１日に中央図書室がオープンし、当初は約
３０,０００冊の蔵書冊数であったが、その後順調に推移し、平成２７年度末には６８,２２１冊となっ
た。今後も、越谷駅前の便利な立地に加え、開室時間が２１時半までという長所を生かし、将来の読書
ニーズにも対応できるよう、引き続き、潜在的な利用者を含めた市民のニーズを把握し、計画的に蔵書の
充実を図っていく。
・こうした中、貸出冊数は、平成２４年度においては１０か月間で２６１,２５８冊、平成２５年度では
３６２,５６０冊、平成２６年度では３９４,４７０冊と比較的好調に推移してきたが、平成２７年度にお
いては３５７,３８４冊と減少に転じた。この原因については、システムの更新に伴い休室日が増えたこ
とや、平成２６年９月に移設オープンした新南部図書室の利用増の影響を受けたものと考えられるが、そ
もそもは、南部図書室が移設のため２か月間の休室となり、その間、南部図書室の利用者の多くが立地条
件のよい中央図書室を利用したことから、平成２６年度の貸出冊数が大幅な増となったことの要因が大き
いといえ、中央図書室の開設によって、南部図書室の休室による影響を最小限なものにとどめることがで
きたところである。
・インターネットや各種データベース検索ができる情報端末については、平成２５年度と平成２６年度に
おいてデータベースの追加をしたところであり、平成２４年度においては１０か月間で３,１２２件、平
成２５年度では６,１７９件、平成２６年度では６,６６１件と増加傾向にあったが、平成２７年度におい
ては、機器調査のため４月から５月にかけて利用を停止したこともあり、３,２６３件に減少した。なお、
停止期間中は５階にある市民活動支援センターの情報端末を案内し、電子情報へのアクセスの場の確保に
努めた。
・資料にＩＣタグを装備し、ブックディテクションシステム（持ち去り防止装置）を導入したところ、蔵
書点検において、不明資料がかなり少なくなったことから、設置の目的を十分に果たしているといえる。
また、自動貸出機での貸出冊数は、約５８,０００冊で、個人貸出冊数の全体に占める割合が１６％と
なっており、予約資料と視聴覚資料（ＣＤ・ＤＶＤ）が利用できないという制約はあるものの、サービス
の効率化に一定程度寄与している。しかし、利用率のより一層の向上を図るためには、システムのさらな
る改善や利用者への周知等が必要となる。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・ＩＣタグ装備と、ブックディテクションシステム・自動貸出機の導入の効果が、概ね期待したとおりの
ものであったことから、平成２６年９月１日に移設オープンした新南部図書室でも同様の取り組みを行う
とともに、本館機能を担う市立図書館においても、平成２７年１０月の図書館システムの更新にあわせ、
同様に対応したところである。
・図書室での「おはなし会」に加えて、５階の市民活動支援センターでも、「読み聞かせ」を含めた子育
て支援の催し物が行われたり、イベント開催のときには、関連する図書を紹介するなど、複合施設である
ことのメリットが発揮されていることから、今後の施設整備においても、複合化の視点で検討をしてい
く。

重点的な取り組み ３２
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ
市民活動支援センターの機能の１つとして、平成２４年６月にオープンした中央図書室は、越谷駅前と
いう便利な立地にあること、本市として初めてＤＶＤを整備したことをはじめサービスの充実に努めたこ
となどから、利用者数も着実に増加している。ブックディテクションシステム（持ち去り防止装置）や自
動貸出機を設置するなど、サービスの効率化を図っていることも評価できる。
また、子育て支援が社会の重要な課題となっていることを踏まえ、「子育て支援コーナー」を設けたこ
とは特筆に値する。今後は、蔵書や視聴覚教材全般はもとより、このコーナーのより一層の充実を図るこ
とが期待される。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ
図書館の充実として、「駅近・立寄型」の「中央図書室」を設け、市民のニーズの多様化、高度化、専
門化に対応している。市民の「充実度・満足度」は高いと思われる。利用者は１７時以降が多くなるとの
ことであったが、実際に１７時前に訪れてみると満席で混雑状態であった。ＣＤ・ＤＶＤの充実とともに、
さらに施設の拡充が求められる可能性もあり、市民のニーズに併せて将来性が期待される。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ
昨年度から、市民活動支援センターに併設した形で「中央図書室」を新設したことは、越谷市の図書館
行政としては大ヒットといえる。
最近、新聞・テレビ等のマスメディアでは、生涯学習時代にふさわしい「知の拠点」としての公共図書
館の存在価値が再認識され、公共図書館の果たす役割を根底から見直し、市民のための新しい図書館への
再構築が模索されている中、このたびの越谷市における新しい発想による「中央図書室」の設置は、市民
にとって真に役立つ図書館として、多くの市民から大変喜ばれている。
特に、駅前という利便性の高い場所に設置したという利点を生かし、市立図書館本館との役割分担を前
提に、新しい機能を持った図書室としてスタートさせたことは画期的といえる。
そして、その具体的サービスとして、市民の読書ニーズに対応した新しい図書の整備、市民活動や子育
て支援等のニーズに特化したコーナーの設置のほか、視聴覚資料の整備の一環として、これまで視聴覚資
料がなかった各図書室や、ＣＤの需要に対して十分対応できず、またＤＶＤの所蔵がなかった市立図書館
本館の機能を補う形で充実するとともに、これらの視聴覚資料を市内各図書室でも借りられるようにする
など、図書館サービスの公平性と利便性を向上させたことは大いに評価できる。
それに加えて、貸し出し窓口での利用者への対応は、さすが指定管理者である民間ならではの親切かつ
迅速・適切で、利用するたびに、その心のこもった応対ぶりには身をもって感銘し、心から感謝している。
今後は、市全体の図書館ネットワークを前提にしながら、オーソドックスで総合的な市立図書館本館や
身近に利用できる各図書室とは趣きを異にした、今日的な新しい発想によるアップデートな中央館的機能
を持った図書室を指向し、最新の資料を整備するとともに、ビジネス支援・子育て支援や、市民活動支援
センターとの関連の深いコミュニティ育成支援等の課題解決支援や特定のニーズに対応した図書サービス
などの機能にシフトして資料の整備を行うほか、需要の高いＣＤ・ＤＶＤ等の視聴覚資料の一層の整備・
充実を図ることを期待する。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある
Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある

評価基準

・市民の読書ニーズに対応した新しい図書等を計画的に整備することにより、平成２４年６月１日の
オープン時において３０,４４２冊であった蔵書冊数が、平成２５年６月１日には４８,４１０冊、平成
２６年６月１日には５８,３０２冊、平成２７年６月１日には６４,４１８冊、平成２８年６月１日には
６８,６１０冊となり、資料の充実が着実に推進されてきており、サービスのより一層の向上を図ること
ができた。また、平成２８年度においては、英語の学習支援につながる資料整備にも取り組むことにし
ている。
・中央図書室では、資料にＩＣタグを貼付し、ブックディテクションシステムと自動貸出機を設置する
ことによって、資料管理が充実するとともに、迅速かつ効率的にサービスを提供することができている
ことから、平成２６年９月１日に移設オープンした新南部図書室でも同様の取り組みを行ったところで
あり、さらに、本館機能を担う市立図書館においても、平成２７年１０月の図書館システムの更新にあ
わせ同様に対応した。
・また、中央図書室の機能強化の限界等を踏まえ、新南部図書室において、視聴覚資料（ＣＤ・ＤＶ
Ｄ）の新規整備や、子育て支援機能の強化を図るための「こども図書室」の設置、さらには、飲食が可
能な「くつろぎ空間」の確保など、本市の図書館機能のより一層の充実を図るための取り組みを行った。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

○

教育内部評価

・大人の参加者を増やすため、平日大人のための体験事業を実施したところ効果があった。平成２８年度
は、講義形式の大人向け体験事業を開始するとともに積極的な広報を行い、さらなる参加者の増加をめざ
す。また、中高生の参加者が少ないことから、彼らのニーズに合わせた魅力ある事業について検討する。
・市民の科学技術に対する理解を深めるとともに興味や関心を高めるため、科学技術に関する知識を、一
方的にではなく、対話型のサイエンスコミュニケーションをとりながら伝えることに努めていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

将来性
・五感を使った観察、科学実験・工作体験を通し、科学的な見方や考え方を養うこと
で、科学に関する興味・関心を高められることから、未来を担う創造性豊かな人材育
成を図ることができる。

社会公共性
・幅広い年齢層の市民に、観察、科学実験・工作などの体験事業を提供し、科学を学
ぶ楽しさを伝えることで、社会全体の教育力の向上に資することができる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・科学実験体験・科学工作体験については、１３の新規メニューを加えて実施し、科学実験体験は
５,９２１人、科学工作体験は７,５３９人の参加があった。その他、土日祝日、夏休み、県民の日等に
は、来館者が気軽に参加できる特別事業として４０事業を実施し、１,００３人が参加した。
・何度来館しても楽しめるよう、体験事業のメニューを入れ替えたり日常生活で関心のあるものを事業に
取り入れるなどの工夫をしているため、来館者・参加者ともに増加傾向にある。
・科学技術体験センターの特徴的な体験事業としては、極低温の体験やコンピュータを使ったおもちゃの
ロボット操作などがある。
・年代にあわせて科学技術への興味・関心が持てるような体験事業を開催し、事業内容の充実を図ってい
る。
・幼児を対象としたワークショップでは、七夕やクリスマスなど季節感のある豊富なメニューを取り揃
え、四季折々の事象を紹介しながら体験できるワークを開催し、年間４１,１５０人が参加した。
・サイエンスショーは、科学の現象を間近で楽しんでもらえるような工夫を加え、毎月メニューを変えて
開催し、年間３４,４５１人が参加した。
・今後も、多くの方に科学技術への興味・関心を持ってもらえるよう、年代別にどのような体験事業が可
能であるかを検討し、既存事業の見直しや魅力ある新規事業の展開に努めていく。

　　充実度・
　　満足度

・科学技術に触れられる工夫を施した観察、科学実験・工作体験に参加することで充
実感を得ることができる。
・幅広い年齢層に対応した科学実験・工作体験の事業を実施していることから、参加
者からは高い評価を得ている。

2－1－(6)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 科学技術体験センター

★科学体験事業の充実

○  科学を体験する機会の提供（271万9,710円）
・観察や実験、工作体験メニューの充実

　・ライフステージに対応した特別事業の開催
　・幼児から体験できるワークショップの充実

的確性
・幼児から高齢者まで生涯にわたる学びの機会を充実することができるよう、科学技
術体験事業の充実を図ることは、教育基本法第１２条の規定に合致している。

重点的な取り組み ３３

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 会沢 信彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

子どもの理科離れが指摘される今日、理科・科学教育の充実は学校教育および社会教育の重要な課題で
ある。そのような中、科学実験体験、科学工作体験、サイエンスショーなどを通して、幼児から高齢者ま
で、市民が科学のおもしろさに触れることのできる様々な機会を提供する本事業は極めて有意義であると
いえる。実際、年間体験者数もかなりの数に上り、理科・科学教育の推進に本事業の果たす役割は大きい
と考えられる。
なお、ヒアリングを通して、「少しでも来館者を増やしたい」「理科・科学好きの子どもを育てたい」

という担当者の熱意をひしひしと感じることができたことを付記したい。

【 埼玉県立大学教授 石田 美清 氏 】 教育外部評価：Ａ

科学技術体験センターの充実として、科学体験事業の充実を行っている。近隣に国公私立の理科実験室
等があるが、入館者、体験者数は増加しており、本事業の意義が証明されている。今後は、地域の科学に
関わる資源、大学や産業界、ボランティア等との充実を図りながら、さらなる発展が期待される。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ａ

幼児から高齢者まで幅広い年齢層の市民に、観察、科学実験・工作体験などの機会を提供し、学ぶ楽し
さを伝えることを通して理科や科学に関する興味・関心を高め、科学的な見方や考え方を養う科学体験事
業の果たす役割は大きい。
越谷市では、中心施設としての科学技術体験センター・ミラクルだけでなく、子ども科学館的機能をあ

わせ持った児童館として、「天文と物理」をテーマとした児童館コスモスおよび「生物と環境」をテーマ
とした児童館・ヒマワリを設置し、それらとの連携を図りながら、これら科学教育施設のネットワークの
下に科学教育を進めていることは、他市にはあまりみられない越谷市ならではの対応で、高く評価できる。
また、科学技術体験センター・ミラクルでは、各種体験事業やサイエンスショーなど様々なイベントを

行うなど、そのメニューの豊富さ、内容の良さは見事といえる。この種の施設はハード面でのすばらしさ
だけでなく、ソフト面でのプログラム・サービスの内容如何が決め手になるといわれているが、その点で、
越谷市の場合は、そのレベルは非常に高く、スタッフの優れた熱心な努力が十分伺われる。
今後は、さらに多くの市民の科学に対する興味と関心が高まるよう、年代に応じた体験事業の開発をは

じめ、科学講演会、各種講座・教室、サイエンスショーなどのメニューのさらなる工夫を図るとともに、
各施設全体のより一層の連携を図りながら、内容の充実に努めてほしい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２５年度外部評価実施】

・サイエンスショーについては、さらなる科学技術への興味・関心が持てるよう、液体窒素や家庭にある

身近なものを使用したり、学校では体験できない色の変化を楽しむ時計反応や振動反応等を紹介するなど

して、驚きや感動を与えるショーを展開していく。

・科学技術体験センターでは、展示装置のみならず体験事業も重視していることから、体験したい事業な

どのアンケートやマンネリ化を避けるための事業内容の検討を行うことで、より魅力のある実験や工作な

どの体験事業を実施していく。

・多くの市民の科学技術への興味・関心を高めるため、知識を一方的に伝えるのではなく、分かりやすい

体験をもとに根本から理解してもらうことで、科学技術に対する見方や考え方が自ずと備わるような体験

事業を実施していく。
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

○

教育内部評価

　　充実度・
　　満足度

・アンケート調査では、設備が整った科学技術体験センターで、体験的な講座や教室
を受講することができるとの意見があり、参加者の充実度・満足度は高いと考える。
・知的好奇心や探究心を持って行う観察や実験を取り入れることにより、科学の楽し
さを追求する「科学する心」の育成に寄与している。

2－1－(6)－③　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 科学技術体験センター

★科学講演会や講座・教室の開催

○  理科や科学への興味と関心が持てる講座・教室の開催（72万3,350円）
・サイエンスショーの充実

　・科学講演会・イベントの開催
　・サイエンスボランティアを活用した講座や教室の開催

的確性

・科学講演会や講座・教室を開催することは、科学に関する興味・関心を高め、未来
を担う創造性豊かな人材の育成を図るうえで有効な手段である。また、ライフステー
ジに応じた講座等の開催は、教育基本法第３条（生涯学習の理念）に合致している。
・科学技術等が進展する中、理数教育の国際的な通用性が一層問われており、科学講
演会や講座・教室の開催は、科学等に関する基礎的・基本的な知識の定着に寄与する
ものである。

将来性

・観察や実験などの体験を重視した講座・教室の開催により、科学的な思考力・表現
力や見通しを持った問題解決能力を養うとともに、未来を担う創造性豊かな人材の育
成を図ることができる。
・幅広い年齢層を対象とした講座・教室を開催しており、参加者は、人生をより良
く、充実したものとすることができる。

社会公共性

・市民一人ひとりが生涯を通じて学び続けることができる体験の場を提供することが
できる。
・授業との関連付けや指導方法・教材の共有など、学校との積極的な連携・協力によ
り、理科や科学技術への興味・関心を高めることができる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・児童生徒に科学技術への興味や関心を持ってもらうため、平成２７年度は、学校や公共施設の２１カ所
で出張サイエンスショーを実施したほか、科学技術体験センターにおいても寸劇版をはじめとするサイエ
ンスショーを実施した。
・子どもたち自身に近い感覚で理科や科学を教えることができるよう、高校生や大学生に講座・教室を６
回実施してもらった。【「東京大学ＣＡＳＴ」の体験教室やサイエンスショー（８１２人）、不動岡高校
の体験教室（８５５人）、越谷総合技術高校の手作りロボットの製作講座等（３０人）】
・企業の社会貢献活動を活用し、「プログラミング教室」、「実験教室」、「木工作教室」等の１９講座
を実施した。
・企画から指導までをサイエンスボランティアが行う「科学探検教室」や「サイエンスカフェ」等が４８
講座開催され、講師・受講者双方の参加型科学体験の場として機能した。
・平成２６年度から、サイエンスボランティアが自らの特技や技能を生かして企画した「でんしこうさく
クラブ」を毎月１回開催している。平成２７年度からは、修了者を対象として「でんしこうさくクラブ・
マイコン編」を開設し、隔月で実施した。
・大人の参加者が増えるよう、大人向けの科学体験講座を増設してきているが、今後は、大人に対する効
果的な広報活動についても検討する。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・日常生活の身近なところに理科や科学が存在するということを理解いただくため、平成２６年度から、
事例を盛り込んだ寸劇版サイエンスショーを実施している。
・子どもたちの理科や自然科学に対する知的好奇心の育成を図るため、平成２７年度から、市内小中学校
を対象として、授業の内容を取り入れた子ども参加型の出張サイエンスショーを実施している。
・平日に開催している大人のための講座は、既存の生物学やパソコン分解等の講座に加え、平成２８年度
は、一層科学への親しみやすさを感じてもらうため、講義と実験を組み合わせた「大人のためのグライ
ダーや風力発電機の制作」などを実施する。

重点的な取り組み ３４
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
科学技術体験センターの総勢３４名のスタッフで、年間に２９の事業と２２の企画という多くの活動を立案し、実施し
ている。また、企業の社会貢献活動やサイエンス・ボランティアの活用などで、限られた予算を有効活用する工夫も
随所にみられる。また、それらの事業・企画についても、常にスクラップアンドビルド方式の適切な改善が積み重ねら
れている点が、高く評価できる。
平成２７年４月に実施された「全国学力テスト（２１３万人受験）」では、国語と算数・数学に加えて、初めて「理科」の
テストが全員対象となって実施された。結果、学習に対する意欲が中学生で低下する傾向は、特に理科において顕
著だという指摘があった。文部科学省は、「小学校では実験や観察など子どもが興味を抱くような体験的な授業が
多いが、中学生になると物理や化学が加わり授業が難しくなっていくことから、理科離れが起きているとみられる」と
分析している。科学技術体験センターでは常に新しい情報を収集し、講座・教室の見直しを行っているため、その
内容は、学力テストやＰＩＳＡの問題と整合性がとれている。
また、可能であれば、アウトリーチ教材の開発や、不登校児童生徒の居場所としての科学技術体験センターのあり
方を検討していただければありがたい。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
平成２６年度に引き続き、科学技術体験センターの活動報告をうかがう機会をいただいた。子どもから大人まで幅
広い年代に様々な工夫をされ、取り組まれている職員の姿勢や熱意が伝わってきた。教職をめざす本学の学生た
ちも、サイエンスボランティアとして貴重な経験をさせていただいていることに感謝しているところである。課題となっ
ていた平日大人限定の講座が、平成２６年度に開催され、春期５２名、秋期７３名と好評だったことは大きな成果であ
ると考える。子ども参加型の出張サイエンスショーの開催は、理科や自然科学に対する子どもたちの知的好奇心を
芽生えさせ、その育成も期待することができる。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ａ
うかがう範囲では、他市と比較しても大変充実した事業を行っている。また、特別事業や一般体験事業の参加者

に対するアンケート結果を見ても、満足度が高いものとなっている。さらに「ミラクルニュース」の発行など、リピーター
の確保に努めていることは評価できる。こうしたすばらしい事業の利用者をどのように拡大していくか、特に子どもた
ちの「理科離れ」が指摘され、文部科学省や経済産業省においても検討・対策が進められる中、より具体的な取り組
みを期待したい。
特に、中学生のセンター利用者の拡大は急務である。様々な調査結果を見ても、中学生になったところで、「理科
が好き」と回答する生徒の割合が急激に低下しており、これに関して様々な要因分析がされている。現状において
センターでは科学部の生徒を対象とした事業を行っているとのことだが、彼らはそもそも「理科が好き」な層であり、
上記の状況を改善させる取り組みとはいえないのではないか。センターとして理科を好きになってもらうメニューやノ
ウハウを持っており、現実として利用者の満足度は高いものとなっているのであるから、後は、いかに事業に引っ張り
込むかがポイントであろう。現状では各中学校では受験準備に追われ、学校として積極的に対応ができていないも
のと考えられる。したがって、これはセンターのみに任せるのではなく、教育委員会全体として考え、対応すべき問
題であると思われる。
平日大人限定の講座に関しては、生涯学習の一環として、えてして子ども向けの施設ととらえられがちな当該施
設・事業に対し、大人にも目を向けてもらうという観点からは、すばらしい取り組みである。現状、シルバー世代が中
心になっているとのことだが、平日開催を考えれば当然の結果であろう。前述の「理科離れ」の議論を見ると、子ども
の問題ということのみならず、大人世代が「理科離れ」していることも、その大きな課題として指摘されている。こうした
ことを考えると、大人向けの事業についても、どこにターゲットを設定すべきか見定めたうえで、必要な事業を行って
いくという取り組みも期待したい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・理科・科学の各分野の様々な体験事業が提供できるよう、企業の社会貢献活動やサイエンスボランティ
アの活用を図る。
・学校の授業内容を取り入れた出張サイエンスショーについては、市内の全小中学校を対象として、平成
２７年度は１４校で実施した。平成２８年度は、２１校で実施する予定である。
・中学生の参加者が少ないことから、平成２８年度からは、サイエンスコミュニケーションを取り入れた
中学生理科実験教室を開催する。
・アウトリーチ教材については、学年レベルに合わせたものを指導計画書とともに貸し出す準備を進めて
いる。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

発表機会の充実 Ｂ －

越谷コミュニティセンターの適切な管理運営 Ｂ －

伝統文化の振興 Ｂ －

日本文化伝承の館こしがや能楽堂の適切な管理運営 Ｂ －

埋蔵文化財保護の推進 Ｂ ＡＡＣ

芸術文化活動の推進 ２－２－（１）

特色ある地域文化の振興および普及 ２－２－（２）

文化財の保存・活用 ２－２－（３）

施策の方向２ 芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する

重点的な取り組み ３５

重点的な取り組み ３７

重点的な取り組み ３９

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

重点的な取り組み ３６

重点的な取り組み ３８
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

○

教育内部評価

将来性

・発表会等を通じて、芸術文化に興味を持つ人や、積極的に知識や技能を得ようとす
る市民の意欲を高めることができる。また、新たに芸術文化活動を始めた方にとっ
て、日頃の成果発表の場があることにより、芸術文化活動への意欲が高まり、かつ目
標となる。

社会公共性
・成果発表の場を提供することにより、市民の芸術文化活動への意欲を高めることが
できる。また、観覧者は芸術文化に触れ、心の豊かさや潤い、感動等を得ることか
ら、当該事業は、社会公共性において意義があると考える。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・「市民文化祭」を市民との連携により開催し、文化活動の成果発表の場を提供することで、芸術文化活
動の推進を図った。平成２７年度は、入場者数が前年度比２,１１５名減の９,０４２名、参加者が前年度
比３６名増の３,６９６名であった。入場者数は例年１万名前後であるが、参加者は減少傾向にあり、事
業の周知方法を工夫する必要がある。
・「越谷市美術展覧会」を開催し、市民の作品の発表および鑑賞の機会を提供することで、芸術文化活動
への意欲を高めることができた。平成２７年度は、入場者数が前年度比４６名減の３,９５９名、出品作
品数が前年度比１点減の２９５点であった。入場者数は例年４千名程度で推移しているが、出品作品数は
減少傾向にあり、今後、事業の周知方法を工夫する必要がある。
・「川のあるまち」を発行し、文芸創作活動の発表の機会を提供することにより、芸術文化活動の推進を
図った。より多くの方の作品が掲載できるよう、平成２６年度から誌面のレイアウト等を変更した。事業
の周知については、以前からポスター配付や広報紙・ホームページへの掲載を行っているが、平成２６年
度からの市内医療機関への設置に加え、平成２７年度は市内金融機関にも設置を依頼し、周知の強化を
行った。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・「川のあるまち」については、平成２７年度から、冊子の存在を周知するため新たに市内金融機関への
設置依頼を行っている。

○  成果発表の場の提供（670万5,150円）
・越谷市民文化祭の開催

　・越谷市美術展覧会の開催
　・文化総合誌「川のあるまち－越谷文化」の発行

的確性

・芸術文化活動の推進を図るため、文化活動の成果発表の場として、市民文化祭や市
展等の事業を開催するとともに、文化総合誌「川のあるまち－越谷文化」を発行し
た。また、県展に入選した市民の優れた作品に触れる機会として、越谷市県展記念作
品展を開催した。

　　充実度・
　　満足度

・文化活動の成果発表の場である市民文化祭、出品作品を審査し入選作品を展示する
市展、さらに力をつけ県展に入選した作品を展示する県展記念作品展と、常に上の目
標に向かって努力することができることから、充実度・満足度は高い。

2－2－(1)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★発表機会の充実重点的な取り組み ３５
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

◎

教育内部評価

・大規模地震に備え、小ホール吊天井の改修工事を行うなど、適切な管理運営を行い、だれもが安全・
安心に利用できるよう努めた。
・施設の安全性と快適性を確保できるよう、指定管理者と協議し、計画的な改修・修繕を行うなど、適
切な管理運営に努める。

社会公共性
・芸術文化活動、生涯学習活動やサークル活動の拠点、災害時の避難場所・防災拠
点、地域コミュニティの拠点などの役割が期待できる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・越谷コミュニティセンターは、昭和５４年に供用を開始して以来３６年が経過し、経年劣化による設
備等の不具合が懸念されている。
・小ホール客席の吊天井は、大規模地震発生時に天井仕上材が落下する恐れがあった。平成２７年度
は、天井脱落対策に係る技術的基準に基づいた安全対策を講じるため、落下防止保護ネットの新設等を
行った。
・平成２８年度は、多くの方が安全で快適に利用できるよう、大ホールの音響調整卓を更新するなど、
必要な修繕・改修等を行う。
・今後も、だれもが安全で快適に利用できるよう、緊急性や優先度を判断しながら、計画的に修繕・改
修等を行っていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

的確性
・芸術文化活動の拠点施設として多くの方に安全・安心に利用していただけるよ
う、適正な管理運営を行っている。

　　充実度・
　　満足度

・だれもが安全・安心に利用できるよう、改修・修繕等を計画的に行っている。ま
た、利用者アンケートの結果においても、満足度において高い評価を得ている。

将来性
・施設を安全・安心・快適に利用できるよう改修・修繕等を行うことにより、市民
が身近に芸術文化に親しめる環境が整備され、芸術文化活動の推進を図ることがで
きる。

2－2－(1)－④　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 越谷コミュニティセンターの適切な管理運営

○　小ホール吊天井の改修工事等（4,986万3,600円）
　・利用者の安全を確保するため、大規模地震に備えた改修工事等を実施

重点的な取り組み ３６
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

◎

教育内部評価

2－2－(2)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 伝統文化の振興

・伝統文化を身近に接し、特色ある地域文化を育むため、「こしがや薪能」、「こしがや能楽体験教室」
を開催し、市民に優れた能公演を鑑賞する機会と能楽（能・狂言）の体験学習の場を提供した。
・「こしがや薪能」については、平成２７年度の入場者数は、前年度比１１１名減の３６１名であった。
雨天対策のため、入場券販売方法の見直しを行ったことから減少したものと考えられるが、今後は事業の
ＰＲ方法を含めて検討する。
・「こしがや能楽体験教室」については、平成２７年度の参加者数は、前年度比８名減の１０１名であっ
た。多くの市民に日本古来の伝統芸能についての知識を広め、そのすばらしさを体験していただくため、
事業の周知方法を工夫する。
・囃子・神楽・木遣などの郷土に伝わる芸能・文化の保存と継承を図るため、「越谷市郷土芸能祭」、
「郷土芸能体験教室」を開催し、発表と体験学習の場を提供した。
・「越谷市郷土芸能祭」については、平成２７年度の入場者数は、前年度比１７名増の７８３名であり、
近年増加傾向にあることから、郷土芸能に対する市民の関心の高まりがうかがえる。今後も事業の周知を
行い、郷土芸能の普及を図る。
・「郷土芸能体験教室」については、平成２６年度に開催時期を８月に変更したことが奏功し、平成２７
年度の参加者数は、前年度比４名増の３２名であった。今後も、より多くの市民に参加していただけるよ
う、事業の周知方法、内容等の工夫を図る。

○　伝統芸能の普及（560万6,854円）
・こしがや薪能の開催

　・越谷市郷土芸能祭の開催
　・こしがや能楽体験教室の開催
　・郷土芸能体験教室の開催

的確性
・伝統文化の振興は、市民が越谷市の歴史や文化を理解するうえで重要かつ的確であ
る。

　　充実度・
　　満足度

・特色ある地域文化を育むため、「こしがや薪能」や「こしがや能楽体験教室」、
「郷土芸能体験教室」などを開催し、伝統文化を鑑賞する機会や体験・発表の場を市
民に提供している。地域の伝統文化に身近に接することができることから、参加者か
ら好評を得ている。

将来性
・伝統文化を鑑賞する機会や体験・発表の場を市民に提供することは、地域に対する
愛着や、郷土意識を育むことにつながる。

社会公共性
・伝統文化の振興は、世代を問わず郷土の歴史・文化に対する理解を深めることにつ
ながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・「郷土芸能体験教室」の周知については、市ホームページや広報こしがやへの掲載および公共施設への
ポスター・チラシ等の配付により行っていたが、平成２６年度からは、ウェブ上の情報投稿サービス『ツ
イッター』の活用を図るとともに、学校に対するポスター・チラシの配付先を、越谷市郷土芸能保存協会
の加盟団体が指導するクラブ・教室等がある小学校６校から、小学校３０校・中学校１５校・高等学校
８校・大学２校の計５５校へ拡充した。
・「郷土芸能祭」および「郷土芸能体験教室」については、平成２７年度にポスターやチラシのデザイン
を工夫し、より見やすく、親しみを持てるようにした。

重点的な取り組み ３４重点的な取り組み ３７
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ

本取り組みの総予算は、約５００万円と高額の印象を持つが、そのうち「こしがや薪能」には約４２０
万円が充てられている。その他３事業は、「越谷市郷土芸能祭の開催（約４７万円）」、「こしがや能楽
体験教室の開催（約２７万円）」、「郷土芸能体験教室の開催（約５万円）」と、それぞれの事業は比較
的少額の予算で行われている。これら３つの事業の予算配分については、内容と実施状況を鑑み、適切で
あると判断できる。

伝統文化の振興については、世代を問わず、郷土の歴史・文化に対する理解を深めることは大切である
が、特に現行の学習指導要領においても「伝統や文化に関する教育の充実」は重視されており、児童生徒
の積極的な参加が期待されるところである。

児童生徒への周知と参加増が課題として示されているが、「郷土芸能体験教室」を年末から夏休みに変
更しただけで参加者数が７倍になるなど、まだまだ開催時期や広報の工夫による参加者の増加が期待でき
る。例えば、市内６年生は必ず年に１回の能楽鑑賞会があるが、その際に関連のパンフレットを簡単な解
説を加えて配付する、といったことが考えられる。

なお、すでに世間からも一定の評価を得ている「こしがや薪能」であるが、学生料金はともかく、一般
料金３,５００円については、越谷市民である場合は割安料金にするなどして納税者への還元を図ること
も、市民への伝統文化振興策としては有効でないかと提案したい。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ｂ

郷土に伝わる芸能・文化の保存と継承のために、ウェブ上の情報サービスやポスター・チラシの配付先
の拡充を図るなど、課を挙げて努力していることが伝わってくる。学校からの情報発信は、子どもたち、
保護者、地域の方々など多くの方への周知が期待できる。事業内容の説明をうかがいながら、市民を中心
とした多くの方に、「こしがや薪能」や「郷土芸能体験教室」などを鑑賞・体験していただきたいと感じ
た。特に、子どもたちの心に郷土愛を育み、培うには、貴重な機会である。また、小中学生を通じて、保
護者や地域へ情報を広めるという広報活動にも、さらに努めていただきたい。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ｃ

伝統文化に触れ、郷土意識を持ってもらうという事業の目的に照らし、本件取り組みは大変すばらしい。
一方、それだけに利用者が少ないという点は残念でならない。中でも能楽堂での能楽鑑賞事業に関して

は、ヒアリングではリピート率が高く、またアンケート結果でも満足度が高いということを確認させてい
ただいたが、それだけになおさら「もったいない」。参加者等に関する「数字」はいただいたが、この現
状をどのように評価しているのか、さらにその評価を踏まえ、次にどのように施策展開をしていくかとい
うことについては、明確な説明は得られなかった。ヒアリングの場でも説明させていただいたが、例えば
観光行政との連携により、市外から利用者を集め、認知度・露出を高めていくことによって、結果として
市民の認知度を高め、利用者の拡大を図るなど、他の行政手法との連携も含めた工夫が必要なのではない
かと思われる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・「こしがや薪能」の入場料金の設定については、受益者負担や事業費のバランスを考慮するとともに、
他の自治体が管理する類似施設の料金設定の状況を勘案するなど、今後、調査検討していく。
・伝統文化振興事業に参加してもらうため、市内小中学校のクラブや部活動の発表の場である「越谷市小
中学校日本文化伝承の集い」や、市内の小学６年生を対象とした「こども能楽劇場」において、本事業に
関するチラシを配付し、児童生徒や保護者等へ周知していく。
・本市では、平成２７年６月に（株）ＪＴＢ関東と観光振興に関する包括連携協定を締結し、現在、観光
振興に関するプロジェクトチームを立ち上げ、こしがや能楽堂を含む市内の観光資源の有効活用について
検討しており、この取り組みに参画し、こしがや能楽堂を生かす方策を考察する。また、越谷市フィルム
コミッションと連携を図り、映画やドラマ、コマーシャルなどのロケを積極的に誘致して、こしがや能楽
堂の認知度・露出度を高め、市内外からの利用者数の拡大を図っていく。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

○

教育内部評価

2－2－(2)－③　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 日本文化伝承の館こしがや能楽堂の適切な管理運営

○　能楽堂の放送設備入替工事（378万円）
　・利用者の利便性を高めるため、放送設備入替工事を実施

的確性
・伝統文化の振興と市民文化の向上およびコミュニティづくりの拠点施設として多く
の方に安全・安心に利用していただけるよう、適正な管理運営を行っている。

　　充実度・
　　満足度

・だれもが安全・安心に利用できるよう、改修・修繕等を計画的に行っている。ま
た、利用者アンケートの結果においても、満足度において高い評価を得ている。

将来性
・施設を安全・安心・快適に利用できるよう改修・修繕等を行うことにより、市民が
身近に伝統文化に親しめる環境が整備され、特色ある地域文化の振興と普及を図るこ
とができる。

社会公共性
・日本の伝統文化を振興する施設であることはもとより、生涯学習活動、サークル活
動および地域コミュニティの拠点としての役割が期待できる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・日本文化伝承の館こしがや能楽堂は、平成５年に供用を開始して以来２２年が経過し、経年劣化が進ん
でいることから、適宜修繕・改修等を行っている。平成２５年度には防火シャッター他修繕、畳修繕、玄
関前敷石修繕、毛氈防炎加工修繕を、平成２６年度には建仁寺垣修繕を行った。
・平成２７年度は、供用開始以来使用している放送設備にノイズ音等の不具合があったことから、その更
新工事を行った。
・平成２８年度は、多くの方が安全で快適に利用できるよう、ＩＴＶ設備機器（楽屋のモニター機器）の
入替修繕を実施するなど、必要な修繕・改修等を行う。
・今後も、だれもが安全で快適に利用できるよう、緊急性や優先度を判断しながら、計画的に修繕・改修
等を行っていく。

重点的な取り組み ３８

新 規
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

○　大道遺跡発掘調査の中間報告書の作成（95万1,264円）
　・大道遺跡の発掘調査成果を取りまとめた中間報告書を作成（600部）

2－2－(3)－⑤

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 生涯学習課

★ 埋蔵文化財保護の推進

的確性

・遺跡の表面採集により、昭和６２年に埋蔵文化財包蔵地として登録された大道遺跡において、西大袋
土地区画整理事業の進捗に合わせて平成９年度から試掘調査を実施したところ、古代の遺構・遺物が確
認された。試掘調査の結果を踏まえ順次埋蔵文化財包蔵地を拡大し、平成１３年度と平成１５年度、ま
た、平成２４年度以降毎年、記録保存を目的とした発掘調査を実施している。
・平成２７年度は、これまでに実施した大道遺跡における発掘調査のうち、平成１３年度、平成１５年
度並びに平成２６年度に調査したもののうち平成１３年度の調査区に隣接した区画の成果をまとめ、
『大道遺跡発掘調査報告書Ⅰ』を発行した。このような報告書は、昭和４６年発行の見田方遺跡発掘調
査報告書以来４５年ぶりの発行となる。調査内容のうち、年代が特定できるものはすべて平安時代（９
世紀後半）で、竪穴住居址８軒、土師器焼成坑５基が発見された。出土資料から、大道遺跡では小規模
ながら土器生産・鍛冶を行うほか、河川での漁労活動を生業とする状況が確認できた。
・『大道遺跡発掘調査報告書Ⅰ』は、市内公共施設への配架、近隣市町村の文化財所管課等への送付は
もとより、国立国会図書館をはじめとする考古学関係文献を網羅的に収集している関係機関にも送付
し、市民以外でも閲覧できるよう配慮した。
・郷土の歴史を学ぶ機会としては、平成２６年１０月開館の旧東方村中村家住宅における小学校の社会
科見学受入れ時に、子どもたちが大道遺跡発掘調査の作業動画を見ながら説明を受け、大道遺跡や見田
方遺跡で出土した土器などに実際に触れる機会を設けた。また、平成２７年度の大道遺跡発掘調査にお
いて、社会体験チャレンジ事業として市内中学校２校各１０名程度を受け入れ、遺跡に親しみ、埋蔵文
化財保護の重要性を理解する機会を提供した。なお、社会体験チャレンジ事業については、平成２８年
度も市内中学校３校各１０名程度を受け入れる予定である。
・今後も、区画整理事業の進捗に伴い、発掘調査を実施するとともに、これまでの発掘調査のうち成果
を取りまとめていない区画について出土品の整理等を行うことにより、貴重な埋蔵文化財の保護と継承
に努めたい。

社会公共性

・平成２７年度に発行した『大道遺跡発掘調査報告書Ⅰ』は、国立国会図書館をは
じめとする考古学関係文献を網羅的に収集している関係機関にも送付し、市民以外
でも閲覧できるよう配慮している。また、調査から得られた考古資料を活用し、地
域の歴史・文化に対する市民の理解を深める事業を行うことで、郷土愛の醸成を
図っている。

・文化財保護法第３条において、地方公共団体の任務として、「文化財がわが国の
歴史、文化等の正しい理解のため欠くことのできないものであり、且つ、将来の文
化の向上発展の基礎をなすものであることを認識し、その保存が適切に行われるよ
うに、周到の注意をもつて努めなければならない」とされている。
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条において、文化財の保護に関
することは、教育委員会の職務権限とされている。

　　充実度・
　　満足度

・平成２７年度に発行した『大道遺跡発掘調査報告書Ⅰ』は、他市町村等における
最新の報告書の編さん方法を参考としているため、埋蔵文化財に関心がある市民や
専門家の満足度は高い。また、大道遺跡に関する社会科見学や社会体験チャレンジ
事業では、実際に現地を見たり考古資料に触れたりすることができ、郷土の歴史を
学ぶ事業として充実度の高い内容となっている。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ

将来性

・大道遺跡における発掘調査の成果は、大道遺跡の集落景観や周辺地域との関係を
考える足がかりとなるだけでなく、本市の歴史的成り立ちを考えるうえでの基礎資
料となる。大道遺跡発掘調査を継続することにより、より多くの成果が期待でき
る。

重点的な取り組み ３９

新 規
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ）

【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
中間報告書の作成という施策の目標は十分に達成されている。しかし、それがどのような意義を持って

いるのかという視点での整理は、まだ整理途上であると受け止めた。文化財が持つ教育力の開発と言う
視点から見た時に、極めて重要な取り組みであることを強調してよいのではないかと考える。そうした
意味で、中間報告書を公共施設に配布したことで、どのような反響があったのか、あるいはどのような
展開が期待できるのかといった見通しを含めて、成果と課題の整理ができるとさらによかった。例え
ば、発掘調査は平成３２年まで続くという長期の取り組みの一部として、当該年度の取り組みにはどの
ような意義があったのかという視点で整理するという方法もある。また、見田方遺跡等、他の遺跡に関
する取り組みも含めた取り組みの中に位置づけて評価する視点もある。
　施策内容として明確に位置づけられていない「社会体験チャレンジ事業」において、中学生が発掘調
査にかかわることができたことは大きな成果である。今後は、より多くの子どもたちや市民が、郷土の
遺産の発掘に、気軽に参加協力できるような取り組みを具体化していくことも考えられる。郷土の歴史
を学ぶ機会の拡張につながる、という可能性に期待したい。

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
　大変重要な取り組みだと思われる。今回の報告書の作成は、昭和４６年以来の実に４５年振りとのこ
と。それだけでも、関係者の方々の意気込みや本事業に掛ける熱意が伝わってくる。報告書そのものに
ついても、埋蔵文化財に関心のある市民や専門家の満足度は高いとのこと。大変素晴らしい事業を成し
遂げたと評価できるものと思われる。
　それだけに大変残念な思いがある。これは昨年度の評価対象であった「伝統文化の振興」で感じたも
のと似ている。せっかくよい事業をやりながら、どれほどの人がこのことを知っているのだろうという
ことである。「社会科見学」や「社会体験チャレンジ事業」として市内の小中学生を受け入れたとのこ
とであるが、その総数は数十名にとどまっている。
　埋蔵文化財は保護の対象であるが、それにとどまらず「我が国の歴史、文化等の正しい理解のため欠
くことのできないもの」であり、貴重な国民の共有財産として大切に保存するとともに，できるだけ公
開するなど活用に努める必要があるとされている。発掘段階を含め、とりまとめた報告書の公開、出土
品の展示等多くの自治体で様々な広報活動が行われているが、そうした取り組みと比較し、越谷市の取
り組みはまだまだ不足していると言わざるを得ない。このため少し厳しいとは思いつつ、敢えて評価を
Ｃとさせていただいた。
　なお報告書の「Ⅴ　調査のまとめ」では、「蓮田市荒川附遺跡では、元荒川の舟運を利用して土師器
等の売買を行う川律的な機能が想定されている」とし「大道遺跡についても同様に、当地域における手
工業生産を担った集落としての可能性もあろう。」としている。御殿町の「越ヶ谷御殿跡」にあった徳
川将軍の御殿が、江戸城焼失の際に解体されて舟で江戸城まで運ばれたとされているが、本報告書によ
れば平安時代から江戸のはじめにも、越谷は舟による荷物の運搬が行われていた可能性があるというこ
とになる。大変夢のある話であり、越谷市の観光行政として川の活用が検討されている中で、重要なコ
ンテンツになる可能性もある。是非ともこうした視点をもって関係部署とも連携の上、取り組んでいた
だきたい。

A

【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
　「埋蔵文化財は、国民共通の財産であると同時に、それぞれの地域の歴史と文化に根ざした歴史的遺
産であり、その地域の歴史・文化環境を形作る重要な要素」であることから、「各地方公共団体におい
ては、埋蔵文化財の保護を図るため、史跡の指定等による積極的な保護及びその整備活用、埋蔵文化財
包蔵地の把握と周知、開発事業との調整及び発掘調査の実施、発掘調査成果の公開等の広報活動等の多
岐にわたる行政を進めることが求められる」とされている（文部科学省「埋蔵文化財の保護と発掘調査
の円滑化等について」）。
　「大道遺跡発掘調査の中間報告書の作成」を中心とした本取り組みはこの趣旨にかなうものであり、
高く評価できる。特に、本報告書については、本文１０２ページと図版からなる大部かつ詳細なもので
あり、学術的に大変高い価値を持つものであることが推測される。また、遺跡発掘現場説明会の様子は
YouTubeにも投稿されるなど、市民からも高い関心を持たれていることが窺える。したがって、市民の地
域に対する愛着を醸成する観点からも、今後本取り組みの一層の拡充と発展を期待したい。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） C

平成28年度 教育外部評価結果
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　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）
・西大袋土地区画整理事業の進捗に合わせて実施している大道遺跡の発掘調査において、現地見学会を
開催するとともに、地元である大袋地区センター・公民館やその他の施設において大道遺跡の資料展示
や講習会を実施するなど、多くの市民が郷土の歴史に触れる機会を設け、広報活動を進めてまいりた
い。
・旧東方村中村家住宅における小学校社会科見学受け入れ時に、子どもたちが大道遺跡発掘調査の作業
動画を見ながら説明を受け、大道遺跡や見田方遺跡で出土した土器などに実際に触れる機会を設け活用
を図っているが、来館している小学校は、市内３０小学校のうち４校（平成２７年度）に止まってい
る。今後、小学校長会等において、本市の埋蔵文化財に関する取り組みや両遺跡における考古資料の出
土状況からの考察を説明するなど、旧東方村中村家住宅に来館する小学校を増やす取り組みを行い、よ
り多くの子どもたちに生まれ育った郷土の歴史に触れてもらうことで、郷土愛の醸成を図っていきた
い。

大道遺跡発掘風景 社会体験チャレンジ事業の様子 

出土品 大道遺跡発掘調査報告書
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

各種教室等の充実 Ｂ －

スポーツ観戦機会の充実 Ｂ －

活動環境の充実 ３－１－（１）

活動機会の充実 ３－１－（２）

施策の方向１ スポーツ・レクリエーション活動の充実を図る

重点的な取り組み ４１

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

重点的な取り組み ４０
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

○

教育内部評価

3－1－(2)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ 各種教室等の充実

○  ライフスタイルに合わせた活動機会の提供（2万5,000円）
・勤労者スポーツ教室の実施

　　（エンジョイ！ボクササイズ）

的確性
・市民ニーズに応じた様々なスポーツ・レクリエーション活動に関する教室・講座等
の体験機会の充実を図ることとして、越谷市教育振興基本計画に位置付けられてい
る。

　　充実度・
　　満足度

・アンケート（参加者の多い事業のみ実施）における教室・講座の満足度について
は、健康体操教室９４％、生涯スポーツ講座９０％、親子ふれあい体操教室１００％
となっており、各種教室の参加者の満足度は高いと考える。

将来性

・スポーツ・レクリエーション活動のきっかけづくりとして、初心者や運動未経験者
でも参加できる各種教室・講座を開催しており、その参加者が運動を継続することに
より、本市の目標である「スポーツ・レクリエーション活動を週１回以上行う成人の
市民が５０％以上をめざす」を達成する一助となるものと考える。

社会公共性

・「いつでも、どこでも、だれでもが生涯にわたり、スポーツ・レクリエーション活
動に親しみ」を念頭に、市内６体育館を会場に、平日の昼夜には教室・講座、第３日
曜日にはファミリー開放を開催している。また、一人でも参加しやすい環境で運営し
ていることから、運動を通じた仲間づくりやコミュニケーションの場となっている。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・平成２７年度の各種講座・教室の参加人数は、生涯スポーツ講座８,３８８人、スポーツ教室１,９３７
人（親子ふれあい体操教室：１,２９６人、障がい者スポーツ教室：８１人、６５歳からのいきいき元気
教室：１９３人、男性のためのスポーツ教室：５２人、エンジョイ！ボクササイズ（勤労者対象)：９９
人、初心者のための水中健康体操教室：１２０人、老人福祉施設への出前講座９６人）、健康体操教室
３,２１３人となっている。
・課題としては、比較的スポーツ活動機会の少ない勤労者の参加をさらに促すことと、受益者負担の観点
から教室・講座の参加費を徴収するかどうかについて検討することが挙げられる。
・開始して間もないボクササイズや老人福祉施設への出前講座は、新しさもあり、参加者数の増加が期待
できるが、以前から実施している健康体操教室や生涯スポーツ講座は、新鮮味を欠き、参加者数は横ばい
状態である。
・今後は、だれもが参加しやすく、子ども、成人、高齢者、障がい者が、それぞれ自身のライフスタイル
に合った健康づくり・体力づくりができる教室・講座となるよう、事業の改善・見直しをし、より一層の
充実を図る。また、運動不足の勤労者や高齢者の参加者数が増えるよう、実施時間の変更や新たな種目の
導入など、教室・講座の内容の改善を図る。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・「勤労者のスポーツ教室」については、平成２６年度から種目を「ボクササイズ」のみに限定し、教室
名を「エンジョイ！ボクササイズ」へと変更した。また、より多くの方に参加していただけるよう、開催
曜日・開始時間・会場を、金曜日の午後７時、駅からアクセスの良い中央市民会館へと改めたところ、平
成２６年度の参加者数は、前年度比８２人増の１５７人へと大幅に増加した。（平成２８年度より教室名
称を「エンジョイ！キックボクシングエクササイズ」に変更）
・「勤労者のスポーツ教室」については、今後アンケート等を行いながら、ニーズに応じた事業の実施に
努めていく。

重点的な取り組み ４０
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ

本事業は、スポーツ・レクリエーション活動を始めるきっかけとして、また、自身のライフスタイルに
「運動」を取り入れるための機会となり、市民の健康づくりに有意義な事業である。

また、高齢者、障がい者がそれぞれ自身のライフスタイルに合った活動が行えるように障がい者スポー
ツの指導者および老人福祉施設等への出前講座の実施など取り組まれている。今後もだれもが参加しやす
く満足度の高い各種教室の充実を期待したい。

【 元足立区教育長 佐々木 一彦 氏 】 教育外部評価：Ｂ

スポーツ・レクリエーション宣言都市にふさわしい様々な事業が行われていることは、高く評価したい。
とりわけ、今回、スポーツ活動機会の少ない勤労者に対する教室の実施や高齢者の参加機会を増やすた

めの老人福祉施設等への出前講座の実施は、時宜（じぎ）を得ていると思う。
スポーツ行政は、単なるスポーツの振興だけでなく、健康づくりとの接点を重視し市の保健当局との連

携を密にすることが重要である。そこで、中核市移行に伴う保健所の新設、保健センター移設による機能
拡充や第一・第二体育館の改築等の機会をとらえ、より強化・充実していくことが望まれる。

【 文教大学教授 手嶋 將博 氏 】 教育外部評価：Ｂ

生涯スポーツの観点から、市民がそれぞれのライフスタイルに合ったスポーツ・レクリエーション活動
のきっかけと、ライフスタイルの中に運動を取り入れ継続できるようにしていくための取り組みであり、
ほとんどが無料で参加することができる。健康体験教室や、生涯スポーツ講座、親子ふれあい体操教室等
の各講座の満足度も高い。

市民の健康維持・増進や、運動を通しての仲間づくりのためにも、こうした事業は生涯学習に欠かせな
い要素であるが、最もストレスが多く、かつメタボリックシンドロームなどが懸念される勤労者の参加が
相対的に少ないという課題が挙がっており、今後、この層の参加を増やすためには、これまで講座や教室
が実施されてこなかった空白地帯である平日の午後６時以降、あるいは土日の午後１時以降の施設利用や
講座・教室の時間枠を増設していくことが求められる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・だれもが参加しやすく、子ども、成人、高齢者、障がい者が、それぞれ自身のライフスタイルに合った
健康づくり・体力づくりができるような教室・講座の開催に努める。
・運動不足の傾向にある高齢者に対し、教室・講座の中で、軽スポーツや健康体操など、運動することが
楽しく感じられるとともに生活習慣病の予防に役立つメニューを実施していく。また、介護予防の観点か
ら地域包括ケア推進課（平成２７年度：福祉推進課、平成２６年度：高齢介護課）との連携を図り、平成
２６年度から、運動量が少ない老人福祉施設の高齢者を対象として、体操やレクリエーションの出前講座
を実施している。
・障がい者の生きがいづくりや社会参加を促進するため、フライングディスク、ボッチャ、卓球バレーな
どの障がい者スポーツ教室を実施していく。また、障がい者がスポーツの楽しさや感動を十分味わうこと
ができるよう、平成２７年度から、障がい者参加の卓球バレー大会を開催している。
・障がい者スポーツ教室については、身体障がい者をはじめ個人での参加が少ないため、今後は、障がい
者の会合へ出向き、積極的に教室のＰＲを行い、個人参加促進に努める。
・勤労者対象のボクササイズについては、平成２７年度に引き続き平成２８年度も、金曜日夜間に中央市
民会館で実施する。今後の実施曜日・時間帯については、アンケート等の調査結果に基づき、調整を行う。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２６年度外部評価実施】
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価

3－1－(2)－⑧　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ スポーツ観戦機会の充実

○　プロスポーツ大会の誘致
・プロ野球イースタンリーグの誘致

　・日本女子プロ野球の誘致 等

的確性
・越谷市教育振興基本計画に「スポーツ観戦機会の充実」を位置付け、市民のスポー
ツに対する興味を深めるため、全国大会・プロスポーツ大会の誘致に取り組んでい
る。

　　充実度・
　　満足度

・スポーツ選手の不断の努力は、人間の可能性の極限を追及する有意義な営みであ
り、こうした努力によるトップレベルの競技は、市民に夢と感動を与え、スポーツへ
の興味や関心を高めるものと考える。
・トップレベルの競技を身近な場所で観戦できることは、市民満足度の向上に大きく
寄与する。

将来性

・トップレベルの競技を観戦することにより、市民、とりわけ青少年に夢や目標を与
えることができる。
・スポーツへの興味や関心が高まることにより、スポーツを実践する方が増え、本市
のスポーツの推進につながる。

社会公共性

・本市のスポーツ施設にトップレベルの大会を誘致することにより、身近な場所で観
戦することが可能となり、市民の観戦機会の拡充を図ることができる。
・プロスポーツや全国大会などの大会が、市内のスポーツ施設で開催されることによ
り、越谷市の知名度の向上や産業の活性化にもつながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・平成２７年度の実績としては、市民球場でプロ野球イースタンリーグや日本女子プロ野球リーグが開催
され、多くの市民が観戦に訪れた。総合体育館では、土日祝日の稼働率が高く、プロスポーツ大会の日程
確保が困難であったため、ＮＢＤＬバスケットボールリーグ戦（日本バスケットボールリーグ２部）のみ
の開催となった。
・課題としては、全国レベルの大会やプロスポーツイベントを土日祝日に開催できるよう、体育施設利用
団体をはじめとする関係団体との調整が必要である。
・今後も、市民のスポーツに対する興味や関心を一層高めるため、指定管理者（越谷市施設管理公社）と
協働し、全国レベルの大会やプロスポーツイベントなどの誘致に努める。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・プロスポーツなどのハイレベルなプレーを会場で観戦することにより、スポーツへの興味や関心が高ま
り、スポーツ人口の増加が期待できるとともに、学生やアマチュア選手の技術の向上にもつながる。ま
た、誘致の推進により、総合体育館、市民球場、しらこばと運動公園競技場等の本市のスポーツ施設にお
いて、世界大会やプロスポーツなどの大会が開催されることで、越谷市の知名度が向上する。
・今後は、現役選手や指導者の意識を高めるとともにスキルアップを図るため、大きな大会等の誘致だけ
でなく、その試合前後の空き時間に、プロスポーツ選手や元プロスポーツ選手によるスポーツ教室・イベ
ントを開催することについて検討していきたい。

重点的な取り組み ４１
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

スポーツボランティアの養成 Ｂ －

スポーツリーダーバンクの充実 Ｂ －

組織の充実 ３－２－（１）

指導者の養成・確保 ３－２－（２）

施策の方向２ スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る

重点的な取り組み ４２

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

重点的な取り組み ４３
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

○

教育内部評価
・平成２５年３月に「越谷市スポーツボランティア制度運用要綱」を策定し、同年４月から施行した。
・広報こしがやおよび市ホームページにより制度の内容等を説明し、スポーツボランティアを募集した。
・登録者は１８人（平成２７年度末現在）。
・平成２７年度は、第６０回市内駅伝競走大会（平成２７年１２月６日開催）において５人（中継所の交
通整理）、第５１回元旦マラソン大会（平成２８年１月１日開催）において５人が活動した（会場設営、
参加者受付、誘導他）。
・今後、より多くの方に登録してもらうため、制度周知の方法を検討する。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・平成２５年３月に策定した「越谷市スポーツボランティア制度運用要綱」に基づき募集している。平成
２７年度のボランティアは前年度比８人増の１８人となったが、依然として応募者が少ないため、引き続
き広報紙や市ホームページで周知を図るほか、平成２８年度からは市内のスポーツ用品店等に対し、チラ
シの設置等を依頼していく。

将来性
・スポーツボランティアのマンパワーは、「総合型地域スポーツクラブ」の設立や、
市民が運営するスポーツ・レクリエーションイベント等において重要な役割を果たす
と考えられ、将来的にも成果が見込まれる。

社会公共性
・「自由な意思で、よりよい社会づくりのために活動する」というボランティア活動
の性格から、スポーツボランティアの活動により、地域社会全体の活性化や発展に貢
献できると考えられる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　ボランティア活動の活性化
　・スポーツボランティアの募集および登録者の各種大会・イベント等への活用
　・スポーツボランティア活用団体等への制度の周知

的確性
・生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくるという当事業の
趣旨は、第４次越谷市総合振興計画前期基本計画および越谷市教育振興基本計画に位
置付けられており、目的達成のための手段としても適切であると考える。

　　充実度・
　　満足度

・ボランティアの自主性を尊重しており、自らの意思で各種イベント等に参加できる
ことについて、ボランティアの満足度は高いと考える。また、イベント参加者におい
ても、イベントが安全で質の高い環境下で開催されることから、充実度は高いと考え
られる。

3－2－(1)－⑥　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ スポーツボランティアの養成重点的な取り組み ４２
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

○

○

教育内部評価
・越谷市でのスポーツリーダーバンク登録者は平成２６年度で６９人、平成２７年度で７０人である。一
方、実際に指導者として活動した実績は平成２６年度で延べ３７人、平成２７年度で延べ４６人であっ
た。活動実績人数を全登録者数で除した数値を稼働率とすると、平成２６年度で５４％、平成２７年度で
６６％であった。
・スポーツリーダーバンクの指導者は派遣要請を受けて初めて活動できるものであるが、派遣の要請元に
着目してみると、平成２６年度は地域等からの要請が３人、生涯スポーツ講座や健康体操教室等の越谷市
教育委員会主催事業による要請が３４人であった。平成２７年度は地域等からの要請が１３人、越谷市教
育委員会主催事業による要請が３３人であった。
・スポーツリーダーバンクの充実を図るには、指導者が指導技術の向上に努め、より質の高い指導を行う
とともに、リーダーバンクの稼働率を上げることが肝要である。指導者の質や技術の向上策としては、年
１回「スポーツ・レクリエーション指導者研修会」を開催し、登録者のスキルアップに努めているが、稼
働率の向上については、重点的に地域に対してリーダーバンク制度のＰＲを行い、自治会や子ども会など
地域における普及に努めたい。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・スポーツリーダーバンクの新規登録者を募集したところ、平成２６年度に２名、平成２７年度に７名の
応募があり、新規指導種目である「ケトルベル」、人気の高い「ヨーガ」、「親子体操」、「けいらくビ
クス」等を指導できる方を登録することができた。
・スポーツリーダーバンクの登録者が増えるよう、広告モニターによる登録者の募集および講座・教室等
の講師からの紹介により、登録者の確保に努めている。
・スポーツリーダーバンク制度の認知度をより高めるため、引き続き広告モニターやチラシ・ポスターを
活用するとともに、広報紙や公民館だより、市ホームページによる周知に努めるほか、平成２８年度から
は市内のスポーツ用品店等に対しチラシの設置等を依頼するなどして、募集・利用の両面で告知範囲を拡
大していく。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　スポーツリーダーバンクの登録の促進と活用
　・体育施設のモニター広告、広報こしがやおよび市ホームページによる制度の周知
　・スポーツ教室等におけるスポーツリーダーバンクの活用

的確性
・スポーツリーダーバンクの周知と登録の促進など、スポーツ・レクリエーション活
動の指導者の養成・確保を図ることとして、越谷市教育振興基本計画に位置付けられ
ている。

　　充実度・
　　満足度

・地域や各種団体等からの派遣要請は少ないものの、生涯スポーツ講座、健康体操教
室、スポーツ教室等の講師として指導している。参加者は内容に満足しており、教室
終了後に自主サークルを設立し、スポーツリーダーバンクの講師を招き運動を継続し
ている団体もある。

将来性

・スポーツリーダーバンク制度を様々な機会や手段を活用し市民へ周知するととも
に、登録を促進し、市民からの多種多様な要請に応じた適切な指導者を派遣できるよ
う指導者の養成や確保に努めることにより、スポーツ・レクリエーションの一層の普
及につながると考える。

社会公共性
・平成２７年度末の登録者は、延べ５９種目、７３名が登録しており、多種多様な種
目にも幅広く対応でき、市民、地域、各種団体、スポーツクラブ等からの講師の要請
に対し、指導者を派遣することができる。

3－2－(2)－②　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★スポーツリーダーバンクの充実重点的な取り組み ４３
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
平成２５年度と平成２６年度におけるスポーツリーダーバンクの登録者数（平均６８.５人）および実

際に活動を実施した稼働率（平均５５.５％）は、ともに安定的に推移している。また、スポーツリー
ダーが対応できる種目も５７種類と広範囲にわたっている。「障がい者スポーツ」など、新しい課題に対
応する指導者の確保も実現している。料金についても指導者と主催者側の話し合いによって決定するとい
う制度であり、このような地道な活動を維持していることの意義は大きい。教育委員会主催事業での活用
が多いことからも、本取り組みの価値が認められる。

ただ、このような取り組みとその評価は、上位目標との関連性が重要である。「スポーツを通して健康
寿命を延ばすことができる。成人市民のうち、週１回以上の運動をする者の割合を５０％以上にする」と
いう観点から、アンケート調査を実施するなどして、本取り組みに対する効果に関するエビデンス（証拠
となるデータ等）の方法を検討することが、今後の課題である。

なお、さらにスポーツリーダーバンクの登録者を増やすことを目標とされているが、Webサイトや地元
メディアの取材等、積極的に情報発信の方法を模索されることを期待する。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ｂ
越谷市教育振興基本計画に位置付けられている「スポーツ・レクリエーション活動の指導者の養成・確

保」を目的として、本事業は、成果につながっていくことと思われる。スポーツリーダーの活用について、
どのような人材を求めているのか、どのような場面を想定しているのか、的確に周知することに今後も努
めていただきたいと考える。リーダー（講師）不在でも実施可能な種目もあるため、稼働率による評価は
適切でないように感じる。市内に在住・勤務する教職員等の参画や市内体育施設等の積極的活用なども念
頭に置きながら、本事業をさらに推進してほしい。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ｃ
「成人が週１回運動する率を５０％とする」という大目標のもと、本件事業がどの程度それに寄与する

のか、どの程度やればいいのかという「中目標」が設定されていないためか、スポーツリーダーバンク登
録者を１５５名にするという目標には遠く達していない。さらに稼働率も低調であり、特に地域等からの
要請に基づく派遣は全体の１割程度と、極めて低率である。これらの課題は認識されており、その解決に
努めるとの説明はあったが、それではなぜ、この数年間の実績向上に結びついていないかの評価について
は、「制度の周知不足」程度しか認識されていない。こうした点を考慮すると、このままの取り組みで状
況が改善すると考えることは困難といわざるを得ない。

例えば、観光協会が開催するサイクリング教室や民間事業者が行うランニング教室等、他の事業主体と
積極的に連携するなど、教育委員会関係事業以外の場においてスポーツリーダーが活躍する機会を積極的
に「創出」し、実績を積み上げていくとともに、連携の相手方にも積極的にＰＲしてもらうというような
取り組みも必要なのではないか。

より専門的な指導を受けることで、スポーツ・レクリエーション活動を支援し、その一層の普及につな
げ、その結果として市民が健康でいきいきした生活を送ることができることを促すという、すばらしい制
度である。この制度を生かしていくためにはどのような取り組みをすべきか、現状の延長ではなく、抜本
的に検討する必要があるのではないかと思われる。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・スポーツリーダーバンクの活用は教育委員会事業におけるものがほとんどであり、市民からの要請は少
ない状況である。このことから、制度の周知はもとより利用拡大に向けた取り組みを行う必要がある。
・利用拡大のための具体的な方策として、平成２７年度は、他部署との連携により、放課後子ども教室と
自治会主催事業への講師派遣実績を増やした。今後は、部活動等における指導、自治会・福祉施設への出
前講座、企業の福利厚生事業への派遣等の実現化をめざす。スポーツリーダーバンク制度の認知度をより
高めるため、引き続き広告モニターやチラシ・ポスターを活用するとともに、広報紙や公民館だより、市
ホームページによる周知に努めるほか、平成２８年度からは市内のスポーツ用品店等に対しチラシの設置
等を依頼するなどして、募集・利用の両面で告知範囲を拡大する必要がある。また、市民の多種多様な
ニーズに応えられるよう、第一線で活躍してきた選手や指導者、学生などにリーダーバンクへの登録を促
し、制度の充実を図る。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

体育施設の改善・充実 Ｂ －

施設の整備・充実 ３－３－（１）

施策の方向３ スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る

重点的な取り組み ４４

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

○

○

教育内部評価
・現在所管する２９の体育施設は昭和時代に建築されたものが約６割を占め、経年劣化が進んでおり、修
繕・改修等を要する箇所が発生している。
・平成２７年度は、利用者の安全・安心を確保するため、下記の備品購入、施設修繕・改修などを行っ
た。
　  ①総合体育館第１・２会議室エアコン設置工事　　⑥総合体育館武道場柔道畳等購入
　  ②北体育館雨漏修繕　　　　　　　　　　　　　　⑦温水プール底目地補強修繕
　  ③屋外体育施設のナイター照明等の修繕　　      ⑧総合体育館第１体育室雨漏緊急修繕
　　④総合体育館ほか施設建築設備の定期点検　　　　⑨市民球場作業員控室エアコン交換修繕
　　⑤市立体育館設備の修繕および改修　　　　　　　⑩その他小規模修繕　６件
・限られた予算の範囲で、優先順位をつけ計画的に改修をするように努めているが、現実的には指定管理
者や利用者の声等を受けて、緊急発生的な修繕を優先している状況である。
・今後は、施設の計画的な維持管理を目的として「越谷市公共施設等管理計画」に基づき、施設の老朽化
対策について長期的な視点で検討するとともに、各施設の整備に努める。
・平成２８年度は、利用者が安全で快適に利用できるよう、総合体育館武道場畳購入、選手控室エアコン
設置工事、大相模中学校ナイター照明電源改修修繕などを行う。
・第１・第２体育館については、隣接する大沢地区センターとの複合施設建設に向け、平成２６年度は基
本設計を、平成２７年度は測量・地質調査を行った。また、第４次越谷市総合振興計画後期基本計画期間
（平成２８年度からの５年間）において、実施設計、解体工事および建設工事を実施する予定である。
 ・今後については、利用者が安全で快適に利用できるよう、緊急性や優先度を判断しながら、計画的に
各体育施設の修繕や改修を実施する。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・安全かつ安心して体育施設を利用いただくために、限られた財源の中、体育施設の整備・改修を行っ
た。
・体育施設が災害時の避難所として安全に使用できるよう、「越谷市建築物耐震改修促進計画」の策定に
向け、平成２７年度に建築住宅課が中心となって協議を行った。

将来性
・スポーツ・レクリエーション施設の改善・充実に取り組むことにより、市民が楽し
く安全にスポーツ・レクリエーションに親しめる環境が整備され、生涯スポーツの推
進が図れる。

社会公共性
・いつでも、どこでも、だれもが安全に安心して利用できる施設環境を整えることに
より、スポーツ・レクリエーション活動を通じた、コミュニケーションの場の提供や
地域社会の発展にもつながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　安全性・利便性の向上を図るための体育施設の維持管理（3,212万280円）
・総合体育館第１・２会議室エアコン設置工事

　・北体育館雨漏修繕
　・屋外体育施設のナイター照明等の修繕
　・総合体育館ほか施設建築設備の定期点検
　・市立体育館設備の修繕および改修
　・総合体育館武道場柔道畳等購入

的確性
・多くの市民が、身近な場所でスポーツ・レクリエーション活動に親しめるように、
体育施設の改善や充実に努め、安全で安心な環境を提供する必要がある。

　　充実度・
　　満足度

・利用者が安全かつ安心して施設を利用できるよう、日頃から利用者の声を的確に把
握し、改修・修繕等を行っている。

3－3－(1)－①　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ 体育施設の改善・充実重点的な取り組み ４４
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教　　育
内部評価

教　　育
外部評価

遊びを通じた健康づくり Ｂ －

健康・体力づくりの活動機会の充実 Ｂ ＡＡＣ

活動機会の充実と交流の促進 Ｂ －

子どもの健康・体力づくりの支援 ３－４－（１）

成人の健康・体力づくりの支援 ３－４－（２）

高齢者の健康づくりの支援 ３－４－（３）

障がい者の健康づくりの支援 ３－４－（４）

施策の方向４ 健康ライフスタイルづくりを支援する

重点的な取り組み ４６

重点的な取り組み ４７

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

重点的な取り組み ４５
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価

3－4－(1)－⑫　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ 遊びを通じた健康づくり

○　放課後子ども教室推進事業の充実
　・事業未実施校における放課後子ども教室の実施
　　（ドッヂビー）

的確性
・教育振興基本計画において主な取り組みとして位置付けられており、子どもの健
康・体力づくりの支援のための手段として適切である。

　　充実度・
　　満足度

・子どもたちの運動不足解消や体力向上につながり、充実度・満足度は高いと考え
る。また、より魅力的な内容になるように改善・見直しを行うことで、充実度・満足
度はさらに向上するものと考える。

将来性

・運動やスポーツに親しむことが子どもたちの体力増進や人材育成につながり、継続
することにより、将来は現状より成果が見込まれる。
・放課後および週末の時間帯における集団行動は、安全度・安心度の向上につながっ
ている。

社会公共性
・異年齢の子どもたちや地域の大人との交流等の活動を通じ、心身が健やかでたくま
しい子どもたちが育つことは、地域社会全体の教育力の向上につながる。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B
・市青少年課からの依頼により、放課後子ども教室活動の支援として、スポーツ推進委員による指導を実
施している。平成２７年度は計１０回の指導を行い、延べ５１１人の参加があった。
・市子ども会育成連絡協議会主催の「越谷市ドッヂビー大会」へ、審判員・指導員としてスポーツ推進委
員を派遣することにより、ドッヂビーの普及拡大や青少年の健全育成を図った。
・スポーツ推進委員の指導により、年齢に関係なく気軽にだれでも楽しく参加できるニュースポーツ
「ドッヂビー」の普及が進んでいる。
・今後も、放課後子ども教室におけるスポーツ推進委員やコーディネーターの活動がより活発になるよう
積極的に働きかけ、彼らとの連携により、安全で質の高いスポーツ環境を提供するとともに、教室の内容
を魅力的なものへと改善することで、子どもたちの心身の健全な育成を図っていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・市子ども会育成連絡協議会主催の「ドッヂビー親善大会」は、地道な普及活動が功を奏し、児童の競技
レベルが向上するとともに日本ドッヂビー協会の公認取得にもつながった。こうしたことから、「ドッヂ
ビー親善大会」は、平成２６年度から「越谷市ドッヂビー大会」として本格的な競技大会に昇格した。こ
のことにより、さらなる競技レベルの向上や大会での成績など、子どもたちの新たな目標ができた。
・平成２８年４月現在、１７の放課後子ども教室があり、すべての教室でスポーツ推進委員による「遊び
を通じた健康づくり」が行われることを目標としているが、教室の事情により、うち１０教室での活動に
とどまっている。スポーツ推進委員はあらゆるスポーツ・レクリエーションに精通した専門家であるた
め、各教室の実情に合わせた「遊びを通じた健康づくり」を提案していく。
・平成２８年度からは、放課後子ども教室コーディネーターを対象とするドッヂビーの技術・審判指導研
修を行い、「越谷市ドッヂビー大会」の自主的な運営を支援する。

重点的な取り組み ４５
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

◎

◎

○

教育内部評価
・平成２４年度から、６５歳以上の方を対象に健康の保持・増進や生きがいづくり、介護予防の必要性や
運動を始めるきっかけづくりを目的とした「６５歳からのいきいき元気教室」を、地域包括ケア推進課
（平成２７年度：福祉推進課、平成２６年度以前：高齢介護課）との共催により実施している。内容は、
健康チェック、介護予防の必要性についての講話、介護予防体操やレクリエーション等を行っている。講
師の指導方法もよく、参加者にも好評であり、今後も教室を継続していきたいと考えている。
・各年度の開催回数および延べ参加者数は、平成２４年度が６回・１２９名、平成２５年度が６回・
２４９名、平成２６年度が６回・１７２名、平成２７年度が６回・１９３名であった。なお、平成２７年
度の参加者の年齢構成は、６０歳代が９名、７０歳代が２４名、８０歳以上が５名であった。
・平成２７年度の「６５歳からのいきいき元気教室」終了後のアンケートでは、事業内容について「満
足・ほぼ満足」と回答した方が７３.３％を占めた。また、この事業では、運動習慣のない方を対象者と
しているが、週３日以上運動している方の割合が４４.７％と、本来の事業目的に沿う方の参加が少ない
ことも判明した。このことから今後の課題として、運動習慣のない方の参加を増やすことが挙げられる。
・また、平成２６年度から、高齢者の健康・体力づくりの機会を一層充実させるため、老人福祉施設への
出前講座を実施している。各年度の開催回数および延べ参加者数は、平成２６年度が３回・１１３名、平
成２７年度が３回・９６名であった。今後は、老人福祉施設に生活するより多くの高齢者に運動習慣を身
に付けていただくため、出前講座の実施場所や新規参加者を増やすことに努めていく。
・両事業については、今後も関係各課と連携を図り、高齢者のスポーツ活動機会の充実に努めていく。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・少子高齢化や核家族化などにより、老人福祉施設等を利用する高齢者は増加傾向にある。このような
中、平成２６年度から、体育施設等で行っている教室などに参加できない老人福祉施設の入所者を対象と
して、健康増進や運動を始めるきっかけづくりを目的とし、出前講座を実施している。

将来性

・平成２４年度から開催している「６５歳からのいきいき元気教室」では、介護予防
運動や心肺機能の強化、さらには認知症予防のための脳の神経伝達トレーニングなど
を取り入れ、高齢者が自立した生活が送れるよう、高齢者の健康づくりの一助となっ
ており、今後の高齢化社会において必要不可欠な事業である。

社会公共性
・教室の内容が、参加者同士とふれあう機会が多いものであり、運動を通じた仲間づ
くりやコミュニケーションの場となっている。

　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） B

○　高齢者へのスポーツ参加機会の提供（4万円）
　・６５歳からのいきいき元気教室の実施
　・老人福祉施設への出前講座の実施

的確性
・高齢者の健康の維持・増進や生きがいづくりなどを支援することは、教育振興基本
計画に掲げる生涯スポーツの理念に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・「６５歳からのいきいき元気教室」終了後のアンケート結果では、「運動の必要性
について理解できたか」１００％、「教室終了後も運動を継続したいと思うか」
１００％と、高齢者が体を動かすことの重要性を理解できる事業内容であり、受講者
の満足度も７３.３％と高い。

3－4－(3)－⑤　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★ 健康・体力づくりの活動機会の充実重点的な取り組み ４６
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価

教育外部評価

教育外部評価

　教育外部評価を受けての対応等　（ Action ）

【埼玉大学理事　　吉澤　雅隆　氏】
　健康の維持・向上は、一人ひとりにとっても望ましいだけでなく、保健・福祉の観点からも大変重要な
ことである。こうした観点からも本事業は大変重要な取り組みである。
　現在、政府では「ヘルスケアビジネス」の振興が進められている。ヘルスケアビジネスの創出は、地域
における雇用の創出、地域コミュニティの活性化、医療費の抑制という一石三鳥の効果が期待できる分野
であり、「日本再興戦略」においても重点的に取り組んでいくことされている
　こうした観点から見た場合、予算規模や様々な教室への参加者数を見ると、何かの間違いなのではない
かと思えるほど、「桁の問題」として少ない。もちろん関係部署の方々は一生懸命に取り組まれているの
だろうし、また直接現場で対応されている講師の方々は熱心に取り組まれているのだろうと思われる。
　一方で、運動習慣の無い方を対象とした教室において、実際には週３日以上運動している人の割合が
４４．７％に達しているなど、必ずしも本来の事業目的が達成できていないものもあるとのことである
が、そもそも対象となる方々はどの程度いるのかといった基礎的なデータの把握から、その方々への情報
提供のあり方、参加しやすくする工夫等、本事業に関しては、まだまだやるべきことが山積しているとい
う印象を受けた。
　もちろん、予算的にもマンパワー的にも様々な制約要因があろうと思われる。だからこそ、現状をよく
把握し、そのうえで目標を設定し、必要となる事業規模を想定していくことが必要なのではないか。ヒア
リング時には、事業規模が小さい理由の一つとして、事業項目があまりにも細分化されすぎていることも
あり、今後は大括り化したいとの説明であったが、それにしてもきちんと現状を把握し、目標を立て、そ
の達成に向けてやるべきことを整理することが不可欠であろう。
　以上を踏まえ、評価をＣとさせていただいた。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） A

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） C

・平成２６年度市政世論調査では、６０歳以上の方の３割前後の方々が「運動を行っていない」との結果
がでていることから、介護予防や健康寿命の延伸の考えからも、引き続き日頃運動習慣のない方々を対象
とした「６５歳からのいきいき元気教室」の内容の充実に努める。
・新たに、高齢者の身近な施設である自治会館等を会場に、施設規模や参加者の状況に合わせた内容の出
前講座を実施していく。
・出前講座については、介護施設の職員の方々にも協力をいただき、施設ごとに継続的に実施できるよう
関係課と調整を図る。

　教育に関し学識経験を有する者の意見等　（ Check － Action ） Ａ
【文教大学教授　　会沢　信彦　氏】
　急速な勢いで社会の高齢化が進む我が国において、高齢者の健康増進は、高齢者自身の生きがいを促進
するのみならず、社会保障費の削減にもつながる大きな社会的課題である。『平成２８年度版高齢社会白
書』（内閣府）においても、高齢社会対策として、「いつまでも健康で活力に満ちた長寿社会を実現する
ため、スポーツや健康づくりに無関心な層や、健康づくりの必要性を感じているものの行動に移せない高
齢者などを対象として、運動・スポーツによる健康増進の取り組みを支援することにより、健康寿命の延
伸を図り、スポーツを通じた地域の活性化を引き続き推進する」としている。
　そのような中、①６５歳からのいきいき元気教室の実施、②老人福祉施設への出前講座の実施、という
２つの事業からなる「高齢者へのスポーツ参加機会の提供」を目的とした本取り組みは、まさに高齢者の
健康・体力づくりを目的とした高齢社会対策のモデルともなるべきものであり、高く評価できる。した
がって、今後高齢化のさらなる進行が予想されることからも、本取り組みの一層の拡充と発展を期待した
い。

【埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏】
対象や活動の意義が明確な取り組みであり、延べ参加者数も前年度より増加している。また、老人福祉

施設への出前講座が前年度より継続して実施され、「６５歳からのいきいき元気教室」を必要とされてい
る方への、機会の提供が積極的に行われた点が評価される。介護予防や認知症予防等を含んだ重要度の高
い取り組みであるため、類似の施策を実施している関連各課との連携が図られていくことが求められる。
　今後の課題として「６５歳からのいきいき元気教室」の開催回数が、平成２４年度より年間６回のまま
であることの検討が必要であると考える。現状維持のまま継続することにも、もちろん意義はあるが、拡
充の可能性を検討することも必要だと考える。回数を増やせばよいということではなく、増やして質が低
下することは避けながら、こうした教室で指導できる人材の養成プログラム開発や運動習慣がない方が参
加しやすい企画開発等、今後の活動の見通しが描かれることを期待したい。
　全体として、大きいとは言えない事業規模の枠内で、重要な取り組みが継続しているという点で高い評
価に値する。

平成28年度 教育外部評価結果
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【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

　教育施策の検証　（ Check ）

◎

○

◎

◎

教育内部評価　進捗状況・成果・課題・今後の方向性等　（ Check － Action ） Ｂ
・障がい者の健康づくりの支援策として、平成２３年度から障がい者を対象としたスポーツ教室を開催し
ている。本事業は、３カ年でスポーツ教室の開催と障がい者スポーツ指導員の養成を行うことを目的とし
た、埼玉県障害者交流センターの地域支援事業の活用に端を発するものであり、平成２３年度は、県障害
者交流センター職員の指導によるスポーツ教室を開催した。平成２４年度には、スポーツ教室とあわせ
て、県初級障害者スポーツ指導員養成講習会を開催し、県全域から４９名の参加、そのうち本市から１２
名（うち、スポーツ推進委員７名）の参加があり、全員が「初級障害者スポーツ指導員」の資格取得をめ
ざし受講した。平成２５年度は、教室の自主運営に向けて、資格を取得したスポーツ推進委員が障がい者
スポーツ教室の講師補助として、参加者の指導をしながら、研修を行った。平成２６年度からは市および
社会福祉協議会との共催事業となっている。
・障がい者スポーツ教室は、身体に障がいのある方と知的障がいの方とを分け、それぞれ別の時期に実施
している。これは、障がいの種類や程度により、安全に行える競技種目や参加者の達成感が異なってくる
ためである。また、熱中症予防のため、春季と秋季に開催している。
・平成２７年度は、教育委員会の単独事業として、有資格者による障がい者スポーツ教室を実施した。身
体障がい者対象の教室を３回（延べ２１人参加）、知的障がい者対象の教室を３回（延べ６０人参加）開
催した。バドミントン、フライングディスク、吹き矢、卓球バレー等の種目があり、参加者の好評を得て
いる。
・市広報への掲載や障がい者施設へのチラシ配布により、障がい者スポーツ教室の参加者募集を行った
が、全体的に身体障がい者の参加が少ない結果となっている。身体障がい者の参加者を増やすことが課題
である。
・平成２７年度は、障がい者スポーツ教室の参加者や障がい者団体に参加を呼びかけ、卓球バレー大会を
開催した。県内外から、３２チーム４２０名の参加があった。今後も、障がい者と健常者の交流を図るた
め、大会の継続開催を予定している。

【平成２７年度以前に実施した点検評価の結果を踏まえた取り組み】

・障がい者スポーツ教室に参加した方々に「また教室へ参加したい」と思っていただけるよう、引き続き
アンケート等を実施し、新しい種目の調査・導入を行っていく。
・知的障がい者対象の教室において、参加者同士のコミュニケーションが図られるとともに参加施設の間
に交流が生まれた。今後においても、施設間のつながりが拡大する期待も大きいことから、継続してい
く。

将来性
・障がい者スポーツを推進することにより、障がい者の生きがいづくりや社会参加を
促進し、生活の質の向上を図ることができる。
・本事業を継続することにより、スポーツに親しむ障がい者の増加が見込まれる。

社会公共性

・障がい者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことにより、障がいのある人もない
人も、ともにスポーツ活動を通して交流を図ることができる。
・障がい者がスポーツを通し、地域社会で活動することにより、ノーマライゼーショ
ンの推進を図ることができる。

○　障がい者へのスポーツ参加機会の提供（13万5,000円）
・障がい者スポーツ教室の実施

　・障がい者スポーツ大会の新規開催（卓球バレー）

的確性

・障がい者を対象とした事業の実施は、スポーツ基本法第２条第５項の基本理念に合
致している。
・障がい者の健康づくりを支援することは、越谷市教育振興基本計画に掲げる生涯ス
ポーツの理念に合致している。

　　充実度・
　　満足度

・平成２３年度から実施している障がい者を対象としたスポーツ教室は、参加者（関
係者含む）から高評価をいただくとともに、事業継続の要望も強い。
・越谷市教育委員会の事業として実施しているが、障害福祉課や越谷市社会福祉協議
会の協力を得ながら、各機関の持つノウハウを生かした事業展開をしている。

3－4－(4)－⑥　　　

　施策の体系・目的・内容等　（ Plan － Do ） 担当課所 スポーツ振興課

★活動機会の充実と交流の促進重点的な取り組み ４７

拡 充
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　【平成２７年度重点的な取り組みにおける点検評価表】

教育外部評価実施年度：平成２４年度

【 文教大学教授 今田 晃一 氏 】 教育外部評価：Ａ
障がい者の健康づくりの支援策として、平成２３年度から障がい者を対象としたスポーツ教室を開催す

るとともに、そのための障がい者スポーツ指導員の養成講習会を埼玉県障害者交流センター等との共催で
開催してきたが、その成果を生かして、平成２６年度には越谷市教育委員会の単独事業として、有資格者
による障がい者スポーツ教室を実施することができた。このようなスポーツ教室を実施するには、指導者
の養成が肝要である。さらに平成２７年度は、「第１回卓球バレー大会」の開催も実現する。障がい者を
対象とした、これら一連の事業の実施は、スポーツ基本法第２条第５項の基本理念（障害者が自主的かつ
積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類及び程度に応じ必要な配慮をする）に合致するも
のであり、それに市としての工夫・独自性を加味している点が評価できる。

なお、主催者として、参加者の少ないことを課題とされているが、このような取り組みは必ずしも数が
重要ではなく、同じ人がもう一度参加したいと思えることを大切にしていただきたい。今後は、リピー
ター率等の数的な評価も加えながら、大会を改善し、その持続可能性について検討していただきたい。

【 埼玉県立大学准教授 上原 美子 氏 】 教育外部評価：Ａ
平成２３年度より開催されている障がい者を対象としたスポーツ教室は、リピーター率が高いことから

も、事業としての充実が感じられ、本事業を評価できると考える。本事業の目的であるスポーツ教室の開
催およびスポーツ指導員養成において、適切な計画のもと、目標を達成されていることがうかがえる。ま
た、平成２７年度に開催される卓球バレー大会は、多くの方が参加できるスポーツ大会である。「卓球バ
レー」という競技名称からは、どのようなスポーツかイメージすることが難しいので、写真の掲示など具
体的な広報活動に取り組む必要がある。卓球バレー大会の情報を得た方が、まずは、「見に行ってみよ
う」、「やってみよう」と感じ、一人でも多くの方が参加するようになることを願っている。

【 埼玉大学理事 吉澤 雅隆 氏 】 教育外部評価：Ａ
３カ年にわたり実施した県事業を引き継ぐ形で平成２３年度より実施している事業であるが、様々な事

業主体と連携することで、それぞれの有する機能・ノウハウ・経験などを生かし、それぞれの事業目的を
達成しようとする試みとなっている。単独で行う場合と比較して調整等の困難も多いと思われるが、単独
ではなしえないことも達成できる可能性が広がるという意味で、とても大切なことである。こうした事業
については、実施すること自体を「目的」と考えてしまい、結果として目の前のことを追うことで精一杯
という状況になりがちであるが、本来の目標を達成するために「使えるものは何でも使う」という考えの
もと、他の事業主体と連携して取り組むことは重要であり、ぜひ、他の事業の手本となっていただきたい。
リハビリ目的から発展し、障がいのある方にも日常生活の中でスポーツを楽しんでもらうということは

極めて重要であり、さらに充実していっていただきたい。特に利用者をどのように拡大していくかという
点については、リピート率が高いという現状に照らしても、積極的に検討・推進していただきたい。

さらに世の中では、「競技するスポーツへ」と発展してきている。特に２０２０年に東京オリンピッ
ク・パラリンピックが開催される予定であるところ、多くの自治体において、これを念頭に置いた様々な
取り組みが検討され、推進されてきている。越谷市においても、本件「障がい者へのスポーツ参加機会の
提供」事業をはじめ、例えば、ものづくり事業と連携して大会で使用する機器の開発を進めるなどといっ
た、他の施策との連携も含め、積極的に取り組んでいただきたい。

Ａ：十分な成果が得られている・課題はない Ｂ：一定の成果が得られている・少し課題がある

Ｃ：成果が十分とはいえない・やや大きな課題がある Ｄ：成果が得られていない・大きな課題がある
評価基準

・平成２３年度から、越谷市教育振興基本計画中の施策「障がい者の健康づくりの支援」に基づいて、障
がい者の生きがいづくりや社会参加の促進とともにスポーツ・レクリエーションの推進を図るため、埼玉
県障害者交流センターや越谷市社会福祉協議会、障害者福祉施設と連携し、障がい者スポーツ教室の開
催・指導者の育成に取り組んできた。これらの成果として、平成２７年１０月４日に、越谷市として初め
ての障がい者スポーツ大会である卓球バレー大会を市立総合体育館で開催した。
・今後は、さらに、障がい者の生きがいづくりや社会参加を促進するため、指導者の確保・養成はもとよ
り障がい者施設への出前講座を実施するなど、障がい者のスポーツ・レクリエーションの普及に努めてい
く。

過去の教育外部評価を受けての対応等の実績報告 （ Action ）

過去に実施した教育外部評価の結果 (Check － Action ) 【平成２７年度外部評価実施】
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◇ 生きる力を育む学校教育を進める

平成21年度
末現況

平成22年度
末現況

平成23年度
末現況

平成24年度
末現況

平成25年度
末現況

平成26年度
末現況

平成27年度
末現況

％ 100 68.0 75.9 78.0 82.9 83.6 87.9 89.9

％ ― 68.0 75.9 78.0 82.9 83.6 87.9 89.9

％ 100 30.0 40.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

％ ― 30.0 40.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

回 3 0.4 0.4 1.0 1.8 2.0 3.0 3.0

％ ― 13.3 13.3 33.3 60.0 66.7 100.0 100.0

％ 100 ― ― ― 4.4 8.9 100.0 100.0

％ ― ― ― ― 4.4 8.9 100.0 100.0

クラブ 45 35 35 35 35 35 35 35

％ ― 77.8 77.8 77.8 77.8 77.8 77.8 77.8

品目 12 8 9 10 11 12 12 13

％ ― 66.7 75.0 83.3 91.7 100.0 100.0 108.3

％ 100 50.6 62.8 89.0 100.0 100.0 100.0 100.0

％ ― 50.6 62.8 89.0 100.0 100.0 100.0 100.0

％ 68.8 40.0 48.8 53.3 66.6 66.6 68.9 71.1

％ ― 58.1 70.9 77.5 96.8 96.8 100.1 103.3

％ 100 61.5 34.3 63.9 67.7 65.2 68.7 64.9

％ ― 61.5 34.3 63.9 67.7 65.2 68.7 64.9

％ 100 ― 71.9 77.6 79.1 80.6 85.0 90.0

％ ― ― 71.9 77.6 79.1 80.6 85.0 90.0

％ 100 ― ― 80.0 91.7 93.0 97.3 97.2

％ ― ― ― 80.0 91.7 93.0 97.3 97.2

％ 100 ― 72.7 71.1 73.3 100.0 100.0 100.0

％ ― ― 72.7 71.1 73.3 100.0 100.0 100.0

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

特別支援教育に関
する校内研修会開
催率

学習障がい児等訪
問指導実施回数
（各校平均）

校内系ネット
ワーク運用
事業

地場農産物の使用
数

小中学校施設
耐震化事業

小中学校施設の耐
震化率

「外国語活動指導状
況」段階表
3段階達成率

平成27年度
目標値

事　業　名 単位指　標　名

特別支援教育
訪問指導推進
事業

プレゼンテーション
ソフトを活用した学
習を行う児童生徒数
の割合

「学校応援団」のコー
ディネーターとボラン
ティアとの連絡協議会
（年3回）の開催率

学校応援団推
進事業

環境教育推進
事業

環境教育コンテンツ
活用実施率

障がい児就学
支援事業

日本伝統文化
推進事業

日本伝統文化講師
派遣クラブ数
（中学校）

食育推進事業

「ＩＣＴパソコン」活用
力段階表
5段階達成率

教職員資質向
上事業

小中学校施設
改修事業

小中学校施設の
バリアフリー化率

臨時教職員配
置事業

特別支援教育支援
員配置割合

算　出　式　等

児童生徒がプレゼンテーションソフトを活
用して、分かりやすく発表したり表現できる
ように指導できる教職員数÷全教職員数
×100（％）

研修会実施校÷全小中学校数（45校）×
100（％）

学習障がい児等訪問指導実施回数（延
べ数）÷全小中学校数（45校）

特色ある環境活動を「環境教育コンテン
ツ」に公開している学校数÷全小中学校
数（45校）×100（％）

主要な伝統文化（茶道、華道、筝曲）の講
師派遣校数

地場農産物（野菜）の使用品目数

耐震補強実施済棟数÷全棟数（164棟）×
100（％）

福祉環境整備済みの小中学校数÷全小
中学校数（45校）×100（％）
〔整備内容：点字ブロック、スロープ、階段
手すり、洋式トイレへの改修〕

配置人数÷配置要望人数×100（％）

「ＩＣＴパソコン」活用力段階表 5段階達成
教職員数÷小中学校全教職員数×100
（％）

外国語活動指導状況段階表において「よく
できる」「だいたいできる」と回答した教員数
÷外国語活動にあたっている教員数×100
（％）

「学校応援団」のコーディネーターとボラ
ンティアとの連絡協議会（年3回）の開催
率

Ⅲ 資料

１ 指標一覧（越谷市教育振興基本計画に掲げる指標、目標値等）
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◇ 生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

平成21年度
末現況

平成22年度
末現況

平成23年度
末現況

平成24年度
末現況

平成25年度
末現況

平成26年度
末現況

平成27年度
末現況

件 900 811 690 708 947 880 841 845

％ ― 90.1 76.7 78.7 105.2 97.8 93.4 93.9

人 38,000 37,626 38,386 38,611 38,114 36,214 38,107 39,289

％ ― 99.0 101.0 101.6 100.3 95.3 100.3 103.4

人 3,300 3,273 2,724 4,050 3,835 2,753 3,373 3,396

％ ― 99.2 82.5 122.7 116.2 83.4 102.2 102.9

人 2,000 1,888 2,179 2,208 2,044 2,004 1,934 2,008

％ ― 94.4 109.0 110.4 102.2 100.2 96.7 100.4

室 3 2 2 2 3 3 3 3

％ ― 66.7 66.7 66.7 100.0 100.0 100.0 100.0

館 2 1 1 1 1 1 1 1

％ ― 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

冊 5.3 4.8 4.7 4.8 5.2 5.2 5.3 5.4

％ ― 90.6 88.7 90.6 98.1 98.1 100.0 101.9

人 4,050 4,015 4,112 3,823 4,046 3,208 4,005 3,959

％ ― 99.1 101.5 94.4 99.9 79.2 98.9 97.8

人 1,500 1,471 1,531 1,597 1,898 1,789 1,805 1,734

％ ― 98.1 102.1 106.5 126.5 119.3 120.3 115.6

◇ 生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

平成21年度
末現況

平成22年度
末現況

平成23年度
末現況

平成24年度
末現況

平成25年度
末現況

平成26年度
末現況

平成27年度
末現況

人 842,000 805,050 863,554 797,563 777,637 811,275 876,875 886,891

％ ― 95.6 102.6 94.7 92.4 96.4 104.1 105.3

人 50 ― ― ― ― 7 10 18

％ ― ― ― ― ― 14.0 20.0 36.0

人 155 118 120 128 136 127 126 125

％ ― 76.1 77.4 82.6 87.7 81.9 81.3 80.6

人 1,126,000 1,098,995 1,059,592 1,083,793 1,129,236 1,032,891 1,169,686 1,241,577

％ ― 97.6 94.1 96.3 100.3 91.7 103.9 110.3

事業 14 ― 7 6 8 10 9 10

％ ― ― 50.0 42.9 57.1 71.4 64.3 71.4

人 3,120 2,857 2,534 2,935 3,014 3,149 3,190 3,213

％ ― 91.6 81.2 94.1 96.6 100.9 102.2 103.0

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

事　業　名 指　標　名 単位
平成27年度
目標値

スポーツリー
ダーバンク
事業

スポーツリーダー
バンク登録者数

市立体育館施
設改修事業

体育施設年間利用
者数

各種教室・講
座等開催事業

スポーツ・レクリエー
ション事業への参加
者数

ボランティア活
動促進事業

スポーツボランティア
登録者数

地域における
子どもの健康
・体力づくり
事業

出前講座事業数

事　業　名 指　標　名

伝統芸術文化
振興事業

生涯学習推進
事業

高齢者の活動
機会充実事業

健康体操教室の
参加者数

単位
平成27年度
目標値

伝統芸術文化振興
事業入場者数

各種学級・講
座開催事業

各種学級・講座の参
加者数

中央図書室整
備事業

図書室（整備数）

人権教育推進
事業
（社会教育）

講座の参加者数

青少年健全育
成推進事業

展覧会開催
事業

市展会期中の入場
者数

健全育成研修会等
の参加者数

生涯学習リーダー
バンク登録者件数、
クラブ・サークル・
団体ガイド登録件数

(仮称)第２図
書館建設事業

図書館の建設・整備
数（整備手法等の検
討を含む）

蔵書等整備
事業

市民1人あたりの
図書貸出冊数

算　出　式　等

生涯学習リーダーバンク登録者数＋生
涯学習クラブ・サークル・団体ガイド登録
団体数

生涯学習課および公民館で行う講座等
の参加者数

人権に関する教室、講座、研修会等に
参加した人数

13地区において実施した青少年健全育
成研修会等の参加者数

越谷駅東口駅前の利便性の高い場所に
1か所新設

算　出　式　等

健康体操教室（4会場）における開催回
数×
募集人数

教育委員会＋スポーツ関係団体等＋地
区スポ・レクの主催事業＋学校体育施設
開放事業の参加者数

スポーツボランティア制度を創設し、登
録者数50人を目指す。

市登録者＋県登録者（重複登録者除
く。）

体育館＋屋外体育施設＋市民プール
の利用者数

施設内容、整備手法等について検討を
行う。

貸出冊数÷人口

会期中の入場者数

こしがや薪能・こしがや能楽の会・越谷
市郷土芸能祭・能楽体験教室・郷土芸
能体験教室の参加者数

放課後子ども教室推進事業、14教室へ
の出前講座実施数
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教育委員会会議は、原則として毎月第４木曜日に開催される定例会と必要に応じて開催される 

臨時会があります。平成２７年度の開催状況は以下のとおりです。 

 定例教育委員会会議・・・・・１２回 

 臨時教育委員会会議・・・・・ ２回 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条及び越谷市教育委員会教育長に対する事務

委任規則の規定に基づき、平成２７年度は合計で３６件について審議しました。 

◆ 教育に関する事務の基本的な方針に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・３件 

◆ 教育委員会規則等の制定又は改廃に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・５件 

◆ 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その他 

の人事に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４件 

◆ 法第２７条の規定による点検及び評価に関すること・・・・・・・・・・・・・・・１件 

◆ 県費負担教職員の人事の一般方針を定めること・・・・・・・・・・・・・・・・・１件 

◆ 教育委員会の所管に属する職員の分限及び懲戒に関すること・・・・・・・・・・・５件 

◆ 附属機関の委員を委嘱すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３件 

◆ 教科用図書の採択を行うこと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１件 

◆ 教育委員会の行う表彰に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２件 

◆ その他案件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１件 

 ※審議案件の他、協議事項１８件及び報告事項等３１件についても取り扱いました。 

２ 教育委員会会議の開催状況 

３ 教育委員会会議での審議状況 
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　平成２７年度　教育委員会会議　審議案件

No. 件　　名 議決日

1 越谷市学校給食運営委員会委員の委嘱について

2 越谷市立小中学校学区審議会委員の委嘱について

3 越谷市科学技術体験センター運営委員会委員の委嘱について

4 越谷市スポーツ推進審議会委員の任命について

5
平成２８年度使用中学校教科用図書採択に係る選定委員及び調査員の委嘱につ
いて

6 越谷市いじめ問題対策連絡協議会委員の委嘱等について

7 越谷市いじめ防止対策委員会委員の委嘱について

8 越谷市教育委員会事務局職員の分限処分について

9 越谷市教育委員会事務局職員の越谷市への出向について

10 越谷市教育委員会事務局職員の分限処分について

11 越谷市生涯学習審議会委員の委嘱について

12 越谷市立あだたら高原少年自然の家運営委員会委員の委嘱について

13
埼玉県東南部地域公共施設予約案内システムの利用者登録等に関する規則の一
部を改正する規則制定について

14 越谷市教育委員会事務局職員の越谷市への出向について

15 越谷市立小中学校学区審議会委員の委嘱について

16 越谷市文化財調査委員会委員の委嘱について

平成２８年度使用中学校教科用図書の採択について

平成２８年度使用中学校教科用図書の採択について 平成27年8月6日

18 越谷市学校給食運営委員会委員の委嘱について

19 平成２７年度越谷市教育功労者等被表彰者の決定について

20 越谷市教育委員会事務局職員の分限処分について

21 平成２８年度当初越谷市立小・中学校教職員人事異動の方針について 平成27年9月30日

22 越谷市立小中学校職員服務規程の一部を改正する規則制定について

23 越谷市科学技術体験センター運営委員会委員の委嘱について

24 越谷市教育委員会事務局職員の分限処分について

25 越谷市教育委員会事務局職員の分限処分について 平成27年12月24日

平成27年7月23日

平成27年8月27日

平成27年10月22日

平成２７年度　教育委員会会議　審議案件等一覧

17

平成27年4月23日

平成27年6月25日
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No. 件　　名 議決日

26 平成２８年度教育行政方針の決定について

27 越谷市教育委員会事務局職員の越谷市への出向について

28 平成２７年度教育委員会の事務に関する点検評価報告書について

29 第２期越谷市教育振興基本計画について

30 平成２７年度皆勤賞等被表彰者の決定について

31 平成２８年度越谷市教育行政重点施策の決定について

32
越谷市教育委員会の権限に属する事務の専決に関する規程の一部を改正する規
則制定について

33
越谷市立小中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す
る条例施行規則の一部を改正する規則制定について

34
越谷市教育委員会審議会等の設置及び運用に関する要綱の一部を改正する告示
制定について

35 越谷市スポーツ推進委員の委嘱について

36 越谷市教育委員会事務局職員の人事について

平成28年3月24日

平成28年1月28日

平成28年2月18日
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　平成２７年度　教育委員会会議　協議事項

No. 件　　名 協議日

1 平成２７年度教育委員会の事務に関する点検及び評価の実施について 平成27年5月28日

2 平成２７年度越谷市教育功労者等表彰式の日程等について 平成27年6月25日

3 第２期越谷市教育振興基本計画骨子（案）について

4 教育外部評価者及び教育外部評価の対象となる重点的な取り組みについて

5 平成２７年度越谷市教育費補正予算について

6 第２期越谷市教育振興基本計画素案について（中間報告） 平成27年9月30日

7 第２期越谷市教育振興基本計画素案について

8 平成２８年度越谷市教育行政重点事業について

9
教育委員会の事務に関する点検評価における評価調書（教育外部評価を含
む。）について

10 越谷市公民館設置及び管理条例の一部を改正する条例の原案について

11 平成２７年度越谷市教育費補正予算について

12 中核市・越谷 移行記念平成２７年度越谷市成人式について 平成27年11月26日

13 平成２８年度越谷市教育費当初予算について 平成27年12月24日

14 平成２８年度教育行政方針について 平成28年1月7日

15 平成２７年度越谷市教育費補正予算について

16 平成２７年度越谷市立小中学校卒業式について

17 平成２８年度越谷市教育行政重点施策について 平成28年2月18日

18 組体操に係る越谷市教育委員会の対応について 平成28年3月24日

　平成２７年度　教育委員会会議　報告事項等

No. 件　　名 報告日

1 教育長専決について

2 野口冨士男文庫運営委員会委員の委嘱について

3 平成２６年度児童生徒結核精密検査の実施状況について

4 平成２７年度学級編制（平成２７年４月６日現在）について

5 教育長専決について

6 越谷市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部を改正する告示について

7 平成２７年度学校基本調査による児童生徒数等について

平成27年10月22日

平成28年1月28日

平成27年4月23日

平成27年5月28日

平成27年7月23日
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No. 件　　名 報告日

8 平成２７年６月定例市議会について 平成27年6月25日

9 教育長専決について

10 平成２７年度第１回越谷市いじめ問題対策連絡協議会について

11 平成２７年度第１回越谷市いじめ防止対策委員会について

12 教育長専決について

13 大相模公民館の取り扱いについて

14 あだたら高原少年自然の家について

15 教育総務部所管施設の指定管理者の指定について

16 教育長専決について

17 平成２７年９月定例市議会について

18 教育長専決について 平成27年10月22日

19 教育長専決について

20 平成２８年度新中学１年生を対象とした中学校選択申請状況について

21 明正小学校通学区域の見直しに係る取組状況について（中間報告）

22 平成２７年１２月定例市議会について

23 平成２７年度事務事業評価等実施結果について

24 中核市・越谷 移行記念平成２７年度越谷市成人式について

25 中核市・越谷 移行記念平成２７年度越谷市成人式について 平成28年1月28日

26 教育長専決について 平成28年2月18日

27 教育長専決について

28 平成２８年３月定例市議会について

29 平成２７年度越谷市立小中学校教職員の分限休職処分の状況について

30 平成２７年度第２回越谷市いじめ問題対策連絡協議会について

31 平成２７年度第２回越谷市いじめ防止対策委員会について

平成27年7月27日

平成27年8月27日

平成27年9月30日

平成27年11月26日

平成27年12月24日

平成28年3月24日
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◇ 平成２８年度 教育委員会の事務に関する点検評価報告書（平成２７年度対象）◇ 

 問い合わせ先                                  

越谷市教育委員会 教育総務部教育総務課 

〒３４３－８５０１ 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

電話：０４８－９６３－９２８０／ＦＡＸ：０４８－９６５－５９５４ 


